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要旨 

 

我が国のエネルギーは，高度経済成長期には国内供給量の約 7 割を石油に依存していた。その

ような状況の中，第一次石油ショックが発生し，政府はエネルギー供給の安定化を目的として，

原子力，天然ガス，石炭など代替エネルギーの導入を進めてきた。なかでも原子力発電は，核燃

料サイクルの推進を基本政策として近年積極的に導入が図られてきた。しかしながら，2011 年に

発生した東日本大震災による福島第一原子力発電所事故に伴い，その状況は一変した。今なお，

エネルギー政策の抜本的な見直しの議論は続いているが，事故発生直前時点では，実に 54 基の商

業用原子炉が稼動している状況であった。 

当然のことながら，原子力発電所や原子燃料サイクル施設では，運転，点検，解体等に伴い，

種々の放射性廃棄物が発生する。低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルが低い廃棄物につい

ては既に埋設事業が行われており，他方，放射能レベルが比較的高い廃棄物を対象とする中深度

処分についても，近い将来の具体化が計画されている。今後，「原子炉等規制法の改正」による高

経年化炉の廃止や，「実用発電用原子炉及び核燃料施設等に係る新規制基準」への不適合に伴い廃

止措置が加速度的に進むことを鑑みると，中深度処分施設の安全性を技術的に確立しておくこと

は喫緊の課題といえよう。 

本研究は，上記，中深度処分施設のセメント系人工バリア材料を主たる対象としたものである。

当該施設のセメント系人工バリアは，その内側に収容する放射性核種の崩壊熱の影響を受け，廃

棄体埋設完了後，数十年にわたり 60℃程度の高温環境に曝される場合がある。しかし，長期に及

ぶ高温作用が人工バリア性能に与える影響は必ずしも十分に明らかになっていない。例えば，既

往の研究では，常温環境下で長期材齢を経過し緻密な空隙構造を形成したペースト硬化体が，そ

の後長期の高温曝露で多孔化し拡散抵抗性が低下することが指摘されている。しかしながら，こ

のような事象に着目した研究は非常に限られているのが現状であり，配合や環境を変えた種々の

条件での諸物性への影響や現象メカニズムの解明，長期安全性確保における技術的対策の立案が

望まれている。そこで，常温で緻密な空隙構造を有し，高温環境下でさらに緻密化を実現する手

法を追究し開発することを，本研究の第一の目的とした。セメント系人工バリアが置かれる温湿

度等の環境条件を考慮し，想定される環境条件を配合設計に陽に活用することで，人工バリア性

能が長期にわたって維持・向上する技術の開発を目指した。 

さらに，中深度処分施設のセメント系人工バリアにはフライアッシュ（以下「FA」）混合セメン

トの適用が想定されているが，その反応プロセスについても未解明な部分が多い。当該施設では

超長期の安全評価が要求されるため，環境条件や応力条件の変化を考慮可能でかつ時系列で高精

度に材料特性を予測可能な数値解析手法を整備しておく必要があるが，FA のポゾラン反応進展に

伴う組織構造の変化やセメントとの反応相互依存性，水分平衡・移動特性等とも関連する長期的

な諸物性変化について，精度よく予測することは現状では難しい。そこで，任意の材料，配合，

養生，環境条件に対し，セメント系硬化体の固体形成過程や劣化現象の定量的評価が時間・空間

ごとに追跡可能な既往の熱力学連成解析システムを基軸とし，長期間高温環境に曝される当該施
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設の特性評価に適用可能なモデルへと適用範囲の拡大・高度化を図ること，さらに，FA 混合セメ

ントについて解析精度の向上を図ることを，それぞれ本研究の第二，第三の目的とした。本研究

の構成は，第一の目的に寄与する高温環境下での長期曝露試験を軸とする実験的アプローチと，

第二，第三の目的に寄与する数値解析的アプローチが研究の両輪をなす。稀有な条件で長期実験

を行い新たな知見を確認しながら，従来の解析モデルを基軸として解析モデルの高度化と拡張を

図った。 

 

以下に，本論文を構成する各章の概要ならびに得られた知見，成果を示す。 

 

第 1 章では，本研究の背景や目的を示し，50～100℃程度の高温環境下でのセメント硬化体の

特性変化に着目した既往の研究，ならびに熱力学連成解析システムについて概説した。 

 

第 2 章では，長期材齢経過後に継続的に高温作用を受ける環境下にてバリア性能の維持，向上

を実現するために必要な硬化体の緻密化メカニズムを追究することを目的とし，人工軽量細骨材

（以下，「ALS」）の混合による内部養生効果の有無と想定される配合・環境条件を考慮した，基

礎的な実験検討を行った。その結果，①材齢 91 日以降に高温を負荷した場合，低水結合材比配合

では ALS の有無に関わらず，空隙構造が顕著に緻密化し，圧縮強度が増加すること，②低水結合

材比配合では ALS の有無に関わらず，長期材齢後に高温高湿負荷することで，塩化物イオンの実

効および見掛けの拡散係数が，20℃封緘養生継続時より低減すること，③一方，低水結合材比配

合であっても ALS を含む場合には，20℃封緘養生継続では ALS を含む粗な空隙構造の初期影響

が長期材齢でも残存し，物質移動抵抗性の低下を補うほどの内部養生効果が期待できないこと，

などを明らかにした。ただし，②の傾向は既往文献の指摘と相反することから，その要因につい

て第 3 章で追究することとした。 

 

第 3 章では，前章および既往の知見より推察した，高温環境下における緻密化メカニズムが有

効に機能するために必要な条件について細部を検証するため，FA の混合の有無に着目した比較実

験を行った。その結果，①普通ポルトランドセメントの一部を FA で内割置換した FA 混合モルタ

ル（以下「FAC」）および同セメント単味のモルタル（以下「OPC」）はともに，60℃環境への曝

露開始材齢に関わらず，曝露後に強度が増加する傾向があること，②20℃封緘養生終了時の圧縮

強度に対する 60℃曝露後の各材齢での強度比は，OPC では日数経過とともに概ね増加するが，

FAC では高温負荷直後に大きく増加する一方，その後は低下する傾向があること，③FAC では高

温負荷継続に伴い 100nm 以下の連続空隙が増加しており，外部環境への水分逸散により C-S-H

の構造が変化した可能性，また，高温により析出する C-S-H の相組成が変化した可能性などが推

察されること，④OPC では 60℃環境で水分が逸散しやすい条件ほど，塩化物イオンがより深く

まで浸透し見掛けの拡散係数が増加する傾向があるが，FAC では 20℃封緘環境と 60℃環境で違

いは見られないこと，などを明らかにした。 
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第 4 章では，高温環境下における低水結合材比 FA 混合モルタルの諸特性の変化を高精度に予

測可能なモデルの構築を目指し，まずは既往の複合水和発熱モデルを用いて，各種セメントクリ

ンカーの水和率や FA 反応率を精度よく予測できるかどうか検証を行った。さらに乖離要因を追

究し，各種係数や関数の見直し，および FA 反応モデルの高度化について検討を行った。その結

果，①各種セメントクリンカーの基準発熱速度，温度活性等の見直しにより，断熱温度上昇量の

解析精度を損なうことなく，各種鉱物の水和率の解析精度の大幅な向上を達成したこと，②内部

生成層中のイオンの移動抵抗性の違いに着目したFAの水和反応に関する高度化モデルを提案し，

FA 反応率の解析精度の大幅な向上を達成したこと，など主要な成果を得た。 

 

第 5 章では，前章で高度化した複合水和発熱モデルと，既往の空隙構造形成モデルおよび水分

平衡・移動モデルを連成させた解析を実施し，既往の研究や第 3 章で得られた実験結果に対する

解析精度を検証した。その上で，下記の課題を改善する新たな関数を提案した。さらに，FA 混合

セメントの強度発現モデルを提案し，その妥当性について検証した。その結果，①既往モデルを

用いた解析では，低水セメント比配合において，常温環境で長期的に水和が継続しすぎること，

また，長期常温養生後に高温を負荷した場合に過剰に水和が進行することが課題であり，その要

因として毛細管空隙構造が極めて緻密化した状態での水和速度の大きさが推測されたこと，②そ

こで，凝縮水の空間的偏在を考慮した自由水低減係数 wredを提案・導入し，解析精度の大幅な向

上を達成したこと，③FA 混合セメントを対象に C-S-H ゲルのかさ体積の変化を考慮した圧縮強

度発現モデルを提案し，さらに上記の自由水低減係数 wredを考慮することで良好な解析精度を達

成したこと，など主要な成果を得た。 

 

第 6 章では，前章までに高度化した熱力学連成解析システムと，既往の複合構成モデルを連成

させた時間依存変形解析を実施し，既往の実験結果および高度化前のモデルの解析結果に対し，

精度向上をもたらすかどうか検証を行った。その結果，特に低水セメント比配合に対して，常温

での長期収縮挙動，高温でのクリープ・収縮挙動の予測精度が向上することを確認した。 

 

最後に，第 7 章では，本研究の結論を示した。 

 

本研究は，中深度処分施設におけるセメント系人工バリア材料に着目した検討が当初の出発点

であったが，最終的には本研究を通じて行ったモデルの適用範囲の拡大や高度化によって，様々

な環境，配合，応力条件を対象に過去行われてきた収縮，クリープ等のマクロな構造応答につい

ても予測精度の向上に寄与することを確認した。 

以上のように，本研究では，微視的な物理化学現象に立脚した熱力学連成解析システムの基本

理念を踏襲，発展させることによって，一般的な対象物と中深度処分施設などの特殊な対象物を

特別に区別することなく同一のモデルを用いて汎用的にマルチ空間スケールの応答を予測するこ

とを可能とし，さらに，全般的な解析精度の向上に寄与するモデルを提案・検証することに成功

した。 
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1. 序論 

1.1. 背景および目的 

 背景 

我が国のエネルギー需要は，1960 年代以降急増し，高度経済成長期には国内供給量の約 7 割を石油

に依存していた。そのような状況の中，第四次中東戦争を契機とした第一次石油ショックが 1973 年に

発生した。その結果，政府はエネルギー供給の安定化を図るため，石油に代わるエネルギーとして原子

力，天然ガス，石炭などの導入を促進した。さらに 1979 年に第二次石油ショックが発生したことでそ

の動きは加速され，2010 年度における一次エネルギーの国内供給に占める石油の割合は 39.8％まで低

下し，代わって石炭（22.5%），天然ガス（19.2%），原子力（11.1%）の割合が増加するなどエネルギー

源の多様化が進んだ1)。なかでも原子力は，地球温暖化対策の中核を担う CO2 排出ゼロのクリーンエネ

ルギーとして，核燃料サイクルの推進を基本方針としたエネルギー政策に基づき，さらに導入を促進

する計画であった。しかしながら，2011 年 3 月に発生した東日本大震災による福島第一原子力発電所

事故に伴い，その状況は一変した。今なお，エネルギー政策の抜本的な見直しの議論は続いているが，

事故発生直前の 2011 年 2 月末時点で実に 54 基の商業用原子力炉が稼動している状況であった。 

当然のことながら，原子力発電所や原子燃料サイクル施設では，運転，点検，解体等に伴い，種々の

放射性廃棄物が発生する2)（図 1-1）。これらのうち，浅地中ピット処分やトレンチ処分については既に

埋設事業が行われており，低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルが比較的高い廃棄物を対象とす

る中深度処分についても，近い将来の具体化が既に計画されている3)。今後，2012 年の「原子炉等規制

法の改正」による高経年化炉（=運転開始後 40 年以上が経過した炉）の廃止や，「実用発電用原子炉及

び核燃料施設等に係る新規制基準」への不適合に伴い廃止措置が加速度的に進むことを鑑みると，放

射性廃棄物処分施設の安全性を技術的に確立しておくことは喫緊の課題といえよう。 

例えば，中深度処分施設では，セメント系人工バリアに対し，放射性核種の移行抑制機能として低拡

散性および収着性を期待している。そこで，それらの要求性能を満足するよう低熱ポルトランドセメ

ントとフライアッシュを組み合わせた低水結合材比配合の適用が検討されている4 ),5 ),6 )。同施設のセメ

ント系人工バリアは，収容する放射性核種の崩壊熱の影響を受け，廃棄体埋設完了後，数十年にわたり

場合によっては 60℃程度の高温環境に曝される。しかし，このような長期に及ぶ高温作用が人工バリ

ア性能に与える影響は必ずしも十分に明らかになっておらず研究の余地が残されている。また，フラ

イアッシュの反応プロセスについても未解明な部分が多く，ポゾラン反応進展による組織の緻密化と

それに伴う長期的な特性変化を数値解析により高精度に予測することは現状では難しい。これらは，

放射性廃棄物処分施設の長期安全性を担保する上で解決しなければならない喫緊の課題である。 

一方，社会的な状況に目を向けると，CO2 排出抑制は建設業にとっても喫緊かつ重大な課題である。

その切り札の１つとして，混和材をセメント置換しセメント製造量を減らすことで，製造時に大量発

生する CO2 を削減する対策が挙げられる。コンクリート用混和材として高炉スラグ微粉末はすでに高

い水準で有効利用されているが，フライアッシュについては強度発現の遅れや品質変動，安定供給等

への懸念からこれまでその利用率が低迷してきた7)。しかし，近年，長期強度増進や遮塩性・水密性向

上等のフライアッシュ混合の利点がクローズアップされ，品質・耐久性確保の観点から，全国各地で積

極的に利用する動きが急速に広がりつつある8),9),10)。今後，設計段階からフライアッシュを混合したセ

メントの長期性能を高精度に予測することが可能となれば，さらなる有効利用のインセンティブにつ

ながるであろう。これらの諸問題の解決に寄与し，持続可能な社会に導くことが本研究の命題である。 
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図 1-1 放射性廃棄物の種類と処分方法 2) 

 

 目的 

本研究の主たる対象は，中深度処分施設のセメント系人工バリア材料とする。例えば，既往の研究

11 ),12 )では，常温環境下で長期材齢を経過し緻密な空隙構造を形成したペースト硬化体が，その後長期

の高温曝露で多孔化し拡散抵抗性が低下することが指摘されている。しかしながら，このような事象

に着目した研究自体が非常に限られているのが現状であり，配合や環境を変えた種々の条件での再現

性の確認や現象メカニズムの解明，長期安全性確保における技術的対策の立案が不可欠である。また，

評価対象期間が長期に及ぶことから，環境条件や応力条件の変化を考慮可能で時系列で高精度に材料

特性を予測可能な数値解析手法を整備しておく必要がある。 

以上より，常温で緻密な空隙構造を有し，高温環境下でさらに緻密化を実現する手法を追究し開発

することを，本研究の第一の目的とする。セメント系人工バリアが置かれる温湿度等の環境条件を考

慮し，想定される環境条件を配合設計に陽に活用することにより，人工バリア性能が長期にわたって

維持・向上する技術の開発を目指す。他方，任意の材料，配合，養生・環境条件に対し，セメント系硬

化体の固体形成過程や劣化現象の定量的評価が時間・空間ごとに追跡可能な既往の熱力学連成解析シ

ステムを基軸に，長期間高温環境に曝される上記施設の特性評価に適用可能なモデルへと適用範囲の

拡大・高度化を図ることを第二の目的とする。さらに，上記施設に適用が想定されるフライアッシュを

含むセメント硬化体の解析予測精度を向上することを第三の目的とする。近年，定量分析技術の発達

により精緻な測定が可能となってきた各種クリンカー鉱物の水和率やフライアッシュ反応率等の実測

値や，本研究で新たに取得する低水結合材比配合の長期特性や高温負荷前後での特性変化等を検証指

標として用いることにより，既往の各モデルについて課題の抽出と高度化を図る。さらに，本研究で行

うモデルの適用範囲の拡大や高度化が，様々な環境，配合，応力条件を対象に過去行われてきた収縮，

クリープ等のマクロな構造応答の予測精度の向上に寄与するかどうか検証する。 

本研究では，微視的な物理化学現象に立脚した熱力学連成解析システムの基本理念を踏襲，発展さ

せることにより，一般的な対象物と中深度処分施設などの特殊な対象物を特別に区別することなく同

一のモデルを用いて汎用的にマルチ空間スケールの応答を予測することを可能とし，さらに，全般的

な解析精度の向上に寄与するモデルを提案することを，数値解析的アプローチでの基本方針とする。 
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1.2. 原子力関連施設のコンクリートに作用する温度制限値 

我が国の原子力関連施設においては，米国 ASTM 規格等を参考に，コンクリート部材が受ける温度

の制限値を表 1-1 のように規定している13)。長時間あるいは定常状態で温度荷重が作用する場合の一

般部での温度制限は 65℃以下である。これらは原子力関連施設建屋に適用される基準である。 

 

表 1-1 原子力関連施設のコンクリートの温度制限 

 

温度荷重の

作用状態 

原子炉建屋構造設計指針・同解

説（日本建築学会 1988）14) 

温度荷重の

作用状態 

コンクリート製原子炉格納容器に関

する構造などの技術基準 

（通産省告示 452 号）15) 

長時間 
一般部 局部 

定常状態* 
貫通部** そのほかの部分 

65℃ 90℃ 90℃ 65℃ 

短時間 
一般部 局部 非定常 

状態 

ジェット力を 

受ける部分 
そのほかの部分 

175℃ 350℃ 340℃ 175℃ 

* 通常運転時および異常時を除く長時間（24時間以上）継続する状態    
** シェル部、トップスラブ部および底部における開口又は貫通孔の周辺部    

 

一方，放射性廃棄物処分施設は，地中，地層処分を原則とし，収容する廃棄物の放射能レベルや放射

性核種の半減期によって処分形態が異なる。放射性廃棄物の種類と処分の概要を図 1-2 に示す 2)。例

えば，TRU 廃棄物処分に関する検討16)では，温度上昇に伴う C-S-H ゲルの結晶化17)によるセメント系

材料への核種収着性への影響の観点から，処分場内の最高温度を 80℃に制限することにより熱変質の

影響を抑制する方針が示されているものの，放射性廃棄物処分施設のコンクリート部材に適用する温

度制限値については明確な規定がないのが現状である。 

このことから，放射性廃棄物処分施設のコンクリート部材に適用する温度制限値として，表 1-1 に

準拠し 65℃を設定するケースが多く見られる。 

 

 

 

図 1-2 放射性廃棄物の種類と処分の概要 2) 



 
 

 
4 

1.3. 高温環境下におけるセメント硬化体の特性変化に関する既往の研究 

本節では，放射性廃棄物処分施設に想定される温度制限値が含まれる 50～100℃程度の温度域を高温

環境下と称し，同温度域の継続的な熱作用がセメント硬化体の特性に及ぼす影響について検討した既

往の研究について整理する。 

 

 強度特性への影響 

100℃程度の熱を作用させ強度特性への影響を検討した研究事例は，複数存在する。 

長尾ら18)は，各種の加熱温度で，圧縮強度残存比および割裂強度残存比の変化を測定している。圧縮

強度は，加熱前の養生がシール，アンシールの条件に関わらず，100℃程度の加熱温度では低下は見ら

れないのに対し，引張（割裂）強度は，圧縮強度に比べて温度影響を受けやすいことを報告している

（図 1-3）。また，依田ら19)は，各種のモルタル供試体を 10 年間 110℃の温度条件下に放置して，強度

と重量の変化を測定し，1 年までは強度が若干増加した後に徐々に低下する傾向にあるが，10 年経過

後でも当初の強度を維持したという結果を示している。 

 

 

図 1-3 コンクリートの加熱による圧縮強度残存比および割裂強度残存比の変化 18) 

 

金津ら20)は，水セメント比，高炉スラグ混合の有無等が異なる各種コンクリート配合の供試体を，

材齢 28 日まで湿潤養生後，2 ヶ月間 20℃60%RH 環境下で気乾養生した後，8 年間にわたり常温，

65℃，85℃，110℃の温度環境に静置し，水分の逸散と圧縮強度および弾性係数の関係を整理してい

る。重量減少率と圧縮強度比および弾性係数比の間には，配合，温度条件によらず，重量減少率と良

好な負の相関があり，同じ重量減少率であっても高炉スラグ混合コンクリートの方が弾性係数比は

やや小さい傾向が認められた（図 1-4）。また，重量減少が収束した状態では，強度，弾性係数は変

化しないことを報告している。 

酒井ら21)は，W/C=60%の OPC コンクリート供試体を 20℃恒温で材齢 182 日まで封緘養生した後，

65℃および 90℃でシール加熱もしくはアンシール加熱を継続した場合について，圧縮強度と静弾性

係数の残存率の変化を測定している。圧縮強度は，加熱温度およびシール・アンシール加熱によら

ず，加熱直後に一旦低下し，その後加熱材齢の経過とともに加熱開始時と同程度まで回復したが，静

弾性係数についてはいずれの場合も回復する傾向は認められないことを報告している。また，加熱後

の質量減少率と静弾性係数残存率の間には加熱温度に関わらず高い負の相関があることを確認して

おり（図 1-5），この結果は金津らの結果 20)とほぼ一致している。 
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    （OPC，W/C=43.2%）    （OPC+BFS，W/B=43.2%） 

図 1-4 高温下の重量減少率と弾性係数比の関係 20) 

 

 

図 1-5 質量減少率と静弾性係数残存率の関係 21) 

 

 

以上より，100℃程度の温度履歴であれば，圧縮強度に関しては有意な影響を及ぼす可能性が小さい

こと，また一旦低下しても材齢の経過とともに回復する可能性があることが示唆される。他にも圧縮

強度については，受熱温度が 500℃以内であれば，90%程度まで回復するとの報告も見られる22)。一方，

弾性係数については，質量減少率と高い相関があり，材齢経過後も回復しない可能性が高い。 

圧縮強度，静弾性係数の低下は，いずれも曝露面からの水分逸散に密接に関係していると考えられ，

水分逸散を抑制できれば，強度特性に悪影響を及ぼす可能性は小さいと推察される。 

 

 

 空隙構造への影響 

コンクリート打込み後の初期養生温度が空隙構造に及ぼす影響については多くの研究事例があり，

水セメント比が大きくまた養生温度が高くなるほど，空隙率が大きく長期圧縮強度が増加しない傾向

があることがよく知られている例えば23),24),25),26),27),28)。 

一方，水和反応がおおよそ収束したセメント硬化体に対し，高温を作用させた研究事例としては以

下が挙げられる。廣永ら29)は，W/C=60%の OPC コンクリート供試体を 28 日間標準養生後，65℃乾燥

炉に 1 ヶ月放置した後の細孔径分布を測定している。標準養生後と 65℃養生後の累積細孔容積には大

  

 

Mix3：BFS, 8000 ブレーン 
Mix4：BFS, 4000 ブレーン 
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差は見られないが，後者では前者で見られなかった 0.09～0.11μm の細孔径の空隙が増加し，30nm 以

下の空隙が減少することを報告している。 

酒井ら 21)は，182 日間 20℃封緘養生した W/C=60%の OPC コンクリート供試体を用いて，加熱 91 日

後に，水銀圧入法およびサーモポロメトリー法により細孔径分布を測定している。水銀圧入法では，

90℃加熱では非加熱と比較して，シール加熱では 50～500nm の細孔量が増大し，アンシール加熱では

500～5,000nm の細孔量が増大することなどを指摘している（図 1-6）。さらに，65℃および 90℃で 91

日間アンシール加熱を行った場合の微小空隙を対象に，サーモポロメトリー法により細孔径分布を測

定している。その結果，5～100nm の空隙領域では，非加熱の細孔径分布と加熱 91 日後の細孔径分布

にはほとんど違いが見られなかったが，5nm 以下の空隙は，加熱温度が高いほど細孔量が増加する傾

向が見られた。これは，加熱により水和が促進されたことで C-S-H が増加し，C-S-H 中のゲル空隙が

増加したためであると考察している。さらに，各元素の定量分析から求めた全 CaO 含有量から，TG-

DTA により求めた Ca(OH)2 と CaCO3 の含有量を差し引き，その差分を C-S-H 量と仮定し評価してい

る。特にシール加熱では，加熱温度が高いほど水和が促進され，Ca(OH)2 が反応して消費され C-S-H に

変化することを指摘している（図 1-7）。 

 

 
図 1-6 90℃加熱後の細孔径分布 21) 

 

 

 

図 1-7 Ca(OH)2と残分 CaO（C-S-H 相当）の関係 21) 
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蔵重ら 11),12)は，W/C=35%，55%の OPC および LPC セメントペースト供試体（O35,O55 および L35,L55）

を対象に，1 年間 20℃湿空養生後，各温度（60℃，80℃）と各湿度（RH40%，90%，水中）を組み合わ

せた雰囲気下で，3，6，12 ヶ月間曝露したケースおよび 3.5 年間 20℃湿空養生したケースについて，

水銀圧入法で測定した細孔径分布を比較している。結果の一例を，図 1-8～図 1-10 に示す。O35 供試

体では，水中および RH90%雰囲気に曝露したものは，しきい細孔径が小さい側へとシフトする一方，

しきい径付近での細孔量増加が顕著であった。特に 10nm 程度以下の細孔量が相対的に増加しており，

細孔構造は 3.5 年間 20℃湿空養生したケースとは明らかに相違している。一方，RH40%雰囲気では，

しきい細孔径が 100nm 付近へと大きくシフトし，数 10nm 以下の微小な空隙が大きく減少していた。

また，L35 供試体についても同様の視点で観察すると，定性的な挙動は O35 と基本的に同様であった。

蔵重らは，これらの高温負荷による細孔構造の変化の特徴を，数 10nm 以下の細孔構造形成に密接に関

与する C-S-H の結合水量が高温負荷前後で異なる可能性，高温負荷による C-S-H の変質（相組成の変

化），高温環境で形成される C-S-H の組織構造が常温で生じる C-S-H と異なる可能性等に起因すること

が考えられると指摘している。 

なお，W/C=55%についても同様の試験を行っているが，W/C=55%では，いずれの温度・湿度環境に

おいても 20℃湿空養生を継続した場合に比べて，しきい細孔径が大きくなり，細孔構造が粗大化する

傾向を示した。 

 

   （OPC, W/C=35%）   （LPC, W/C=35%） 

    
図 1-8 細孔構造変化に及ぼす湿度条件の影響（RH40%環境，6 ヶ月負荷）11) 

 

    

図 1-9 細孔構造変化に及ぼす湿度条件の影響（RH90%環境，6 ヶ月負荷）11) 
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図 1-10 細孔構造変化に及ぼす湿度条件の影響（水中条件，6 ヶ月負荷）11) 

 

 

以上より，得られた知見の共通項を整理する。 

 

・ 水分逸散環境で高温を負荷した場合，供試体の W/C に関わらず，数 100nm（0.1μm）付近で空隙

量が顕著に増加する傾向が見られる。 

・ 一方，水分保持（シール）あるいは水分供給（水中）環境で高温を負荷した場合，低 W/C 配合で

は，10nm 以下の空隙が顕著に増加するのに対し，普通 W/C 配合（W/C=50%程度以上）ではいずれ

の条件でも空隙構造が粗大化する傾向が見られた。つまり，低 W/C と普通 W/C では，高温・高湿

環境下で生じる水和反応の進行に違いがあると考えられる。 

・ 特に，高温負荷後に見られる 10nm 以下の微小空隙の増加は，C-S-H の結合水の離脱や相組成の変

化，ゲル空隙や層間空隙等を含む C-S-H のゲル組織構造の変化により生じた可能性が示唆された。 

 

したがって，長期材齢経過後に負荷した高温作用が空隙構造に及ぼす影響は，W/C の違い等の材料

的要因に起因する時空間的な水和生成物の析出形態やそれに付随する水分保持能力，ならびに，温度，

湿度等の環境要因による水分逸散特性に密接に関連していると考えられる。W/C が小さくかつ水分逸

散を生じにくい環境の方が，10nm 以下の微細空隙は増えるものの，粗大空隙の発生を抑制できる。 

 

 

 相組成への影響 

セメント硬化体を構成する相は，未水和セメントや未反応の混和材などからなる未反応相と，水酸

化カルシウム，カルシウムシリケート水和物（C-S-H），カルシウムアルミネート水和物（AFt，AFm）

などの水和物相に大別される。一般的に，未反応相および水和物相を構成する化合物の種類と割合を

総称して相組成と呼んでおり，硬化体の化学的特性を決定する重要因子として認識されている。 

なかでも，主要水和物である C-S-H は非晶質で CaO，SiO2，H2O が一定の値を取らず構造も複雑で

ある上，セメント種類や混和材などの使用材料，水セメント比や混和材置換率などの配合条件，材齢や

温度・湿度条件といった水和や乾燥履歴によっても多様に変化することが，広範にわたる文献調査等

に基づき報告されている30)。 

Taylor31)は，60℃程度以上で水熱養生した場合には結晶性の良いカルシウムシリケート水和物である

Tobermorite が生成し，生成温度や Ca/Si 比によって化学組成が異なることを示している。また，Atkinson
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ら 17)は，C-S-H の Ca/Si 比と各温度において安定な水和物との関係について示しており，概ね 80℃以

上の温度条件において C-S-H が結晶化するとしている（図 1-11）。他にも，Atkins32)，Duerden33)，Quillin34)

らが高温作用に伴う C-S-H の熱変質について報告している。いずれも，60～80℃程度で C-S-H が結晶

化し，Ca/Si 比によって 85℃程度で Tobermorite や Jennite 等が生成することを指摘している。 

いずれにせよ，温度制限値を 65℃程度に設定することにより，C-S-H の結晶化に対する懸念は軽減

できると考えられる。 

 
図 1-11 C-S-H の熱による変化 17) 

 

 

 拡散抵抗性への影響 

以上のように，高温環境に伴う熱的影響に関しては，強度特性や細孔構造の変化，水和物の変質など

について種々報告されているが，バリア性能に直結する拡散抵抗性について検討した研究事例は限ら

れるのが現状である。 

横関ら35)は，温度，相対湿度，配合条件および水和反応を考慮した各種イオンの拡散係数推定モデル

を提案している。本モデルでは，水溶液中の各種イオン i の基本拡散係数を D0
i とし，セメントペース

ト中の細孔の屈曲および空隙量の変化の影響を考慮して拡散係数 Dpaste
i を表現する。温度による影響

は，水溶液中の各種イオン i の基本拡散係数 D0
iを算定する際にアレニウス則を用いて考慮し，温度が

高いほど基本拡散係数 D0
i が大きくなることを表現している。また，拡散係数 Dpaste

i を算定する際に，

材齢経過による水和の進展に伴う空隙量の変化を，鉱物組成に基づく平均水和度および水セメント比

を用いて定量化し36 )，空隙の屈曲および空隙量の変化の影響を考慮した拡散係数低減関数37 )として考

慮しているが，このとき温度による水和への影響は直接考慮されていない。 

図 1-12 は，W/C=50％の OPC コンクリートに対し，浸漬開始までの初期材齢および浸漬温度を変化

させて実験を行った塩化物イオンの拡散係数の実測値と，本モデルによる予測値を示した結果である。

実測値と予測値の定性的な傾向は概ね一致している。つまり，W/C=50％，環境温度が 50℃程度であれ

ば，温度による拡散係数への影響は，細孔構造そのものの変化が支配的要因とはなっておらず，水溶液

中の基本拡散係数の変化を考慮することにより相応の精度で推定できることが示唆される。ただし，

環境温度 10℃では材齢経過とともに実測値が低下しているように，水和反応の温度依存性や浸漬期間

の長短によっても空隙構造変化に対する影響度が異なる点については，留意する必要がある。 
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（a）初期養生 7 日     （b）初期材齢 28 日 

図 1-12 温度と塩化物イオン拡散係数の関係 35) 

 

吉田ら38)は，W/C=35%および 55%の OPC ペースト供試体を作製し，20℃湿空（98%RH）で 1 年間養

生し，60℃および 80℃の RH90%（窒素雰囲気下）に 6 ヶ月間静置した後，透過拡散試験法により酢酸

イオンの実効拡散係数を測定した。図 1-13 に，空隙率と酢酸イオンの実効拡散係数を示す。同図には，

W/C=35%，55%，70%として熱影響を負荷していない未変質 OPC ペースト供試体の結果が併記されて

いる。熱変質による硬化体中の空隙率増加に対する実効拡散係数の増加率は，未変質硬化体での空隙

率増加に対する実効拡散係数の増加率と比べて大きいこと認められる。この要因として，蔵重らは前

出の細孔径分布の測定結果と比較し，高温負荷によりセメント硬化体マトリックスを形成する C-S-H

が変質したことに起因し，マトリックス自体が多孔化することで，屈曲度が小さく比較的連結性の高

い細孔構造が形成された影響や，高温負荷による nm オーダーの微細クラックの存在などの可能性が

考えられると指摘している 11)。 

しかしながら，長期的な高温作用が拡散抵抗性に及ぼす影響については研究事例が限られており，

使用材料や配合などの内的要因や，温湿度条件，高温負荷開始材齢や高温負荷期間などの外的要因に

よってもその影響や傾向が異なる可能性も十分に考えられる。したがって，再現性の確認を含め，高温

作用による空隙構造変化メカニズムと拡散抵抗性変化を対比させた体系的アプローチによる研究を進

める意義は大きいと考えられる。 

 

図 1-13 実効拡散係数の空隙率依存性（酢酸イオン）38) 
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1.4. 熱力学連成解析システムの概要 

 熱力学連成解析システムの基本概念 

つづいて，微視的な物理化学現象に立脚した理論的な数値解析評価手法として，本研究で基幹的な

役割を果たす熱力学連成解析システム DuCOM について概説する。 

DuCOM は，任意の材料，配合，養生・環境条件や解析対象の構造諸元などの諸条件を入力条件とし

て付与することにより，若材齢コンクリートの固体形成過程や供用期間中に生じる劣化現象の定量的

評価を，時間・空間ごとに追跡できる 3 次元有限要素解析システムである39)。水硬性ゲル空隙中に存在

する水分の消失・移動ならびにセメント硬化体の水和生成に伴う構造変化，さらに熱エネルギーの生

成・移動を一つの閉じた系として捉えることにより，熱力学理論に基づいてセメントの水和反応・空隙

構造形成・水分平衡・移動の 3 つの基本モデルを相互連関させる。これにより，水和反応進展による水

和発熱，水和度，空隙構造，各空隙内の水分量や飽和度，内部相対湿度変化など，セメント硬化体の基

礎的特性変化を追跡することができる。さらに，時間経過に伴う硬化体の劣化・変性については，塩化

物イオンの浸透拡散と固定，炭酸化反応と空隙構造変化，酸素拡散と鉄筋腐食反応，カルシウム溶脱と

空隙構造変化，地盤材料への適用範囲の拡大など，対象とする現象モデルや時間，空間スケールの拡張

が進められてきた40),41),42)。 

本解析システムでは，対象とする各現象に対し，式 1.1 に示す支配方程式を解くことによって，時

間，空間ごとの諸物性を得ることができる。第一項がポテンシャル項（Potential），第二項が流速項（Flux），

第三項が生成・逸散項（Sink term）である。 

 

߲ ௜ܵሺߠ௜ሻ

ݐ߲
൅ ,௜ߠ௜ሺܬݒ݅݀ ௜ሻߠ׏ െ ܳ௜ሺߠ௜ሻ ൌ 0 式 1.1 

 

ここで，θi：自由度 i の物理量であり，本解析システムでは，系内の温度，間隙水圧，塩化物イオ

ン，二酸化炭素，酸素，カルシウムイオンが該当する。 

有限要素法を用いて式 1.1 の偏微分方程式を解くに際し，空間に対する離散化にはガラーキン法を

用いる。また，支配方程式は 1 階の時間微分項を有するため，時間に関する離散化を含めた全体の有

限要素式は，変数θに対し以下の通り表現される。 

 

ሾܥ ൅ ߢ ∙ ߣ ∙ ௡ሿݐ∆ ∙ ௡ାଵߠ ൌ ௡ݐ∆ ∙ ௡݂ାఈ ൅ ሾܥ െ ߢ ∙ ሺ1 െ ሻߣ ∙ ௡ሿݐ∆ ∙  ௡ 式 1.2ߠ

 

ここで，パラメータλに関しては，ポアソン型方程式の安定条件（1/2≦λ≦1.0）を満足するように，

λ=2/3 の値を使用している。式 1.2 中の全体マトリックス C，κおよびベクトル f は，以下の式で与え

られる。 

௡݂ାఈ ൌ െߠ ∙ ௡݂ାଵ െ ሺ1 െ ሻߠ ∙ ௡݂ 式 1.3 

 

Volume Integrals: 

ܥ ൌ න 	,ݒ்݀ܰܰߙ 	 	
௏

ߢ ൌ න 	,ݒ݀ܤܦ்ܤ 	 	
௏

݂ ൌ െන ݒ்݀ܳܰ
௏

 式 1.4 
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Surface Integrals: 

ܥ ൌ 0, ߢ ൌ ݄௫ න ்ܰܰ݀ܵ,	 	 	
௏

݂ ൌ െ݄௫ܺ௦ න ்ܰܳ݀ܵ
ௌ

 式 1.5 

 

ここで，境界要素の有限要素式は，境界面を出入りする流速 qs を伝達係数 hxおよび境界物理量θs を

用いて，次式で取り扱うことに基づいている。 

 

௦ݍ ൌ െ݄௫ ∙ ሺߠ െ  ௦ሻ 式 1.6ߠ

 

本解析システムでは，上述の入力条件を付与することにより，各現象に基づく材料モデルを通じて，

時々刻々と変動する若材齢コンクリートの材料物性が算出される。つづいて，得られた材料の特性値

が支配法的式内の各項 Si(θi)，Ji(θi,∇θi)，Qi(θi)に代入され，各解が時間・空間ごとに算出されると

いう手順が順次繰り返される。 

 

 

 複合水和発熱モデルの概要 

岸らは，鈴木ら43)，原田ら44)の温度依存性を考慮した水和発熱モデルを基礎として，セメント水和発

熱過程のモデル化とコンクリートの熱伝導の連成を考慮した複合水和発熱モデルの開発を進めてきた

45 ),46 ),47 ),48 )。これまで，種々のポルトランドセメントや混合セメントにも対しても，断熱温度上昇量を

主な検証指標としてその適用性が確認されている。同モデルでは，セメントクリンカー鉱物やその他

混和材の水和反応過程を個別に記述した単一の反応単位として取り扱い，各反応間の相互依存性を考

慮しつつ鉱物組成比に応じて個々の反応を足し合わせることにより，任意の温度履歴に対し，材料総

体の水和発熱過程を表現する。これにより，単位体積当たりのコンクリートの全発熱速度は，次式で表

される。 

 

ഥܪ ൌ෍݌௜ܪపതതത ൌ ഥ஼ଷ஺ா்ܪ஼ଷ஺ሺ݌ ൅ ഥ஼ଷ஺ሻܪ ൅ ഥ஼ସ஺ிா்ܪ஼ସ஺ிሺ݌ ൅ ഥ஼ସ஺ிሻܪ ൅ ഥ஼ଷௌܪ஼ଷௌ݌ ൅ ഥ஼ଶௌܪ஼ଶௌ݌

൅ ഥௌீܪௌீ݌ ൅  ഥி஺ܪி஺݌

式 1.7 

 

ここで，i は各クリンカー鉱物（エーライト（C3S），ビーライト（C2S），アルミネート相（C3A），フ

ェライト相（C4AF））および混和材（高炉スラグ（SG），フライアッシュ（FA））を表す。H は混合セ

メント総体の水和発熱速度， iH は鉱物 i の単位重量当りの発熱速度，pi は鉱物 i の重量組成比である。

AETCH 3 および AFETCH 4 は C3A および C4AF と石膏の反応によるエトリンガイトの生成に伴う発熱速度

を表す。なお，内部温度 T における各鉱物の水和発熱速度 iH は，アーレニウス則を用いた式 1.8 およ

び式 1.9 によって表される。 

ഥ௜ܪ ൌ ௜ߛ ∙ ௜ߚ ∙ ௜ߣ ∙ ௜ݎ ∙ ௜,்଴ሺܪ തܳ௜ሻ݁݌ݔ ൜െ
௜ܧ
ܴ
൬
1
ܶ
െ
1

଴ܶ
൰ൠ 式 1.8 

ܳ௜ ൌ නߛ௜  式 1.9 ݐ݀
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ここで，Ei は鉱物 i の活性化エネルギー，R は気体定数であり，Ei/R をもって温度活性とする。 0,TiH

は基準温度 T0（=293K）における鉱物 i の基準発熱速度で積算発熱量
iQ の関数であり，各鉱物の基準

の比表面積に対して使用する材料の比表面積を用いて補正した係数である。γi は初期水和発熱過程に

おけるフライアッシュおよび有機混和剤による遅延効果を表す係数，βi は自由水（析出空間）の減少

による発熱速度の低減を表す係数，λi は液相中の水酸化カルシウム量に依存した高炉スラグおよびフ

ライアッシュの発熱速度の変化を表す係数，ri はポルトランドセメントの鉱物組成の相違による C3S と

C2S の発熱速度の変化を表す係数である。ただし，γi，βi，λi の各係数は，複数の係数が 1 未満の低

減率を与える場合には，最も小さい係数をもって発熱速度の低減係数を与える。 

コンクリートの熱伝達は，式 1.1 に示す空間・時間における系内の保存式を解くことにより，次式

で算出される。 

 

ሺߩ௖ሻ
߲ܶ
ݐ߲

ൌ ሻܶ׏ሺ݇ݒ݅݀ ൅  式 1.10 ܪ

 

ここで，k：コンクリートの熱伝導率，ρc：コンクリートの熱伝達率である。また，H はコンクリー

トの総発熱量であり，次式で得られる。 

ܪ ൌ ഥܪܥ ൌ  ௜ 式 1.11ܪ௜݌෍ܥ

 

ここで，C：単位セメント量である。 

なお，複合水和発熱モデルの詳細については，4.2 に記載する。 

 

 

 空隙構造形成モデルの概要 

空隙構造の形成は水和反応と連関する事象であり，水和の進行とともに空隙形成は進行する。Chaube

らにより開発された空隙構造形成モデル49)は，任意の材料，配合，養生・環境条件に対し複合水和発熱

モデルより得られる水和進行の情報に基づき，計算が行われる。空隙構造形成モデルでは，セメント硬

化体中の空隙を層間空隙，ゲル空隙および毛細管空隙に分類している。図 1-14 に任意の水和段階にお

ける空隙構造形成過程の概要を示す。粒子表面より外部への析出により外部生成物が形成される一方，

内部生成物は水和以前の粒子表面内部に形成される。層間空隙およびゲル空隙は，内部生成物および

外部生成物中に析出される水和物に取り込まれる空隙であり，両者を合わせた C-S-H ゲル粒子の保有

する空隙率は，水和物保有空隙率を用いて表される。 

内部保有空隙率は，Powers ら50)の研究に基づき，水和物の析出により埋めることのできない空間と

して定義したものである。  
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層間空隙は C-S-H ゲル粒子の層状構造に内包された空隙であり，層と層の間に水分子 1 つ分の空間

をもつ空隙として取り扱っている。また，毛細管空隙は，水和物の自由析出空間として定義され，セメ

ント粒子の外部に生成された水和物とそれに付随する層間空隙およびゲル空隙で占められない空間と

して計算される。 

なお，当初の空隙構造形成モデルでは，Powers50)らが常温下で長期間にわたって養生した試験体から

得た結果をもとに，内部保有空隙率は水和過程を通じて 0.28 一定と仮定していた。これに対し，半井

らは，断熱温度条件下における低水セメント比配合のコンクリートについて，普通水セメント比とは

水和発熱特性が異なり 47)，内部相対湿度が高い状態を保ったまま著しく水和が進行することなどに着

目し，温度環境がコンクリートの初期固体形成過程に与える影響を一般化した高度化モデルを提案し

ている51)。具体的には，内部保有空隙率や水和物の析出限界半径，水和物の平均寸法を温度依存させ，

温度上昇時にはこれらを低減することにより，セメント粒子の内部生成物と外部生成物の密度が増加

することを表現する一方，粗大な毛細管空隙が取り残されることを同時に表現している。さらに，当初

平均化して取り扱っていた水和生成物を，水酸化カルシウムとその他の C-S-H ゲルに分類し，それぞ

れに対する保有空隙率を個別に設定するようモデルを拡張した 41)。このように，半井らにより高度化

された空隙構造形成モデルについては，5.2.2 に詳述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-14 水和の進行に伴う空隙構造形成モデルの概要 

 

 

（1） 水和物の体積および空隙率 

生成される層間空隙およびゲル空隙を含む水和物の体積[m3/m3]は，水和発熱モデルで計算される鉱

物ごとの水和度の平均値と水和した単位粉体量あたりの化学的結合水量から，次式により計算される。 

 

ௌܸ ൌ
1

1 െ ∅௖௛
൬
ߙ ௉ܹ

௉ߩ
൅ ௖ܹ௛௘௠

௨ߩ
൰ 式 1.12 

 

ここで，φch：水和物保有空隙率，α：平均水和度，WP：単位セメントペースト体積あたりの粉体質

量[kg/m3]，ρP：粉体密度[kg/m3]，Wchem：単位セメントペースト体積あたりの結合水質量[kg/m3]，ρu：

結合水の密度（=1.25×103[kg/m3]）である。  

内部生成物 

未水和粒子 

dr

r

ro

max

m

dr

r

ro

max

m

外部生成物 

平均半径 

粒子平均間隔 

自由空間 

水和前の 

粉体粒子表面 

1 2 3 4 

1：未水和部分 2：内部生成物 

3：CSH ゲル粒子 4：自由空間 
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また，層間空隙の空隙率φlr [m3/m3]およびゲル空隙の空隙率φgl [m3/m3]は，次式で計算される。 

 

∅௟௥ ൌ
௪ݐ ௟ܵ_஼ௌுߩௌ

2
Vୗ,	 	 	 ∅௚௟ ൌ ∅௖௛ ௌܸ െ ∅௟௥ 式 1.13 

 

ここで，tw：層間空隙の厚さ（=2.8Å），sl_CSH：C-S-H ゲルの層間空隙の固有表面積[m2/kg]，ρs：ゲ

ル粒子の乾燥密度[kg/m3]である。また，S1_CSHは，次式によって与えられる。 

 

௟ܵ_஼ௌு ൌ 660 ௣݂௖ ൅ 660 ௦݂௚ ൅ 660 ௙݂௔ 式 1.14 

 

ここで，fpc，fsg，ffa は，それぞれポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末，フライアッシュの粉体

中の質量比である。高炉スラグ微粉末を用いた場合，層間空隙の空隙率が小さくなることで，ゲル空隙

の緻密化が表現される。なお，フライアッシュを用いた場合の，C-S-H ゲルの層間空隙の固有表面積

sl_CSHへの影響については，第 5 章においてその妥当性を検証する。 

また，ペースト部分の体積バランスから，毛細管空隙の空隙率φcp [m3/m3]は次式により計算される。 

 

∅௖௣ ൌ 1 െ ௌܸ െ ሺ1 െ ሻߙ ௉ܹ

௉ߩ
 式 1.15 

 

 

（2） 毛細管およびゲル空隙の表面積 

空隙内に存在する物質相平衡および移動現象を数量化するためには，空隙率のほかに空隙径分布や

空隙構造の表面積が必要となる。 

未水和粒子の中心から距離 r に位置する外部生成物中の領域 dr（図 1-14）における毛細管空隙の表

面積 dScは，式 1.16 により表現される。単位体積あたりの毛細管空隙の表面積 Scは，これを全ての水

和生成殻の厚さに対して積分することにより得られる。 

 

݀ܵ௖ ൌ
݀ܵ௖
݀ ௚ܸ

݀ ௚ܸ ൌ
ଶݎߨ4

௟ߞ
ሺ
1 െ ∅௥
1 െ ∅௜௡

ሻ݀ݎ 式 1.16 

ここで，φr：粒子中心からの距離 r における空隙率，ζl：水和物の体積と表面積の比[nm3/nm2]であ

り，水和物の寸法に依存するパラメータである。ここでは次に示す経験式で与えられる。 

 

௟ߞ ൌ 30 ௣݂௖ ൅ 10 ௦݂௚ሺ1 െ ௦௚ሻߙ0.9 ൅ 12 ௙݂௔ 式 1.17 

 

ここで，αsgは高炉スラグ微粉末の反応率である。高炉スラグ微粉末に関しては，反応率の増加とと

もにζl が低下し，ゲル空隙が緻密化する係数が暫定的に導入されている。 

なお，水和物の平均寸法は温度等に依存することが報告されており，半井らの提案した温度依存性

を考慮した空隙構造形成モデル 51)では，温度上昇に応じてζが低下する式を採用している。詳しくは

5.2.2 に示す。また，ゲル空隙の表面積は，すでに求められているゲル生成物の質量にゲル固有の比表

面積を乗じることにより，次式により求められる。 
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௚ܵ ൌ ௚ܹݏ௚ 式 1.18 

 

ここで，Sg：単位セメントペースト体積あたりのゲル空隙の表面積[m2/m3]，Ws：ゲル粒子の質量[kg/m3]，

sg：ゲル粒子の固有比表面積（=3.0×104[m2/kg]） 

 

 

（3） 細孔分布密度関数 

解析モデルにおいては，内部生成物および外部生成物を同時に扱った全体系での空隙構造を，以下

の細孔分布密度関数で表現する。 

 

∅ሺݎሻ ൌ ∅௖௣ ௖ܸ௣ሺݎሻ ൅ ∅௚௟ ௚ܸ௟ሺݎሻ൅∅௟௥ 式 1.19 

 

ここで，Vcp(r)，Vgl(r)は毛細管空隙およびゲル空隙に対して空隙径分布を規定する関数であり，それ

ぞれの空隙 i に対して，以下の Raleigh-Ritz 分布が適用できることが下村らによって示されている52)。 

 

௜ܸሺݎሻ ൌ 1 െ exp	ሺെܤ௜ݎሻ 式 1.20 

݀ ௜ܸሺݎሻ ൌ ௜rܤ ∙ exp	ሺെܤ௜ݎሻ݈݀݊ݎ 式 1.21 

 

ここで，Bi：関数形状を決定するパラメータ[1/m]であり，1/Bi が空隙ピーク径を表す。毛細管空隙あ

るいはゲル空隙の形状を円筒状と仮定することによって求められる表面積 Si の値から，パラメータ Bi

は次式によって求めることができる。 

 

௜ܵ ൌ 2∅௜ න ݎሻ݈݀݊ݎ௜ܤሺെ	௜expܤ
ஶ

௥೘೔೙

 式 1.22 

 

ここで，rmin：考慮する最小空隙半径である。式 1.22 は，繰り返し計算を伴う陰解法により解くこと

ができるが，計算過程が煩雑となる。そこで，多くの数値解析結果より求めた以下に示す B と S/Φの

関係を実際の数値計算に使用している。 

 

௜ܤ ൌ ݌ݔ݁ ൥ቊ
log	ሺ ௜ܵ ∅௜ሻ⁄ ൅ 3.72633

4.59715
ቋ
ଵ.଻଻଺ହହ

൩ 式 1.23 
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 水分平衡・移動モデルの概要 

コンクリートの空隙内の含水状態を予測するモデルは，熱力学理論に基づき，下村，前川，Chaube，

石田らによって，空隙構造形成モデルとともに開発が行われた 52),49),53),54) ,55)。本手法では，水分移動現

象は液相（液状水）および気相（水蒸気）それぞれについて取り扱っている。また，空隙内に存在する

水分を，吸着水，凝縮水，層間水に分類している。 

ゲル空隙および毛細管空隙中に存在する水分は，熱力学理論により凝縮液状水ならびに吸着水とし

て算定され，凝縮液状水に対しては空隙幾何構造に由来するインクボトル効果を考慮することで乾湿

の履歴現象が予測される。一方，層間空隙中に存在する層間水は，相対湿度に応じて含水状態を規定す

る水分等温線に基づき算定される 39),55) 

なお，当初の水分平衡・移動モデルは，主として 20℃常温下で行われた実験に対し検証されたもの

であった。これに対し，石田らは，種々の温度環境，湿度環境において水分移動保持に関する実験を行

い，任意の温度環境に対して適用できるよう温度依存性を考慮して水分平衡・移動モデルの高度化を

行った56),57),58)。温度依存性を考慮した水分平衡・移動モデルについては，5.2.1 に詳述する。 

 

（1） 水分平衡モデル 

セメントペースト中のゲル空隙および毛細管空隙のような径の小さな空隙内の局所的な平衡面では，

気液平衡界面は曲面形状をとる。このような微細組織に存在する液状水は，細孔内に形成される表面

張力により，常に負圧 Pl[Pa]を受ける状態にある。この圧力と液状水の表面張力γは，空隙を円筒形と

仮定すると，以下の関係式から求められる。 

௟ܲ ൌ െ
ߛ2
ݎ

 式 1.24 

ここで，r：空隙半径[m]，γ：液状水の表面張力[N/m]である。 

一方，メニスカスの形成により，空隙内に存在する水蒸気分圧[Pa]は，大気中のものと比較して降下

する。気液の相平衡状態では，気相・液相の Gibbs の自由エネルギーが等しくなることから，以下の関

係式が得られる。 

 

ܴ݈ܶ݊ ௏ܲ

௏ܲ଴
ൌ ௟ܸ ∙ P୪ ൌ

ௐܯ

௟ߩ
∙ P୪ 式 1.25 

 

ここで，R：気体定数[J/mol.K]，Pv：水蒸気の分圧[Pa]，PV0：飽和水蒸気圧[Pa]，Vl：液状水のモル体

積[m3/mol]であり，PV/PV0は相対湿度に相当する。また，Mw：水の分子量[kg/mol]，ρl：液状水密度[kg/m3]

である。式 1.24 および式 1.25 の両式より，以下の関係式（Kelvin 式）が得られる。 

 

݈݊ ௏ܲ

௏ܲ଴
ൌ െ

ௐܯߛ2

௟ߩܴܶ
∙
1
ୱݎ

 式 1.26 

 

式 1.26 より，ある相対湿度下で液状水が存在する最大空隙半径 rs が一意に決定され，半径 rs より小

さい空隙は全て液状水で満たされていることになる。このとき，空隙の飽和度は半径 rs 以下の空隙体

積の総和になることから，次式で求められる。 
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௜ܵ ൌ න ݒ݀ ൌ 1 െ exp	ሺെܤ௜ݎ௦ሻ
௥ೞ

଴
 式 1.27 

 

空隙中の液状水は，式 1.25（Kelvin 式）で決定される凝縮水だけでなく，空隙壁面表面に物理吸着

する水分も含まれる。水蒸気分子の壁面への吸着現象を表現する B.E.T.理論は Hillerborg により修正さ

れ，次式により空隙中の吸着層厚さ ta[m]を表現することができる59)。 

 

௔ݐ ൌ
0.525ൈ10ି଼݄

ሺ1 െ ݄ ݄௠ሻ⁄ ሺ1 െ ݄ ݄௠ ൅ 15݄ሻ⁄
 式 1.28 

 

ここで，h：相対湿度，hm：空隙を液状水で完全に満たすのに必要な相対湿度である。相対湿度 hmは，

毛管の場合，式 1.26 より以下のように求めることができる。 

 

݄௠ ൌ ݌ݔ݁ ൬െ
ௐܯߛ2

௟ߩܴܶ
∙
1
୪ݎ
൰ 式 1.29 

 

ここで，r1：空隙半径から吸着水層の厚さを差し引いたものである。つまり，相対湿度の増加ととも

に，吸着水層の厚さは増加することになる。以上より，円筒形と仮定した空隙（半径 r）の飽和度 Sr は，

次式で表すことができる。 

ܵ௥ ൌ 1 െ ൬
ݎ െ ௔ݐ
ݎ

൰
ଶ

 式 1.30 

 

したがって，空隙全体の飽和度は，式 1.27 で求めた凝縮水による飽和度 Scに，吸着水の寄与による

飽和度 Sads を加えた次式で求めることができる。 

 

ܵ ൌ න ܸ݀ ൅න ܵ௥ܸ݀
ஶ

௥೎

ൌ ܵ௖ ൅ ܵ௔ௗ௦
௥೎

଴
 式 1.31 

 

ここで，rc：吸着水層厚さで補正した気液界面の存在する空隙半径であり，rc は式 1.26 より求まる

rs よりも大きな値をとる。以上より，rc以下の空隙は全て完全な飽和状態となり，rc以上の空隙は部分

的あるいは完全に液状水で占められることになる。このように Kelvin 式および B.E.T.吸着理論に基づ

く限り，相対湿度と飽和度を示す水分等温線は，乾燥・湿潤の経路に依らず一意に決定される。 

一方，一般的な多孔質材料においては，乾湿の経路によって保持する含水量が異なる履歴現象が知

られており，乾燥過程における多孔質の含水量は，常に湿潤過程の含水量を上回る。湿潤過程では，液

状水は徐々に小さな空隙から凝縮する。これに対し，乾燥過程では，大きな空隙に存在する水分から蒸

発するが，初期の乾燥過程では，インクボトル形態の空隙に閉じ込められた水分は，ボトルネックとな

っているより小さな空隙内の水分が逸散しなければ蒸発できないのである。このような履歴現象に対

して本モデルでは，乱雑な連結形態をとる毛細管空隙およびゲル空隙におけるインクボトルに立脚し

た履歴モデルと，層間空隙における実験結果を基にした履歴モデルを採用している 56)。インクボトル

効果を考慮した単調乾燥過程での飽和度 Stotalは，次式で表される。 
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ܵ௧௢௧௔௟ ൌ ܵ௖ ൅ ܵ௔ௗ௦ ൅ ݇ ∙ ௜ܵ௡௞ ൌ ܵ௖ሾ1 െ ݇ ∙ lnሺܵ௖ሻሿ ൅ ܵ௔ௗ௦ 式 1.32 

 

ここで，Stotal：乾燥過程における飽和度，Sc：Kelvin 式により記述される湿潤過程における飽和度，

Sads：吸着水の寄与による飽和度， Sink：インクボトル効果によって閉じ込められた水分に起因する付

加的な飽和度，k：インクボトル水の逸散を表現するパラメータである。パラメータ k は乾燥直後には

1.0 の値を取り，乾燥の進展とともに減少し，最終的には湿潤曲線に到達して零値を取る。インクボト

ル効果によって閉じ込められた水分は，取り巻く温度・相対湿度に応じた速度で徐々に周辺の連結細

孔空隙に逸散するとの解釈に基づき，k は時間，温度，相対湿度の関数として定義されている。以上の

インクボトルに立脚した履歴モデルを，ゲル空隙および毛細管空隙に存在する液状水に適用する。 

また，層間水の履歴挙動についても，種々の温度・湿度環境において実施した実験結果に基づき，温

度依存性を考慮したモデルが導入されている。 

なお，凝縮液状水および層間水の温度依存性を考慮した水分平衡モデルの詳細については，5.2.1 に

記載する。 

 

 

（2） 水分移動モデル 

石田らは，水分流速を温度に対して一般化するため，間隙水圧勾配と温度勾配の両者をポテンシャ

ルとする流れを表現した 56)。水蒸気と液状水の両者を含めた水分流速 J[kg/m2.s]は，一般に以下のよう

に記述される。 

 

ܬ ൌ െሺܦ௣׏ ௟ܲ ൅  ሻ 式 1.33ܶ׏்ܦ

 

ここで，Dp：間隙水圧勾配を駆動力とする水分移動係数[kg/Pa.m.s]，DT：温度勾配を駆動力とする水

分移動係数[kg/Pa.m.s]である。 

水蒸気流れは Fick の拡散則に支配されるが，コンクリート中では，空隙構造の複雑な屈曲や連結性，

飽和度の上昇による水蒸気移動経路の減少，Knudsen 拡散等により，見掛け上の水蒸気拡散は減少する

42)。さらに，温度によって飽和蒸気圧が相違し，場所毎に水蒸気密度が異なることを考慮して，水蒸気

流束を次式で表現している 56)。 

 

௩ݍ ൌ െ
଴ሺܶሻܦ∅
Ω

න
ܸ݀

1 ൅ ௞ܰ
௩ߩ׏ ൌ െܦ௩ߩ׏௩

ஶ

௥೎

 式 1.34 

N୩ ൌ െ
݈௠

2ሺݎ െ ௔ሻݐ
 式 1.35 

 

ここで，φ：空隙率，D0：自由空間における水蒸気拡散係数[m2/s]，Ω：空隙の屈曲を表すパラメー

タ（=(π/2)2），rc：気液界面の存在する空隙半径[m]，Nk：Knudsen 数，lm：気体分子の平均自由行程[m]，

V：正規化された空隙体積[m3]，ta：空隙中の吸着層厚[m]，Dv：コンクリートの水蒸気拡散係数[m2/s]，

ρv：系内に存在する絶対水蒸気密度[kg/m3]である。このとき，自由空間における水蒸気拡散係数 D0 は，

温度依存性を有するため，次式で表現している。 
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଴ሺܦ ଵܶሻ
଴ሺܦ ଶܶሻ

ൌ ൬ ଵܶ

ଶܶ
൰

ଷ
ଶ
ሺ
Ω஽,்ଶ
Ω஽,்ଵ

ሻ 式 1.36 

 

ここで，ΩD：T1，T2 それぞれの温度における衝突積分であり，ボルツマン定数（=1.38×10-23[J/K]），

ならびに温度等によって表現される関数となる。 

 

一方，液状水の移動については，毛細管空隙およびゲル空隙が全て円筒形状を持つと仮定する。さら

に，空隙壁面に沿って生じる吸着液状水の移動は無視できるとし，空隙中の液状水移動は凝縮水の存

在する空隙のみで発生すると仮定する。このとき，連続した空隙中の液状水流速 ql は，乱雑な空隙分

布モデルを用いた空隙構造に関して液状水流速を積分することにより，次式で求めることができる。 

 

௟ݍ ൌ െ
௜∅ଶߩ

50η
ቆන ܸ݀ݎ

௥೎

଴
ቇ
ଶ

׏ ௟ܲ ൌ െܭ௟ ∙ ׏ ௟ܲ 式 1.37 

 

ここで，φ：全空隙率（層間空隙は除く），Kl：液状水移動係数[kg/Pa.m.s]，η：非理想条件下におけ

る液状水の粘性であり，次式において空隙径の小さい毛細管空隙およびゲル空隙中での粘性の増加を

考慮している。 

 

ߟ ൌ ଴ߟ ∙ exp	ሺ
௘ܩ
ܴܶ

ሻ 式 1.38 

 

ここで，η0：理想条件下における液状水の粘性，Ge：非理想条件下において液状水流れに要する付

加的 Gibbs エネルギーである。 

以上より，水分の全流束は，次式で表現することができる。 

 

ܬ ൌ െሺܦ௩ߩ׏௩ ൅ ׏௟ܭ ௟ܲ ൅  Tሻ׏்ܭ

ൌ െ൜ܦ௩ ൬
௩ߩ߲
߲ ௟ܲ

׏ ௟ܲ ൅
௩ߩ߲
߲ܶ

൰ܶ׏ ൅ ׏௟ܭ ௟ܲ ൅  Tൠ׏்ܭ

ൌ െ൬ܦ௩
௩ߩ߲
߲ ௟ܲ

൅ K୪൰ ׏ ௟ܲ െ ൬ܦ௩
௩ߩ߲
߲ܶ

൅ K୘൰  T׏

ൌ െ൫ܦ௣׏ ௟ܲ ൅  T൯׏்ܦ

式 1.39 

 

なお，式 1.39 中の KT∇T で表現される項は温度拡散項であり，KT は水分の温度拡散移動係数

[kg/K.m.s]である。しかし，セメント硬化体中においてはその影響度が不明であること，また，間隙水

圧ならびに水蒸気勾配による流速成分と比較して，その影響が小さい場合が多いことから，第一次近

似として，温度拡散効果を無視することとしている。 
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1.5. 本研究の特色 

本研究の最終目的は，中深度処分施設のセメント系人工バリアへの適用を想定し，常温で緻密な空

隙構造を有し，高温環境下でさらに緻密化を実現する手法を開発することにある。また，評価対象期間

が長期に及ぶことから，セメント硬化体の材料特性変化を時系列で追跡可能な熱力学連成解析システ

ムについて高温環境下における精度検証を行い，巨視的な実験事実との乖離点を考慮した物理化学モ

デルへとモデルの高度化を図ることにより，精度向上を達成することを目的とする。本研究は，前者に

寄与する高温環境下での長期曝露試験を軸とする実験的アプローチと，後者に寄与する数値解析的ア

プローチが研究の両輪をなす。稀有な条件で長期実験を行い新たな知見を確認しながら，従来の解析

モデルを基軸として解析モデルの高度化と拡張を図った点が，本研究の特色である。 

実験的アプローチからは，特に高温環境下では，フライアッシュの存在が水和反応過程のみならず，

空隙構造形成や水分保持能力，拡散抵抗性に大きな影響を与えることが明確となった。この事実に基

づき，解析的アプローチでは，フライアッシュの置換率や反応温度依存性がセメント硬化体の特性変

化に及ぼす影響に着目し，各種セメントクリンカーの水和率，フライアッシュ反応率，ポルトランダイ

ト含有量，質量変化率や圧縮強度等を主な指標として，既往モデルの再検証ならびにモデルの高度化

を行った。対象としたモデルの高度化は，熱力学連成解析システムの 3 つの基本モデルである，複合

水和発熱モデル，空隙構造形成モデル，水分平衡・移動モデルである。これら基本モデルの精度向上に

より，そこから導出される種々の熱力学状態量が変化し，収縮，クリープに代表されるマクロな構造応

答の予測精度が向上した。本研究の出発点は中深度処分施設を対象とした検討であるが，既往モデル

の細部検証と高度化を重ねたことにより，種々の環境や応力下に置かれた任意材料・配合を用いた様々

なセメント硬化体の長期挙動予測の精度向上に寄与したことも，本研究の特色である。 

 

1.6. 本論文の構成 

本論文を構成する章の内容と位置づけを図 1-15 に示す。 

第 1 章は本章であり，本研究の背景や目的を示すとともに，50～100℃程度の高温環境下でのセメン

ト硬化体の特性変化に着目した既往の研究ならびに熱力学連成解析システムについて概説した。 

第 2 章では，中深度処分施設への適用を想定し，長期材齢経過後に継続的に高温作用を受ける環境

下において，バリア性能の維持，向上を実現するために必要な硬化体の緻密化メカニズムについて追

究することを目的として，基礎的な実験検討を行う。種々のモルタル配合，環境条件を対象に長期曝露

試験を行い，緻密化メカニズムがどのような条件で発現する可能性があるかを明らかにする。 

第 3 章では，前章および既往の知見より推察した，高温環境下で上記緻密化メカニズムが有効に機

能するために必要な条件について検証するため，フライアッシュの混合の有無に着目した比較実験を

行い，その妥当性を検討する。 

第 4 章では，高温環境下における低水結合材比フライアッシュ混合モルタルの諸特性の変化を高精

度に予測可能なモデルの構築を目指し，まずは既往の複合水和発熱モデルを用いて，各種セメントク

リンカーの水和率やフライアッシュ反応率を精度よく予測できるかどうか検証する。さらに乖離要因

を追究し，各種係数や関数の見直し，およびフライアッシュ反応モデルの高度化を行う。 

第 5 章では，前章で高度化した複合水和発熱モデルと，既往の空隙構造形成モデルおよび水分平衡・

移動モデルを連成させた解析を実施し，既往の研究や第 3 章の実験で得られた圧縮強度，質量変化率

等に対する解析精度を検証する。その上で，既往の温度依存性モデルの課題点を明らかにし，特に低水
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結合材比配合で過剰に継続する水和反応についてそれを改善する新たな関数を提案する。また，フラ

イアッシュ混合セメントの強度発現モデルを提案し，その妥当性について検証する。 

第 6 章では，前章までに高度化した複合水和発熱モデル，空隙構造形成モデル，水分平衡・移動モデ

ルを実装した熱力学連成解析システムと既往の複合構成モデル（COM3）を連成させた解析を行う。本

研究の成果として，種々の環境や応力下に置かれる様々なセメント硬化体に対して，熱力学連成解析

システムの精度向上により，それと密接に関連する収縮，クリープ等のマクロ挙動の予測精度が向上

するかどうか検証する。 

最後に，第 7 章では，本研究で得られた成果をまとめる。 

 

 

 

 

図 1-15 本論文の構成と位置づけ 

 

  

・W/Bの異なるモルタル配合
・⼈⼯軽量細⾻材の混合有無
・⽯灰⽯微粉末の混合有無

⾼温環境下における空隙構造緻密化
メカニズムの発現可能性に関する
基礎検討

第2章

第3章
⾼温環境下においてフライアッシュの
混合が空隙構造形成過程および⽔分
保持性能に及ぼす影響検討

・低W/Bモルタル配合
・フライアッシュの混合有無

種々の環境条件で特性変化を測定

種々の環境条件で特性変化を測定

フライアッシュ混合セメントに関する複合⽔和
発熱モデルの⾼度化

第4章

・クリンカー⽔和率，FA反応率等との⽐較に基づく
基準発熱速度，反応互依存性等の⾒直し

・FA反応⾼度化モデルの提案と検証

第5章
温度依存性モデルの最適化およびフライアッシュ
混合セメントの強度発現モデル
・空隙構造形成モデル，⽔分平衡・移動モデルにおける
温度依存性モデルの⾒直しと新たな関数の導⼊

・FA混合セメントの強度発現モデルの提案と検証

第6章
複合構成モデルとの連成による収縮・クリープ
挙動予測の検証

第7章 結論

実験的アプローチ 解析的アプローチ

・DuCOM‐COM3連成による収縮・クリープ解析を実施
・DuCOMの⾼度化によるマクロ応答への影響を確認
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2. 高温環境下における空隙構造緻密化メカニズムの発現可能性に関する基礎検討 

2.1. はじめに 

セメント硬化体の特性は，使用材料，配合，部材形状等の内的要因および施工方法，環境条件，養生

条件等の外的要因による影響を強く受ける。これらの要因が，初期欠陥や材齢初期の細孔構造形成過

程に影響し，耐久性を左右することは広く知られている1）。 

低レベル放射性廃棄物のうち放射能濃度が比較的高いものを埋設する中深度処分施設では，空洞内

のコンクリートピットに廃棄体を収容するが，廃棄体は放射性核種の物理的崩壊により発熱した状態

にある（図 2-1）。廃棄体埋設後の空洞内温度は，廃棄体の初期発熱量，埋設までの冷却期間，換気量

等にもよるが，以後，数十年にわたり 60℃程度の温度に達するとの試算結果もある2)。セメント系人工

バリアへの高温作用開始時期は，廃棄体の定置・埋設完了後となるため，施工後，年単位の材齢経過後

と想定される。一方，前述したように，常温環境下で長期材齢を経過し緻密な空隙構造を形成したペー

スト硬化体が，その後，長期間の 60～80℃程度の高温高湿曝露により多孔化し3)，地下水移行シナリオ

に基づく安全評価4)において重要核種の１つとされる酢酸イオンの拡散抵抗性が低下する，との既往の

研究事例5)がある。これに対し，同施設ではセメント系材料に放射性核種の移行抑制機能を期待してい

る6 )ことから，継続的に高温作用を受ける環境下において，いかにバリア性能の維持，向上を図るか，

その技術開発が喫緊の課題となっている。 

一方，使用材料，配合等に代表される内的要因に着目すると，これらは強度，耐久性，使用性等の要

求性能に基づき設計時に考慮される項目であるが，例えば，高強度コンクリート配合では，標準養生が

潜在的な強度を発現させる養生方法になり得ないなど7），当該配合が有する反応潜在性を十分に発現し

ているとは言い難い状況がある。特に高強度配合のような低水結合材比配合の場合，水和に必要な水

分が不足するため，種々の内部養生方法により反応潜在性を引き出す研究8),9),10),11)や，低発熱系セメン

トや混和材等の反応率を向上させる目的でその温度依存性を有効活用する研究12 )などが行われている。 

本章では，中深度処分施設への適用を想定し，長期材齢経過後に継続的に高温作用を受ける環境下

において，バリア性能の維持，向上を実現するために必要な硬化体の緻密化メカニズムについて追究

することを目的として，基礎的な実験検討を行った。具体的には，同施設に適用が想定される配合をベ

ースに，フライアッシュを含む低水結合材比配合が有する材料の反応潜在性に着目し，内部養生によ

る内的要因および高温負荷による外的要因を有効に組み合わせることによって，常温時に残存する未

反応粒子の反応潜在性を高温環境下で発現させる水和メカニズムについて検討を行った。常温で緻密

な空隙構造を有し，高温環境下でさらに緻密化を実現する手法の開発を目指して，後述する種々の実

験結果を体系的に考察し，一連の緻密化メカニズム発現の可能性と課題点を明らかにする。 

 

 

図 2-1 中深度処分施設の構成概念図 6) 
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2.2. 実験概要 

 配合種類 

中深度処分施設の低拡散層への適用が想定される配合案を参考までに表 2-1 に示す13)。水結合材比

（W/B）は 45%，フライアッシュ置換率（以下「FA」という）は 30%である。また，材料分離抵抗性

の向上やアルカリ骨材反応やタマサイト劣化の防止を目的として，石灰石微粉末および石灰砕砂（以

下「LP」および「LS」という）を使用する計画14)となっている。 

一方，本実験で設定した配合を表 2-2 に示す。使用したセメントの化学組成を表 2-3 に，化学組成

をもとに Bogue 式を用いて算出したセメントの鉱物組成を表 2-4 に，使用材料の物性を表 2-5 に，そ

れぞれ示す。なお，シリーズ 3 以外では，石灰石微粉末および石灰砕砂を使用せず，細骨材に陸砂を用

いた。これは，石灰系の材料を使用した場合，微粒分によるセメントクリンカーの水和反応の促進15)や

AFm 相の生成16),17)に伴う空隙構造形成に及ぼす影響が懸念されることから，内部養生に起因する水和

促進効果を分離評価することが難しいと考えたためである。また，膨張材についても，空隙構造形成に

及ぼす影響が大きいことから，本実験では使用しないこととした。 

シリーズ 1，2 の設定は，人工軽量細骨材（以下「ALS」という）の混合による内部養生効果の有無

が，後発的な組織の緻密化の違いに現れることを期待して，自己乾燥が進む W/B=30%の低水セメント

比配合とした。シリーズ 2 では，シリーズ 1 に対し，細骨材容積の 20%を膨張性頁岩を原料とする非

造粒型の市販の ALS で置換した。ALS は，数日間水中浸漬し，飽水させた状態で練り混ぜに用いた。

なお，使用した ALS はアルカリ骨材反応や有害化学反応を生じないことが確認されたものである。 

一方，シリーズ 3，4 の設定は，表 2-1 と同等の模擬配合を想定している。W/B=45%でも，常温時に

残存する未反応粒子の反応潜在性を高温環境下で発現できるかを検証する目的で実施する。また，両

配合を比較することにより，石灰石微粉末および石灰砕砂の使用が，モルタルの強度特性や硬化体の

組織形成に及ぼす影響を確認する。 

 

表 2-1 中深度処分施設の低拡散層への適用が想定されるモルタル配合案（参考）13) 

 

配合種別 
W/B 
(%) 

FA/B 
(%) 

ｽﾗﾝﾌﾟ 
ﾌﾛｰ 

(mm) 

空気量 
(%) 

使用材料および単位量（kg/m3） 

水 
W 

粉体 P 細骨材 S 

結合材 B 石灰石 
微粉末 

LP 

石灰砕砂 
LS 低熱ｾﾒﾝﾄ 

LPC 
ﾌﾗｲｱｯｼｭ 

FA 
膨張材 

LEX 

D-LP45 45 30 650±50 2.5±1.5 230 338 153 20 230 1,279 

 

表 2-2 作製したモルタル供試体の配合およびフレッシュ性状 

 

配合種別 
W/B 
(%) 

FA/B 
(%) 

ｽﾗﾝﾌﾟ 
ﾌﾛｰ 

(mm) 

空気量 
(%) 

使用材料および単位量（kg/m3） 

水 
W 

粉体 P 細骨材 S 

結合材 B 石粉 
LP 

石灰砕砂 
LS 

陸砂 
S1 

人工軽量細骨材 
ALS LPC FA 

シリーズ 1 30 

30 650±50 2.5±1.5 

182 425 182 0 0 1,518 0 

シリーズ 2 30 182 425 182 0 0 1,214 212 

シリーズ 3 45 230 358 153 230 1,287 0 0 

シリーズ 4 45 230 358 153 0 0 1,480 0 
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表 2-3 低熱ポルトランドセメントの化学組成 

 

Ig.loss 
(%) 

SiO2 
(%) 

Al2O3 
(%) 

Fe2O3 
(%) 

CaO 
(%) 

MgO 
(%) 

SO3 
(%) 

Na2O 
(%) 

K2O 
(%) 

Na2Oeq 
(%) 

Cl- 
(ppm) 

Total 
(%) 

0.74 26.63 2.63 2.96 63.0 0.63 2.33 0.20 0.29 0.39 30 99.4 

 

 

表 2-4 低熱ポルトランドセメントの鉱物組成 

 

C3S 
(%) 

C2S 
(%) 

C3A 
(%) 

C4AF 
(%) 

CaSO4 
(%) 

25.5 57.2 2.0 9.0 4.0 

 

 

表 2-5 使用材料の物性 

 

材料 
記

号 
概要 

ｾﾒﾝﾄ LPC 
低熱ポルトランドセメント 
密度=3.22g/cm3，比表面積=3,510cm2/g 

ﾌﾗｲｱｯｼｭ FA Ⅱ種：密度=2.29g/cm3，比表面積=3,920cm2/g 
石灰石 
微粉末 

LP 密度=2.70g/cm3，比表面積=5,180cm2/g 

細骨材 
LS 

石灰砕砂：表乾密度=2.67g/cm3，絶乾密度

=2.64g/cm3，FM=2.54，吸水率：1.17% 

S1 
陸砂：表乾密度 =2.61g/cm3 ，絶乾密度

=2.55g/cm3，FM=2.55，吸水率：2.30% 
人工軽量 
細骨材 

ALS 
表乾密度=1.82g/cm3，絶乾密度=1.58g/cm3， 
FM=2.58，吸水率=14.9%， 

混和剤 
SP 

高性能 AE 減水剤（標準形），カルボキシル

基含有ポリエーテル系化合物 

As 
空気量調整剤，ポリアルキレングリコール

誘導体 

 

 

 

細骨材の粒度分布の比較を図 2-2に示す。ALSは陸砂に比べ 0.15mm以下の微粒分が多く 0.3～1.2mm

の細粒分は少ないが，陸砂に対し容積比 20%で混合した粒度分布は陸砂 100%のものとほぼ同様であ

る。石灰砕砂は，陸砂に比べ細粒分が少なく粗粒分が多い。 

各配合の練り混ぜには，容量 50L の強制二軸ミキサを使用し，練り上がり 5 分後のスランプフロー

が 650±50mm，空気量が 2.5±1.5%となるよう混和剤添加量を決定した。供試体はφ5×H10cm の円柱

供試体を主とし，24 時間で脱型後，材齢 7 日まで 20℃湿布養生し，その後材齢 91 日まで 20℃封緘養

生を継続した。 
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図 2-2 細骨材の粒度分布の比較 

 

 

 

 環境条件および試験項目 

各環境条件，試験項目ならびに試験実施材齢を表 2-6 に示す。環境条件の設定にあたっては，中深

度処分施設のセメント系人工バリアへの作用が想定される温度や時期を考慮した。 

シリーズ 1，2 では，材齢 91 日以降も 20℃封緘養生を継続するケース A，既往の研究事例 3)との比

較を目的に材齢 91 日より 60℃90%RH に曝露するケース C，ケース C よりさらに水和が進展した長期

材齢からの後発的水和の発現性確認を目的としたケース 2B，2C（材齢 273 日より 60℃封緘もしくは

60℃90%RH に曝露）を設定した。高温封緘ケース 2B では，外部環境との水分移動がなく，2C と比較

して高温負荷や ALS に起因する内在水分の移動・再分配による挙動のみを考察をすることができる。 

一方，シリーズ 3，4 では，割裂引張強度試験を試験項目に加えた。これは，骨材に石灰石を使用し

た場合，高温負荷時に骨材とペーストマトリックスの線膨張係数の差に起因して生じる微視的温度応

力により引張強度が低下するとの研究事例18 )があることから，本実験においてもその影響を確認する

ためである。なお，環境条件は，ケース A およびケース C の 2 種類とした。 

また，シリーズ 1~3 については，表 2-6 に示す試験項目に加え，20℃封緘養生を継続した供試体（養

生ケース A），および材齢 91 日より 60℃90%RH に曝露した供試体（養生ケース C）を用いて，材齢 182

日より後述する各種試験法に基づき塩化物イオンの拡散特性を測定した。 
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表 2-6 環境条件，試験項目ならびに試験実施材齢 

 

 
 

 

2.3. 実験方法 

 圧縮強度試験 

JSCE G 505 に準拠して試験を行った。供試体の大きさはφ5cm×H10cm，結果は 3 本の平均値であ

る。なお，60℃曝露を伴うケースについては，事前検討により保温材を二重巻きにした状態で供試体中

心温度が室温まで低下する時間を確認し，同様の方法で同時間を掛けて徐冷した後，供試体表面を研

磨し，圧縮強度試験を行った。 

 

 質量変化測定 

配合および環境条件の違いが 20℃封緘養生後の水分逸散性状に及ぼす影響を確認するため，各条件

に曝露後の所定材齢において質量変化を測定した。供試体の大きさは 4×4×16cm，結果は 3 本の平均

値である。 

 

 割裂引張強度 

JIS A 1113 を参考に試験を行った。供試体の大きさはφ5cm×H10cm，結果は 3 本の平均値である。

なお，60℃曝露を伴うケースについては，圧縮強度試験の供試体と同様に，室温まで徐冷した後，割裂

引張強度試験を行った。 

 

 空隙径分布測定 

配合および環境条件の違いが空隙構造に及ぼす影響を確認するため，水銀圧入式ポロシメータによ

る分析を実施した。各材齢での測定用に 2 本ずつ作製した円柱供試体中央部から，タガネで約 5mm の

小片を個別に採取し，48 時間アセトン浸漬後，2 週間以上 D 乾燥して分析に用いた。結果は，個別に

採取した 2 試料の平均値である。 

最大加圧は円筒形空隙仮定で 3nm に相当する約 400MPa までとし，最大圧まで加圧後一旦 0.25MPa

まで除圧し，再度同過程を繰り返した。空隙構造の評価にあたっては，吉田らの研究19)を参考に，初期

加圧過程で得た分布を全空隙径分布，除圧後の再加圧過程で得た分布を連続空隙径分布として区別し

て評価した。 

7d 91d 119d 182d 273d 301d 364d

A
(Sealed at 20℃ throughout）

C C,M,TG,X C,M,TG C,M,TG,X C,M,TG C,TG C,M,TG,X D（at given ages）

C
(exposed to 60℃, 90%RH after 91days)

C,M,TG C,M,TG,X --- --- C,M,TG,X

2B
(exposed to 60℃ under sealing after 273days)

C,M,TG C,M,TG,X

2C
(exposed to 60℃, 90%RH after 273days)

C,M,TG C,M,TG,X D（at given ages）

A
(Sealed at 20℃ throughout）

C,S C,S,M,TG C,S,M,TG --- --- --- C,S,M,TG D（at given ages）

C
(exposed to 60℃, 90%RH after 91days)

C,S,M,TG --- --- --- C,S,M,TG D（at given ages）

【Abbriviation of experiments】 C: Compressive strength test M: Mercury Intrusion Porosimetry
TG: TG-DTA X: XRD
S: Split tensile test D: Weight measurement of dewater

Environmental conditions
Ages (days)

Remarks

Series
1 & 2

Series
3 & 4

Cured
under wet
condition

Sealed at 20℃
until 91days

Sealed at 20℃
until 273days

Sealed at 20℃
until 91days
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 示熱熱重量分析，粉末 X 線回折分析 

水和の進展を確認するため示差熱熱重量（TG/DTA）分析を，水和生成物の鉱物組成の変化を確認す

るため粉末 X 線回折（XRD）分析をそれぞれ実施した。両分析には空隙径分布測定用に採取した小片

の近傍から同様に小片を採取し，アセトン浸漬後 D 乾燥した後（XRD 用は D 乾燥せず）微粉砕した試

料を用いた。TG/DTA 分析の昇温速度は 20℃/min とし，室温（約 20℃）から 1000℃まで昇温した。基

準物質にはα-Al2O3 を用い，N2 雰囲気ガス環境下で分析を行った。結果は 2 試料の平均値である。 

 

 走査型電子顕微鏡観察 

ALS の界面周辺や骨材内部へのセメント水和物の析出状況を確認するため，走査型電子顕微鏡（SEM）

観察を実施した。材齢 364 日経過後，シリーズ 2 の各養生ケースについて供試体中心部より試料を数

片割裂採取し，プラチナ蒸着して観察を行った。 

 

 塩化物イオンの拡散特性 

（1） 電気泳動試験 

モルタル中で定常状態にある塩化物イオンの実効拡散係数を取得するため，シリーズ 1～3 の養生ケ

ース A および C を対象に，「電気泳動法によるコンクリート中の塩化物イオンの実効拡散係数試験方

法（案）」（JSCE-G571-2010）を参考に試験を行った。 

供試体は，各養生条件下で材齢 182 日まで経過したものを使用し，図 2-3 のようにφ10cm×H20cm

の円柱供試体から厚さ 25mm の電気泳動試験用の円盤型供試体 3 体を乾式のダイヤモンドカッタで切

り出して作製した。作製した 3 体のうち，2 体を以下の電気泳動試験に使用し，残り 1 体は 2 体で測定

した実効拡散係数にばらつきが生じた場合に追加試験を行うための予備供試体とした。本試験では，

試料がモルタルであり粗骨材の影響を受けないこと，また，水結合材比が 30%と小さいことから，供

試体厚さを標準の 50mm ではなく 25mm とすることにより，1 体あたりの試験に要する試験期間の短

縮を図った。また，各ケースの試験数を 2 体とすることにより総試験期間の短縮を図り，試験体間で

試験開始材齢が大きく異ならないよう配慮した。 

 

 

図 2-3 供試体の作製方法（電気泳動試験） 

 

 

円盤供試体は，室内乾燥させた後，円周面をエポキシ樹脂塗料で被覆した。エポキシ樹脂硬化後，円

盤供試体を真空デシケータ内で水没させ真空飽和処理を行った。その後，ただちに電気泳動セルに設

置し，セル内溶液には，陰極側が 0.5mol/l の塩化ナトリウム水溶液，陽極側が 0.3mol/l の水酸化ナトリ

ウム水溶液を使用した。 

各 25mm 

50mm 

75mm 切除 

切除 

① 

② 

予備 



 
 

 
32 

 

電気泳動試験は，温度 20±2℃の恒温室内で，直流安定化電源で直流定電圧 15V を電極間へ印加し，

陽極側の塩化物イオン濃度の増加割合が一定になる定常状態まで継続した。なお，両極のセル溶液中

の塩化物イオン濃度の測定は，それぞれの溶液の一部（5～10ml）を採取し，その塩化物イオン濃度を

JIS K 0101 に準拠して測定することにより実施した。 

定常状態における塩化物イオンの流速は，式 2.1 により表される。 

 

௖௟ܬ ൌ
ܸூூ

ܣ
∙
∆ܿ௖௟

ூூ

ݐ∆
 式 2.1 

 

ここで，Jcl：塩化物イオンの定常状態における流速[mol/(cm2・年)]，VII：陽極側の溶液体積[L]，A：

供試体断面積[cm2]，ΔcII
cl/Δt：陽極側塩化物イオン濃度の増加割合[(mol/l)/年]である。 

 

また，モルタルの塩化物イオンの実効拡散係数は，式 2.2 により表される。 

 

௘ܦ ൌ
௖௟ܬ ∙ ܴ ∙ ܶ ∙ ܮ

|ܼ௖௟| ∙ ܨ ∙ ௖௟ܥ ∙ ሺ∆ܧ െ ௖ሻܧ∆
ൈ100 式 2.2 

 

ここで，De：実効拡散係数[cm2/年]，R：気体定数[8.31J/(mol・K)]，T：絶対温度測定値[K]，Zcl：塩化

物イオンの電荷[=-1]，F：ファラデー定数[96,500C/mol]，Ccl：陰極側の塩化物イオン濃度測定値[mol/l]，

ΔE-ΔEc：供試体表面間の測定電位[V]，L：供試体厚さ[mm]である。 

 

なお，上記に基づき得られた Deは，各試験ケースについて 2 本の平均値とする。 

 

 

 

（2） 一面浸漬試験 

非定常状態にある塩化物イオンの拡散係数を取得するため，シリーズ 1，2 の養生ケース A および C

を対象に，「浸せきによるコンクリート中の塩化物イオンの見掛けの拡散係数試験方法（案）」（JSCE-

G572-2010）を参考に試験を行った。 

供試体は，各養生条件で材齢 182 日まで経過した 4cm×4cm×16cm の供試体を各 3 本使用し，各供

試体の長軸両端面から 4cm を除いた長さ 8cm のものを作製した。室内で乾燥後，底面 1 面のみを残し

てエポキシ樹脂塗料で被覆する。供試体はシリーズ（配合）ごとに分けて，温度 20±2℃，濃度 10%の

塩化ナトリウム水溶液中に，6 ヵ月間，被覆していない開放面全面が常時溶液に接するよう完全に浸漬

し，密閉できる容器の中に静置する（図 2-4 参照）。 
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図 2-4 供試体の作製方法と浸漬方法（一面浸漬試験） 

 

 

浸漬試験が終了した供試体は，開放面に付着している塩化物イオンおよび被覆したエポキシ樹脂を

取り除き，図 2-5 に示す集じん機を付属したグラインダーを用いてドライな状態で試料を切削回収し

た。塩化物イオンの測定は，JIS A 1154 に規定する「全塩化物イオン分布の測定方法」に準じて，底面

から塩化物イオンが検出されない浸透深さまで，最小2mm間隔で電位差滴定法により濃度を測定した。 

 

 

 

図 2-5 試料の切削回収に用いた集じん機付属のグラインダー 

 

 

見掛けの拡散係数は，式 2.3 に示すフィックの第 2 法則に基づいた拡散方程式の解を用いて，供試

体ごとに各深さ位置で測定された全塩化物イオンの値を回帰分析し，浸漬試験によるモルタル表面の

全塩化物イオン（Ca0）ならびに塩化物イオンの見掛けの拡散係数（Dap）を同時に算出した。 

Cሺx, tሻ െ C୧ ൌ Cୟ଴ ቊ1 െ ݂ݎ݁ ቆ
ݔ0.1

2ඥܦ௔௣ ∙ ݐ
ቇቋ 式 2.3 

 

ここで，x：暴露面から全塩化物イオンを測定した箇所までの距離[mm]，t：浸せき期間[年]，C(x,t)：

距離 x[mm]，浸せき期間 t[年]において測定されたモルタルの単位質量あたりの全塩化物イオン[%]，

Ca0：浸せき試験によるモルタル表面の全塩化物イオン[%]，Ci：初期に含有されるモルタルの単位質量

あたりの全塩化物イオン[%]，Dap：浸せき試験による見掛けの拡散係数[cm2/年]，erf：誤差関数である。 

  

切除 

切除 

長さ

8cm 

供 

試 

体 
20mm 以上（液面まで） 

底面以外は 

エポキシで被覆 

各シリーズで箱を分ける 
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 ただし， 

erfሺsሻ ൌ
2

ߨ√
න ݁ିఎ

మ
ߟ݀

௦

଴
 式 2.4 

 

なお，上記に基づき得られた Ca0 ならびに Dap は，各試験ケースについて 3 本の平均値とする。 

 

 

（3） 固着特性測定 

以下の測定方法20)に従い，シリーズ 1，2 の養生ケース A および C を対象に，固相乾燥質量当りの塩

化物イオンの固着量と間隙溶液中の自由塩化物イオンの関係を取得する。 

 

a. 試料の準備 

・ 一面浸漬試験用と同様の手順で，高さ 8cm の供試体 3 本作製する。 

・ 高さ 8cm の供試体を高さ 2cm ずつスライスし，計 12 枚のスライス試料を作製する。 

・ 作製したスライス試料 12 枚を 40℃で 3 日間乾燥させる。 

・ スライス試料を 2 枚 1 セットとし，6 セットに分けて，試料を粉砕する。 

・ 試料は最大粒径が 2.5mm，1.25mm 以下の粒子の重量割合が 50%以上となるように粉砕する。 

・ 粉砕した 6 セットの試料を，NaOH 飽和溶液を入れたデシケータ内（RH9%）に静置し，重

量が安定する（重量の日変化が 1/1000 となる）まで乾燥を続ける。 

 

b. 試験手順 

・ 乾燥させた 6 セットの試料を，100g ずつなるべく正確に測り取り，各質量 M1~M6 [g]を記録

する。 

・ 0.1M の NaOH 溶媒に，モル数が異なる 6 種類の NaCl（0M, 0.05M, 0.25M, 0.50M, 1.00M, 

1.50M）を加えた 6 種類の溶液を作製する。 

・ 6 種類の NaCl 溶液の体積 V1~V6 [ml]を測定し，用意した 6 セットの試料を加えて，21±2℃

で 2 ヵ月間密閉した状態で静置する。 

・ 同様に，試料を加えていない 6 種類の溶液を保管する。 

 

c. 測定方法 

・ 試料を含む溶液を濾過して，6 種類の溶液をそれぞれ抽出する。 

・ 6 種類の溶液について各 3 回滴定を行い，試験後の塩化物イオン濃度[mol/l]の平均値を求め

る（Cfinal-average(1)～(6)）。 

・ 同様に，試料を含まない 6 種類の溶液について，初期の塩化物イオン濃度[mol/l]の平均値を

求める（Cinitial-average(1)～(6)）。 

・ 固相乾燥質量当りの塩化物イオンの固着量[g/g]を，式 2.5 より算出する 

 

mୠሺiሻ ൌ
ሺܥ௜௡௜௧௜௔௟ି௔௩௘௥௔௚௘ሺ݅ሻ െ ௙௜௡௔௟ି௔௩௘௥௔௚௘ሺ݅ሻሻൈܥ ௜ܸ

1000
ൈ
35.5
௜ܯ

 式 2.5 
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ここで，mb(i)：i 種類目の固相乾燥質量当りの塩化物イオンの固着量[g/g]，Cinitial-average(i)：i 種類

目の初期の塩化物イオン濃度の平均値[mol/l]，Cfinall-average(i)：i 種類目の試験後の塩化物イオン濃

度の平均値[mol/l]，Vi：i 種類目の NaCl 溶液の体積[ml]，Mi：i 種類目の乾燥試料の質量[g]であ

る。 

 

d. 評価方法 

・ 各試験ケースについて，（Cf(i)，mb(i)）あるいは（Cf(i)，Cb(i)）の関係を 6 点プロットする。 

・ つづいて，両者の相関関係（勾配）より，式 2.6 に示す，一面浸漬試験から得た見掛けの拡

散係数（Dap）から実効拡散係数（De_cal）に変換する係数 Coefを算出する。 

 

Dୣ_ୡୟ୪ ൌ ቆ߶ ൅ ߩ
݀݉௕

௙ܥ݀
	 ቇ ∙ ௔௣ܦ ൌ ߶ ∙ ቆ1 ൅

௕ܥ݀
௙ܥ݀

ቇ ∙ ௔௣ܦ ൌ ௢௘௙ܥ ∙ 	௔௣ܦ  式 2.6 

 

ここで，De_cal：計算により求められる塩化物イオンの実効拡散係数[cm2/年]，Dap：一面浸漬試

験により求められる塩化物イオンの見掛けの拡散係数[cm2/年]，φ：塩化物イオンが通過可能な

空隙の空隙率[-]，Cb：モルタル中で固定化された塩化物イオンの濃度，Cf：モルタル中の自由塩

化物イオン濃度（=固定化後の浸漬溶液の塩化物イオン濃度 Cfinal_average），Coef：空隙率と固定化

特性に依存する係数である。 

 

 

・ 一方，土木学会 2010 年制定コンクリート標準示方書[規準編]21)には，以下の関係が示されて

いる。 

 

Dୟୣ ൌ kଵ ∙ ݇ଶ ∙ ௘ܦ ൌ
1
߶
∙ ൬1 െ

௕ܥ
௧௢௧௔௟ܥ

൰ ∙ 	௘ܦ  式 2.7 

 

ここで，Dae：電気泳動試験による実効拡散係数から換算した見掛けの換算係数[cm2/年]，De：

電気泳動試験による実効拡散係数[cm2/年]，k1：コンクリート表面におけるコンクリート側，陰

極側溶液側それぞれの塩化物イオン濃度の釣り合いに関わる係数，k2：セメント水和物中への塩

化物イオンの固定化現象に関わる係数，Ctotal：コンクリート中の全塩化物イオン濃度である。 

 

以上より，上記測定により直接測定した Coef および電気泳動試験から得た Dae，一面浸漬試験

から得た Deを用いて計算で求めた k1k2 を比較し，両者の整合性について確認する。 
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2.4. 実験結果および考察 

以下では，配合種別，養生ケース，試験材齢を組み合わせることにより，結果の凡例を例えば「1-A-

91d」のように表記する。 

 

 圧縮強度 

（1） 圧縮強度および質量減少率の経時変化 

圧縮強度および質量減少率の経時変化を図 2-6 に示す。図中の白抜きプロットは，60℃環境曝露直

前の供試体質量に対する各材齢の質量減少率である。 

シリーズ 1，2 を比較すると，養生ケース A の圧縮強度は，材齢 182 日以降いずれも横ばいであり，

両者に有意な差は見られない。一方，養生ケース C について比較すると，両者とも高温負荷後に大き

く強度増加するが，1-C は以後も継続的に強度増加するのに対し，2-C の強度は 120N/mm2 付近で頭打

ちである。両配合の違いは ALS の有無のみであることから，2-C では ALS の骨材界面周辺あるいは骨

材自身がペーストマトリクス部の強度に比べて弱部となり破壊している可能性が高いと考えられる。

これに対し，材齢 273 日より高温負荷した養生ケース 2B，2C では，両配合とも材齢 364 日で養生ケー

ス C と同等以上の強度を発現しており，強度増加は 2C＞2B である。2-2B，2-2C では，2-C の頭打ち

強度を超えていることから，ALS の骨材界面周辺や骨材内部に水和物が密に析出することで周囲のペ

ーストマトリクス部と同等以上の強度に達した可能性が示唆される。質量減少率に着目すると，シリ

ーズ 2 の内在水量はシリーズ 1 に比べ ALS の吸水率分（単位容積換算で 27.5kg/m3）だけ多いにも関わ

らず，1-2C と 2-2C は同等となっており，2-2C では，封緘期間の延長により内在水が供試体内部に多

く閉じ込められ，ALS の骨材界面周辺や骨材内部の強度増加に寄与したことが推察される。 

シリーズ 3，4 を比較すると，シリーズ 3 の方が圧縮強度は大きく，60℃90%RH 直後の質量減少率

も小さい。3-A の圧縮強度は，材齢 119 日までは 1-A および 2-A とほぼ同等の強度を示しており，こ

れは石灰石微粉末（LP）の混合による緻密な空隙構造に由来すると考えられる（2.4.3 参照）。一方，両

シリーズともに，養生ケース A と C で圧縮強度の増進に大差はなく，高温負荷による強度増進は認め

られない。 

なお，ここで示した圧縮強度試験結果に関する考察については，次項以降にて，空隙構造変化および

走査型電子顕微鏡（SEM）観察の結果から体系的に検証する。 

 

   

(a)シリーズ 1                (b)シリーズ 2 
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(c)シリーズ 3                (d)シリーズ 4 

図 2-6 材齢と圧縮強度，質量減少率の関係 

 

 

（2） 温度時間関数を用いた圧縮強度発現の推定 

各種セメント硬化体の圧縮強度は養生温度や材齢に依存し，湿潤養生に対して積算温度や等価材齢

を用いた温度時間関数で一義的に表現しうることが一般的に知られているが22 ),23 ),24 )，気中や封緘養生

の場合にも同様に表現できることを示した事例もある25),26)。 

そこで，高温環境への曝露開始材齢および条件を複数変化させたシリーズ 1，2 の配合を対象に，各

種養生条件での圧縮強度を温度時間関数を用いて整理し，常温・高温養生の影響を一義的に扱う温度

時間関数を用いた強度発現推定の適用可能性について考察を加える。 

積算温度と圧縮強度の関係を式 2.822)に基づき整理した。両者の関係を図 2-7 に示す。 
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ここで，M：積算温度[DD]，z：材齢[日]，θz：材齢 z 日における日平均気温または日平均コンクリ

ート温度[℃]である。 

 

まずシリーズ 1 の結果に着目する。LPC の強度は，C2S の水和反応が顕著になる時期から著しく増

進するため 250DD 付近で屈折した二直線で表されるとの報告もあるが27)，本検討で扱う強度は長期材

齢が主であり，養生条件に関わらず両者には良好な相関が認められる。一方で，養生温度により収束強

度に差異が見られる点が特徴的である。シリーズ 2 では，前述のようにペーストマトリクス強度が

120N/mm2 付近で ALS 界面周辺あるいは骨材自身が破壊することにより強度一定となる兆候が見られ

るが，2-2B，2-2C では再度ペーストマトリクス強度に支配される従来の直線上に移動しており，界面

周辺や骨材内部の改質による強度増加の可能性が示唆された。 
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(a)シリーズ 1                 (b)シリーズ 2 

図 2-7 積算温度と圧縮強度の関係 

 

 

次に，強度の発現勾配や収束傾向を表現できる関数として，見かけの活性化エネルギーに基づく等

価材齢（式 2.9）とゴンペルツ曲線（式 2.10）を用いた整理を行った 23), 28)。結果を図 2-8 に示す。 
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ここで，E：見掛けの活性化エネルギー[J/mol]，R：気体定数[=8.314J/molK]，Tc：期間Δt の間のコン

クリートの平均温度[K]，Δt：温度 Tc である時間[日]，Fint：コンクリートの最終到達強度[N/mm2]，te：

等価材齢，a,b：定数 である。 

 

図中の標準曲線は，各シリーズについて養生ケース A の材齢 91 日強度から Fint を規定し，養生ケー

ス A の各材齢での強度に対して非線形最小二乗法により実験定数 a，b を決定した。また E は規定し

た標準曲線に対し，全試験結果の等価材齢を回帰させ決定した。 

シリーズ 1 の結果に着目すると，1-C は標準曲線よりやや下方に位置するのに対し，1-2B，1-2C は

上方に位置している。つまり，後者は 20℃養生時の強度から規定した標準曲線に対して，後発的な水

和の進展影響が大きいことを意味している。事前の封緘期間が長いほど高温負荷時に生じる外部への

水分逸散は抑制（封緘では遮断）されることから，未反応残存粒子との後発的な水和の進展度の違いに

より強度増加に差異が生じたと推察される。一方で，既往の研究 24)において，標準養生 28 日の圧縮強

度が 60N/mm2 程度の LPC モルタルでは，50℃水中養生でも標準曲線上に整理できるとの報告も見られ

る。したがって，本実験で確認された標準曲線からの乖離は，常温時には硬化体内部に未反応粒子が多

く残存しかつすでに緻密な空隙構造が形成された状態にあることを必要条件とし，高温負荷に伴う内

部相対湿度の上昇29 )により滲出した液状水がトラップされて後発的な水和に使われた場合に，特徴的

に現れる挙動である可能性が考えられる。ただし，この点については，現時点では推測であり，今後さ

らに検証する必要がある。 
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なお，シリーズ 2 については，ALS 界面や骨材内部の改質程度によって高強度域の強度が支配され

るため，特に 2-2B，2-2C で材齢を経過するほど標準曲線からの乖離が大きい。 

ALS には自己収縮低減効果が期待されるが，自己収縮が問題となるのは主として低 W/B 配合であ

る。しかしながら，高強度を発現する低 W/B 配合で ALS を含む場合には，改質程度による強度影響が

含まれることから，等価材齢によって強度を一義的に推定することは難しいと考えられる。 

 

   

(a)シリーズ 1                (b)シリーズ 2 

図 2-8 等価材齢と圧縮強度の関係 

 

 

 割裂引張強度 

シリーズ 3，4 について，割裂引張強度の試験結果を図 2-9 に示す。3-C の結果に着目すると，材齢

91 日以降の高温負荷後も増加しており，石灰石微粉末（LP）および石灰砕砂（LS）の使用による割裂

引張強度の低下は見られなかった。 

この結果は，骨材とペーストの熱膨張係数の差による微視的温度応力により強度低下を生じるのは

石灰石を粗骨材に使用した場合であり，細骨材に使用した場合にはむしろ強度増進効果が現れること

を指摘した既往の研究30)とも整合している。 

 

 
図 2-9 材齢と割裂引張強度の関係 

 

0

25

50

75

100

125

150

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4 1E+5

圧
縮

強
度

（N
/m

m
2 ）

等価材齢（日）

1‐A 1‐C

1‐2B 1‐2C

標準曲線

a=‐4.79, b=‐0.57
E=55.2kJ/mol

シリーズ１

R=0.986

0

25

50

75

100

125

150

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4 1E+5

圧
縮

強
度

（N
/m

m
2 ）

等価材齢（日）

2‐A 2‐C
2‐2B 2‐2C
標準曲線

a=‐6.91, b=‐0.77
E=48.7kJ/mol

シリーズ２

R=0.982

0

2

4

6

8

10

0 50 100 150 200 250 300 350 400

割
裂

引
張

強
度

（
N
/m

m
2
）

材齢（日）

3‐A 3‐C

4‐A 4‐C



 
 

 
40 

 空隙構造 

（1） 空隙構造の経時変化 

各シリーズについて，20℃封緘養生を継続した場合（養生ケース A）の全空隙の空隙径分布および累

積空隙量の経時変化を図 2-10～図 2-13 に示す。このように全空隙で整理した場合，各シリーズとも

材齢経過とともに圧縮強度が増加し（図 2-6），後述する TG/DTA や XRD 分析結果などからも水和の

進展が確認される（図 2-22～図 2-24）にも関わらず，材齢 182 日以降に空隙が粗大化する傾向が見ら

れた。特に低 W/B 配合であるシリーズ 1，2 では 100～1,000nm の範囲で新たな空隙が頻繁に生じてお

り，これが材齢 182 日以降に共通した特徴であった。 

これに対し，水銀の侵入経路である連続的な毛管空隙が限定的である場合，高圧力下の水銀圧入過

程で試料が破壊される可能性があるとの指摘31)や低水セメント比硬化体では同様に 100～1,000nm の範

囲で空隙の発生が見られる事例32 )もあることから，図 2-10～図 2-13 の結果には水銀圧入過程におけ

る段階的な試料の破壊影響が含まれる可能性が考えられた。また，膨張頁岩系の人工軽量粗骨材を用

いた研究33)では，人工軽量粗骨材自体が 100～1,000nm の範囲において大きなインクボトル空隙を有し，

表層と内部でも空隙構造が異なることが示されている。このことから，本論において全空隙で評価し

た場合には，試料に含まれる ALS 自体の内部空隙の幾何学的および量的な違いによる影響が測定結果

に含まれる可能性があり，空隙構造の経時比較やペースト部との分離評価が難しい点も課題であった。

そこで，以下では，除圧後の再加圧過程で得た連続空隙による評価を用いて考察することとした。 

 

   

図 2-10 全空隙量の経時変化（シリーズ 1，20℃封緘） 

   

図 2-11 全空隙量の経時変化（シリーズ 2，20℃封緘） 
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図 2-12 全空隙量の経時変化（シリーズ 3，20℃封緘） 

 

   

図 2-13 全空隙量の経時変化（シリーズ 4，20℃封緘） 

 

 

各シリーズについて，養生ケース A の連続空隙の経時変化を，図 2-14～図 2-17 にそれぞれ示す。

なお，累積連続空隙量を示す圧入曲線は，除圧後（0.25MPa）での空隙量が 0 となるように平行移動し

たものである。連続空隙で評価した場合，いずれのシリーズでも空隙径分布は経過とともに小径化し，

累積空隙量が減少する傾向が見られた。材齢 182 日以降では，主に 50nm 程度以下の空隙が減少してお

り，後述するポゾラン反応の進展時期と一致している。このような他指標との整合は，連続空隙を用い

た評価の妥当性を示唆していると考えられる。 
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図 2-14 連続空隙量の経時変化（シリーズ 1，20℃封緘） 

 

   

図 2-15 連続空隙量の経時変化（シリーズ 2，20℃封緘） 

 

   

図 2-16 連続空隙量の経時変化（シリーズ 3，20℃封緘） 

  

0

0.005

0.01

0.015

0.02

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4

P
o
re
 V
o
lu
m
e
 (
=d

V
/d
lo
gD

)
(m

l/
g)

Pore Diameter (nm)

91日 119日
182日 273日
364日

0

0.005

0.01

0.015

0.02

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4

C
u
m
u
la
ti
ve
 P
o
re
 V
o
lu
m
e
 (
m
l/
g)

Pore Diameter (nm)

91日 119日
182日 273日
364日

0

0.005

0.01

0.015

0.02

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4

P
o
e
r 
V
o
lu
m
e
 (
=d

V
/d
lo
gD

)
(m

l/
g)

Pore Diameter (nm)

91日 119日
182日 273日
364日

0

0.005

0.01

0.015

0.02

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4

C
u
m
u
la
ti
ve
 P
o
re
 V
o
lu
m
e
 (
m
l/
g)

Pore Diameter (nm)

91日 119日
182日 273日
364日

0

0.015

0.03

0.045

0.06

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4

P
o
re
 V
o
lu
m
e
 (
=d

V
/d
lo
gD

) 
(m

l/
g)

Pore Diameter (nm)

91日

119日

364日

0

0.01

0.02

0.03

0.04

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4

C
u
m
u
la
ti
ve
 P
o
re
 V
o
lu
m
e
 (
m
l/
g)

Pore Diameter (nm)

91日

119日

364日



 
 

 
43 

 

   

図 2-17 連続空隙量の経時変化（シリーズ 4，20℃封緘） 

 

 

各シリーズについて，材齢 364 日での累積連続空隙量の養生ケース間比較を図 2-18 に示す。 

 

シリーズ 1，2 については，高温高湿あるいは高温封緘で養生すると，空隙量が顕著に減少する傾向

が認められる。この要因としては，間隙水圧および温度勾配をポテンシャルとする水分流束の発生や

インクボトル空隙中の内在水分の逸散，層間水平衡にも変化が生じ，追加反応に寄与する水分が供給

されたこと34)，残存する LPC や FA の未反応粒子が高温負荷に伴う反応率の向上により反応に寄与し

たこと 12)，空隙構造形成過程にも温度依存性があり，高温環境では水和物が析出可能な空隙の限界半

径が小さくなることにより析出空間が拡大したこと35 )などが挙げられる。高温を負荷した養生ケース

（C，2B，2C）間で比較すると，シリーズ 1 では養生ケース間で大きな違いは見られないが，シリーズ

2 では C の空隙量がやや大きく 2B と 2C は同等であった。要因については，次項で詳細に分析する。 

同様に，シリーズ 3 についても，高温高湿で養生すると，空隙量が顕著に減少する傾向が認められ

る。ただし，シリーズ 1，2 とは異なり，養生ケース A と C で圧縮強度の差は見られない（図 2-6）。

これは，シリーズ 3 は石灰石微粉末を用いており，石灰石微粉末がセメント粒子間に入り込むことで，

本来粗大な粒子間骨格が打込み直後から効果的に充填されており，他のシリーズと比較して，高温養

生を開始した材齢 91 日時点ですでに圧縮強度に支配的な数十 nm 以上の空隙が極めて少ないことに起

因していると考えられる（図 2-10～図 2-13）。一方，シリーズ 4 については，高温高湿養生すると，

養生ケース A に比べ，粗大な空隙が多く取り残されることが確認できる。 

また，1-A と 2-A の空隙量を比較すると，2-A の方が大きいことが確認できる。前出の研究例 33)よ

り，ALS 内にも連続空隙が存在すると容易に推測されること，また後述する SEM 観察結果において，

2-A では ALS とペーストの界面に隙間があることが確認されており，これらが空隙量の差として現れ

ていると考えられる。なお，ALS 含有による連続空隙量の個体差については，別供試体から採取した

2 試料でほぼ一致した結果が得られており影響は小さいと推測されるが，さらなる検証が必要である。 
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(a)シリーズ 1                (b)シリーズ 2 

 

   
(c)シリーズ 3                (d)シリーズ 4 

 

図 2-18 累積連続空隙量の養生ケース間比較（材齢 364 日） 

 

 

（2） 水分の平衡・移動に着目した空隙構造の変化 

ここでは，異なる材齢から環境条件を複数変化させたシリーズ 1，2 について，高温を負荷した養生

ケースの空隙構造変化に着目し，水分の平衡・移動の観点から考察を加える。シリーズ 1，2 の累積連

続空隙量の経時変化を図 2-19，図 2-20 に示す。 

低 W/C 硬化体では，60℃封緘での養生直後に硬化体内部の相対湿度が上昇するとの実験結果が報告

されている 29)。1-2B，2-2B のように高温封緘養生とした場合，常温では閉じ込められていたインクボ

トル水や層間水等の水が高温負荷に伴い空隙中に内部供給され，この水が外部環境に逸散することな

く後発的な水和に使われたと仮定すると，高温負荷後の短期間に空隙量が減少し，その後経時的に変

化が見られない 1-2B，2-2B の結果を合理的に説明し得る可能性がある。 

温湿度履歴に関する水分平衡・移動 34)および空隙構造形成過程の温度依存性 35)を考慮した熱力学連

成解析による 1-C の試解析の結果を図 2-21 に示す。高温負荷時に内部供給される水は水蒸気として逸

散しやすい状態にあるものの，内部供給水により 20℃封緘時よりも供試体内部の相対湿度（内部 RH）

が一時的に上昇し，外部 RH と平衡に達する過程で後発的な水和を生じる。水和が進展すると内部 RH

は徐々に低下することから，本試験条件のように外部 RH が高い場合には，外部から内部への水分移
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動が生じ，さらに水和が進展すると解析的には解釈される。試験結果に着目すると，図 2-6 において，

圧縮強度は 1-2C＞1-2B であること，1-C の強度が経時的に増加していること，また，図 2-19 の 1-C で

長期高温後の材齢 364 日かけて 10～1000nm 領域の空隙がやや減少していることからも，外部から内

部へ水分移動（吸湿）が生じた可能性が示唆される。一方で，図 2-6 の質量減少率の測定結果からは

これを明確に確認できなかった。本熱力学連成解析は，低 W/B 硬化体の高温乾燥下での逸散水量や内

部 RH の変化を高精度に追跡できることが複数の実験事例に対し確認されているが36)，本試験条件で

は，解析値（図 2-21）は試験結果（図 2-6）に比べ過大評価する傾向が見られた。この点については，

空隙構造形成過程の温度依存性，高湿度領域における水分移動・平衡モデルや FA 混合による影響等の

観点から，現行解析の細部の構成モデルの妥当性について追加検証する必要がある。なお，本論第 5 章

において，この追加検証の問題を取り扱う。 

2-2C については，図 2-6 に示す圧縮強度の推移からも，材齢 301 日時点では ALS の骨材界面周辺や

骨材内部に空隙が残存している可能性が高く，図 2-20 の 2-2C において材齢 364 日にかけて段階的に

10～1000nm 領域の空隙量が減少する特徴が見られた。後述する材齢 364 日での SEM 観察結果におい

て，2-C と 2-2C では，いずれも ALS とペーストの界面に 2-A で見られた数百 nm オーダーの隙間が見

られなかったことから，高温負荷に伴う内部供給水や ALS の内在水は主に界面への水和物の析出に使

われて連続空隙を遮断し，その後 2-2C ではより多くの内部残存水に起因して，ALS 内部に水和物が析

出した可能性が推察される。しかし，現時点ではあくまで推測であり，今後，再現性の確認など詳細に

検証する必要がある。 

 

   

 

図 2-19 各養生ケースの累積連続空隙量の経時変化（シリーズ 1） 

 

   

 

図 2-20 各養生ケースの累積連続空隙量の経時変化（シリーズ 2） 
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図 2-21 1-C の試解析の結果 

 

 

 ポルトランダイト含有量および含有鉱物の変化 

TG/DTA 分析の 430℃付近での減量から求めた各ケースのポルトランダイト（CH）含有量の変化を

図 2-22 に示す。 

シリーズ 1，2 の結果に着目すると，材齢 91 日より 60℃90%RH に曝露した養生ケース C の CH 含有

量は，両配合ともに養生ケース A よりも各材齢で小さくなっている。CH 含有量の増減は，セメント水

和による同鉱物の生成とポゾラン反応による消費の大小関係に依存するが，養生ケース C では FA 固

相から液相への Al，Si の溶解が早く進むためポゾラン反応が促進し，養生ケース A より CH が消費さ

れたと推察される。養生ケース A では，材齢 182 日から 273 日にかけてポゾラン反応の進展による CH

の大幅な消費が見られる。これに対し，その後，高温負荷した養生ケース 2B，2C では，両配合ともに

養生ケース A の CH 含有量とほぼ同等となっている。高温負荷時点ですでに多くの CH が消費されて

いることから高温負荷に伴うポゾラン反応の進展への影響が小さくなった可能性や，セメント水和に

よる CH の生成とポゾラン反応による CH の消費がともに促進され，結果的に養生ケース A と同等に

なった可能性などが考えられる。 

一方，シリーズ 4 では，養生ケース A では，材齢 91 日から 119 日にかけてポゾラン反応の進展が見

られ，養生ケース C ではポゾラン反応が促進されている。なお，シリーズ 3 については，CH 含有量が

他のシリーズに比べて小さくなっているが，その要因は定かではない。 
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(c)シリーズ 3                (d)シリーズ 4 

 

図 2-22 各シリーズのポルトランダイト含有量の経時変化 

 

 

シリーズ 1，2 について，XRD 分析による含有鉱物の変化の比較を，図 2-23，図 2-24 に示す。XRD

分析結果は，シリーズ 1 と 2 で特徴に大きな違いはなく，20℃封緘養生継続時の含有鉱物の変化を比

較した(a)に着目すると，2θ=18，34°付近に位置する CH 回折強度は材齢 182 日まで増加し，その後

減少に転じている。一方，養生ケースの違いによる含有鉱物を比較した(b)に着目すると，材齢 182 日

では，養生ケース C の CH 回折強度は養生ケース A に比べ小さくなっているが，材齢 364 日での CH

回折強度は，養生ケース A，2B，2C で特に違いは見られない。XRD 分析により確認されたこれらの傾

向は，図 2-22 に示す TG/DTA 分析の定性的な傾向とよく一致している。 

なお，シリーズ 1，2 ともに，60℃を負荷したいずれの養生ケース（C，2B，2C）についても，トバ

モライトの回折角（2θ=7.8，16.2，18.9°）にピークは確認できず，高温負荷に伴う C-S-H の結晶化に

よるトバモライトの生成は認められなかった。 

 

 

 

(a)1-A の経時変化 
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(b)各養生ケース間の比較 

 

図 2-23 含有鉱物の変化（シリーズ１） 

 

 

 

 

(a)2-A の経時変化 

 

 

(b)各養生ケース間の比較 

 

図 2-24 含有鉱物の変化（シリーズ２） 
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 走査型電子顕微鏡観察 

材齢 364 日経過後，シリーズ 2 の養生ケース A，C，2C について SEM 観察を行った。ALS とペース

トとの界面および ALS 界面近傍の ALS 内部空隙の観察結果を，図 2-25 の上段，下段に示す。 

20℃封緘養生を継続した 2-A では，ALS 界面近傍の内部空隙に CH や水和の後期生成物である CSH

（TypeⅢ）の析出が見られたが，内部空隙には空隙が多く残存し，ALS とペーストの界面にも数百 nm

オーダーの隙間があることが確認された。一方，高温負荷した 2-C，2-2C では，いずれも内部空隙内に

高温養生時に特徴的な網目状の CSH（TypeⅡ）やモノサルフェート，CSH（TypeⅢ）が析出していた。

両養生ケースの違いは，視覚的に界面近傍の内部空隙内への析出密度の違いに現れており，ALS とペ

ーストの界面にはいずれも隙間は認められないが，2-2C の方がより密着し一体化しているように見受

けられた。2-2C に見られた高温養生後の大幅な圧縮強度の増加は，内部空隙内への析出密度や界面の

密着度の増加によりもたらされた可能性が高いことが視覚的に示唆される。 

 

 

 

 (a)2-A の経時変化    (b)2-C の経時変化    (c)2-2C の経時変化 

 

図 2-25 SEM 観察結果（上段：ALS 界面，下段：ALS 内部） 
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 塩化物イオンの拡散特性 

（1） 実効拡散係数 

材齢 182 日より開始した各ケースの電気泳動試験結果より算定した，塩化物イオンの実効拡散係数

（De）を表 2-7 に示す。 

20℃封緘養生を継続した養生ケース A では，いずれのシリーズにおいても実効拡散係数はほぼ同等

である。これに対し，材齢 91 日より 60℃90%RH 環境に曝露した養生ケース C では，いずれのシリー

ズでも養生ケース A に比べ実効拡散係数は小さく，養生ケース A に対する養生ケース C の実効拡散係

数の比率は，ALS を用いたシリーズ 2 で最も小さく 0.26 となっている。 

シリーズ 3 の水結合材比は 45%であり，シリーズ 1，2 の 30%に比べて大きいが，石灰石微粉末によ

る充填効果により，ケース A，C ともに，シリーズ 1 とほぼ同等となった。 

 

 

表 2-7 各ケースの塩化物イオンの実効拡散係数 

 

 
実効拡散係数 De 

(2)/(1) 
(1) 養生ケース A (2) 養生ケース C 

シリーズ 1 
0.24 [cm2/年] 

(7.6×10-13[m2/sec]) 
0.11 [cm2/年] 

(3.5×10-13[m2/sec]) 
0.46 

シリーズ 2 
0.27 [cm2/年] 

(8.6×10-13[m2/sec]) 
0.07 [cm2/年] 

(2.2×10-13[m2/sec]) 
0.26 

シリーズ 3 
0.21 [cm2/年] 

(6.7×10-13[m2/sec]) 
0.14 [cm2/年] 

(4.4×10-13[m2/sec]) 
0.67 

 

 

 

（2） 見掛けの拡散係数 

材齢 182 日より 6 ヵ月間行った各ケースの一面浸漬試験より得られた，モルタルの単位質量あたり

の全塩化物イオンの濃度分布を図 2-26 に示す。 

2-A は 1-A に比べ，全塩化物イオン濃度がやや大きく，また深く浸透している。これは，1-A と 2-A

の連続空隙量を同材齢で比較すると，2-A の方が大きいことに起因していると考えられる（図 2-14 お

よび図 2-15）。つまり，20℃封緘養生の継続では，ALS を含む粗な空隙構造の初期影響が長期材齢でも

残存しており，物質移動抵抗性の低下を補うほどの内部養生効果が得られないことを意味している。

一方，材齢 91 日より 60℃90%RH 環境に曝露した養生ケース C では，シリーズ 1，2 ともに，全塩化物

イオン濃度の分布はごく浅部に限られ，その濃度は極めて小さい。 

図 2-26 の結果に対し，Fick の拡散方程式（式 2.3）を用いた回帰分析より算定した見掛けの拡散係

数（Dap）を表 2-8 に示す。養生ケース A に対する養生ケース C の見掛けの拡散係数の比率は，シリー

ズ 2 で顕著に小さくなっている。ALS を含む低 W/B 配合では，長期材齢経過後から高温高湿を負荷す

ることにより，高温負荷に伴うインクボトルや層間空隙からの水分供給に加え，ALS 内の内在水の外

部逸散が抑制され，その水が後発的な水和に相乗的に寄与することにより，拡散抵抗性を向上させる

効果があることを示唆している。 

なお，類似の試験を実施している既往文献では，前述のとおり，長期材齢後の長期間の高温高湿曝露
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により空隙構造が多孔化し 3)，見掛けの拡散抵抗性が増大する 5)ことを指摘している。本実験条件との

違いとしては，モルタルとペーストの違い，水結合材比の違い，フライアッシュの使用などの違いが挙

げられるが，本実験のみでは主たる要因を推定することはできない。そこで，後述する第 3 章にてフ

ライアッシュの混合有無に着目した比較実験を行い，フライアッシュに起因する高温負荷時の空隙構

造変化や拡散抵抗性への影響について評価分析を行う。 

 

図 2-26 各ケースの全塩化物イオンの濃度分布 

 

 

表 2-8 各ケースの塩化物イオンの見掛けの拡散係数 

 

 
見掛けの拡散係数 Dap 

(2)/(1) 
(1) 養生ケース A (2) 養生ケース C 

シリーズ 1 
1.13 [cm2/年] 

(3.6×10-12[m2/sec]) 
0.63 [cm2/年] 

(2.0×10-12[m2/sec]) 
0.55 

シリーズ 2 
2.22 [cm2/年] 

(7.1×10-12[m2/sec]) 
0.58 [cm2/年] 

(1.9×10-12[m2/sec]) 
0.26 

 

 

（3） 固着特性 

2.3.7.（3）に示す方法により直接測定した，モルタル中の自由塩化物イオン濃度 Cf とモルタル中で

固定化された塩化物イオンの濃度 Cb の関係を図 2-27 に示す。図中には各ケースについて線形近似で

求めた近似式と決定係数を併記している。 

シリーズ 1 では養生ケースの違いによらずほぼ同様の固着特性を示すのに対し，シリーズ 2 では材

齢 91 日より 60℃90%RH 環境に曝露した養生ケース C の方が，塩化物イオンの固着能力は大きい結果

を示した。この結果は，前述したように ALS 内の内在水が後発的な水和に相乗的に寄与し，水和物の

析出が促進されたことに密接に関係していると推察される。 
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次に，式 2.6 を用いて算出した各ケースの Coef とその逆数である k1k2 ならびに算出過程に用いた各

係数を表 2-9，表 2-10 に示す。表 2-9 は，塩化物イオンが通過可能な空隙の空隙率φに，拡散試験開

始時の材齢 182 日での全空隙率を用いた場合，表 2-10 は連続空隙率を用いた場合の計算結果である。

全空隙率を用いて計算した Coef はおよそ 0.1～0.5 となり，これは W/B=30%前後の高強度コンクリート

（28日材齢の圧縮強度が70～90N/mm2程度）についてCoefを実測した既往の研究37)と同程度であった。 

これに対し，電気泳動試験から得られた実効拡散係数 Deおよび一面浸漬試験から得られた見掛けの

拡散係数 Dapを用いて，式 2.7 を用いて算出した各ケースの k1k2 を表 2-11 に示す。 

表 2-9～表 2-11 を比較すると，全空隙率を用いて固着特性の試験結果から求めた k1k2 と，実効拡散

係数と見掛けの拡散係数の関係から求めた k1k2 が概ね整合している。 

なお，土木学会コンクリート標準示方書 21)では，k1k2 はセメント種類や水結合材比によらず 1.0 以下

になることが参考図として示されている。ただし，現状では k1k2 の実測値はデータ数が必ずしも十分

でないこと，使用材料や配合，試験開始材齢，溶液濃度，試験期間などの諸試験条件の違いが k1k2に及

ぼす影響なども考えられることから，今後これらの影響についてさらに研究する必要がある。 

 

 

 
図 2-27 各ケースにおける Cfと Cbの関係 

 

 

表 2-9 固着特性より直接算出した k1k2（全空隙率を用いた場合） 

 

試験ケース 
全空隙率φ 

[%] 
dCb/dCf 
[×10-3] 

φ(1+ dCb/dCf)=Coef 
[-] 

固着特性より 
算出した k1k2 

1-A 11.6 4.1 0.116 8.6 

1-C 10.2 4.5 0.102 9.8 

2-A 14.0 15.2 0.142 7.0 

2-C 11.7 20.7 0.119 8.4 
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表 2-10 固着特性より直接算出した k1k2（連続空隙率を用いた場合） 

 

試験ケース 
連続空隙率

φ 
[%] 

dCb/dCf 
[×10-3] 

φ(1+ dCb/dCf)=Coef 
[-] 

固着特性より 
算出した k1k2 

1-A 3.7 4.1 0.037 26.9 

1-C 2.0 4.5 0.020 49.8 

2-A 3.5 15.2 0.036 28.1 

2-C 2.1 20.7 0.021 46.7 

 

 

表 2-11 De，Dapの測定結果より算出した k1k2 

 

試験ケース 
De 

[cm2/年] 
Dap 

[cm2/年] 
De，Dapより 
算出した k1k2 

1-A 0.24 1.13 4.7 

1-C 0.11 0.63 5.7 

2-A 0.27 2.22 8.2 

2-C 0.07 0.58 8.3 
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2.5. まとめ 

中深度処分施設に適用が想定される LPC+FA 配合をベースに，FA を含む低水結合材比配合が有する

材料の反応潜在性に着目し，内部養生による内的要因および高温負荷による外的要因を有効に組み合

わせることによって，常温時に残存する未反応粒子の反応潜在性を高温環境下で発現させる水和メカ

ニズムの潜在的可能性について，圧縮強度，質量変化，空隙構造，鉱物組成の変化，SEM 観察，拡散

特性等に関する実験を行い，体系的な考察を行った。本章で得られた知見を以下に示す。 

 

(1) 材齢 91 日以降に高温を負荷した場合，低水結合材比配合では ALS の有無に関わらず，空隙構造が

顕著に緻密化し，圧縮強度が大幅に増加することを確認した。また，高温の負荷開始材齢を遅らせ

た場合にも，同様の変化が生じることを確認した。 

(2) 圧縮強度に関して，積算温度を用いた整理では，高温を負荷した場合，収束強度が異なることを確

認した。また，等価材齢を用いた整理では，より長期材齢から高温を負荷した場合に標準曲線から

上方に乖離し，外部への逸散を抑制された水分量の違いが未反応残存粒子との後発的な水和に伴う

圧縮強度の増加に寄与することが示唆された。 

(3) 高温高湿環境では，低水結合材比の供試体は水和の進展とともに吸湿する可能性があることが，圧

縮強度や空隙構造変化，また温度依存性を考慮した熱力学連成解析を用いた試解析の観点から示唆

された。ただし，解析モデルについては，細部の構成モデルの妥当性について追加検証する必要が

ある。 

(4) SEM 観察の結果，ALS を含む配合では，ALS の内部空隙内への水和物の析出密度やペースト界面

との密着度が圧縮強度に影響を及ぼす可能性が高いことが示唆された。 

(5) 低水結合材比配合では ALS の有無に関わらず，長期材齢後に高温高湿負荷することにより，塩化

物イオンの実効拡散係数および見掛けの拡散係数は，20℃封緘養生を継続した場合に比べ低減する

ことを確認した。ただし，この傾向は既往文献の指摘と相反することから，その要因についてさら

に追究する必要がある。 

(6) 一方，低水結合材比配合であっても ALS を含む場合には，20℃封緘養生の継続では ALS を含む粗

な空隙構造の初期影響が長期材齢でも残存し，物質移動抵抗性の低下を補うほどの内部養生効果が

期待できないことを確認した。 
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3. 高温環境下において FA の混合が空隙構造形成過程および水分保持性能に及ぼす影響検討 

3.1. はじめに 

第 2 章において，フライアッシュ（以下「FA」という）を含む低水結合材比配合では ALS の有無に

関わらず，長期材齢後に高温高湿負荷することにより，空隙構造が顕著に緻密化し，圧縮強度が大幅に

増加すること，また，塩化物イオンの拡散抵抗性が向上することを確認した。これにより，常温で緻密

な空隙構造を有し，高温環境下でさらに緻密化を実現する手法を開発するための重要因子は，常温時

に残存する未反応粒子に対し，高温負荷に伴いインクボトルや層間空隙から放出される内在水を極力

外部へ逸散させることなく，後発的な水和誘発のために保持できるかが重要であることが示唆された。 

本研究の着想時には，低水結合材比と ALS による内部養生効果を組み合わせることにより，常温封

緘環境でも上記メカニズムが誘発され，長期性能が経時的に向上することを期待した。しかし，高温負

荷時には ALS の内在水に起因して ALS を含まない配合以上の性能向上が見られたのに対し，常温封

緘養生の継続では ALS を含む粗な空隙構造の初期影響が残存し，ALS を含まない配合以上の性能を確

保することはできなかった。しかしながら，これは，低水結合材比配合では高温負荷に伴い後発的な水

和を誘発するのに必要な十分な水が内部供給されることが明らかになったということであり，ALS を

積極的に組み合わせる必要がないことが背理的に示されたともいえよう。 

前述のとおり，既往の研究において，常温環境下で長期材齢を経過し緻密な空隙構造を形成したペ

ースト硬化体が，その後，高温高湿曝露により多孔化し1 )，拡散抵抗性が低下すること2 )が指摘されて

いる。これに対し，第 2 章で示した実験の結果は，既往の研究の指摘と相反していることになる。本実

験と既往文献の実験条件の違いとしては，モルタルとペーストの違い，水結合材比の違い，FA の使用

などの違いが挙げられる。水結合材比については，既往の研究では 35％，本研究では 30%であり，い

ずれも低水結合材比の範疇であることから影響に大差はない。また，モルタルとペーストの違いにつ

いても，これが決定的な相反要因になるとは考えにくい。一方で，FA による影響については，FA は温

度依存性が大きいとの研究事例が多数あること例えば3),4),5)，また，FA 置換率によっても反応率が異なる

との研究事例6),7)があることなどから，配合や環境作用によって空隙構造形成過程に大きな影響を及ぼ

す可能性が高いと考えられた。 

以上のことから，本章では，長期材齢経過後の長期的な高温作用が FA 混合モルタル硬化体の諸特性

に及ぼす影響を定量的に評価することを目的として，FA の使用有無に着目した比較実験を実施した。

普通ポルトランドセメントの一部を FA で内割置換した FA 混合モルタルおよび比較用に同セメント単

味のモルタル（以下「FAC」および「OPC」という）を作製し，長期間 20℃封緘養生した後，複数の異

なる材齢から温度・湿度条件を変化させ，各環境下における物性変化を長期的に測定し，得られた圧縮

強度，Ca(OH)2 含有率，質量変化，空隙分布や連続性，拡散抵抗性の変化に対し，各視点から関連を分

析するとともに，既往の仮説や知見を踏まえ，高温負荷継続時における FA 混合モルタルの物性変化メ

カニズムについて体系的に考察を行う。 
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3.2. 実験概要 

 配合種類 

OPC，FAC の配合を表 3-1 に示す。水結合材比（W/B）は 30%，FAC の FA 置換率は 30%である。

いずれも普通ポルトランドセメント（密度 3.16g/cm3，比表面積 3,290cm2/g）を用い，FA にはⅡ種灰（密

度 2.25g/cm3，比表面積 3,930cm2/g，強熱減量 1.9%，活性度指数 104%（材齢 91 日））を用いた。セメ

ントの化学組成を表 3-2 に，Bogue 式を用いて算出したセメントの鉱物組成を表 3-3 に示す。 

細骨材には，セメントとの相互作用の抑制に配慮して陸砂（千葉県君津産：表乾密度 2.61g/cm3，

FM2.58）を，混和剤にはポリカルボン酸エーテル系の高性能 AE 減水剤（標準型）を用いた。練り混ぜ

後，所定のスランプフロー，空気量になることを確認した後，各種供試体を作製した。 

 

表 3-1 モルタル配合およびフレッシュ性状 

 

Type of mortar W/B 
(%) 

FA/B 
(%) 

Slump-flow 
(mm) 

Air 
(%) Water 

Binder 
Sand 

SP 
（B×%） OPC FA 

OPC 
30 

0 
650±50 2.5±1.5 

210 700 0 1418 1.70～1.75 

FAC 30 210 490 210 1348 1.45 

 

 

表 3-2 普通ポルトランドセメントの化学組成 

 

Ig.loss 
(%) 

SiO2 
(%) 

Al2O3 
(%) 

Fe2O3 
(%) 

CaO 
(%) 

MgO 
(%) 

SO3 
(%) 

Na2O 
(%) 

K2O 
(%) 

Na2Oeq 
(%) 

Cl- 
(ppm) 

Total 
(%) 

1.86 20.59 5.44 2.92 63.4 2.55 1.95 0.22 0.42 0.50 240 99.4 

 

 

表 3-3 普通ポルトランドセメントの鉱物組成 

 

C3S 
(%) 

C2S 
(%) 

C3A 
(%) 

C4AF 
(%) 

CaSO4 
(%) 

55.3 17.4 9.5 8.9 3.3 

 

 

 

 環境条件および試験項目 

各環境条件，試験項目ならびに試験実施材齢を表 3-4 に示す。設定は OPC，FAC 共通である。供試

体はいずれも材齢 1 日で脱型し，その後直ちに 20℃封緘条件で養生した。以下，本文中では，20℃封

緘養生を最後まで継続するケースを基準ケースとし，材齢 91 日および 182 日で環境条件を変化させた

ケースを実験シリーズ 1，材齢 420 日より変化させたケースを実験シリーズ 2 として区別する。また，

各環境条件の名称は，「20℃封緘養生から条件を変化させた材齢＋その後の環境温度・湿度条件」を組

み合わせて表現している。例えば，91d-20RH70 とは，材齢 91 日より 20℃相対湿度 70%環境に曝露す

ることを表している。なお，略称 S は封緘条件を意味する。 
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また，表 3-4 に示す試験項目に加え，20S ならびに実験シリーズ 1 の 91d-60S，91d-60RH90 につい

ては，各環境条件下で材齢 420 日まで養生した供試体を用いて，塩化物イオンの見掛けの拡散係数試

験を実施した。 

 

表 3-4 環境条件，試験項目ならびに試験実施材齢 

 

 

 

3.3. 実験方法 

 圧縮強度試験 

JSCE G 505 に準拠して試験を行った。供試体の大きさはφ5cm×H10cm，結果は 3 本の平均値であ

る。なお，60℃曝露を伴うケースについては，事前検討により保温材を二重巻きにした状態で供試体中

心温度が室温まで低下する時間を確認し，同様の方法で同時間を掛けて徐冷した後，供試体表面を研

磨し，圧縮強度試験を行った。 

 

 示差熱熱重量分析 

水和の進展を確認するため示差熱熱重量（TG-DTA）分析を実施した。分析には，後述する空隙分布

測定用に採取した小片の近傍から小片を採取し，アセトン浸漬後 D 乾燥した後に微粉砕した試料を用

いた。昇温速度は 20℃/min で室温から 1000℃まで昇温した。基準物質にはα-Al2O3 を用い，N2雰囲気

ガス環境下で分析を行った。結果は 2 試料の平均値である。分析は 20S および実験シリーズ 1 の 91d-

60S についてのみ実施した。 

 

 質量変化測定 

配合および環境条件の違いが 20℃封緘養生後の水分逸散性状に及ぼす影響を確認するため，各条件

に曝露後の所定材齢において質量変化を測定した。シリーズ 1 では 4×4×16cm 供試体，シリーズ 2 で

はφ10cm×H1cm 供試体を用いた。測定結果は 3 供試体の平均値である。 

 

 水銀圧入法による空隙分布測定 

配合および環境条件の違いが空隙構造に及ぼす影響を確認するため，水銀圧入式ポロシメータによ

る分析を実施した。各材齢での測定用に 2 本ずつ作製したφ5cm×H10cm の円柱供試体中央部から，

タガネで約 5mm の小片を個別に採取し，48 時間アセトン浸漬後，2 週間以上 D 乾燥して分析に用い

た。結果は，個別に採取した 2 試料の平均値である。 

28d 91d 119d 182d 210d 273d 420d 448d 511d

Standard 20S (Sealed at 20℃ throughout) C C,M,TG C C,M,TG --- --- C,M,TG,A --- C,M,A

91d-20RH70 --- --- --- --- D（at given ages）

91d-60S C,M C,TG --- --- C,M,TG

91d-60RH90 C,M C --- --- C,M D（at given ages）

182d-60S C,M C C,M

182d-60RH90 C,M C C,M D（at given ages）

420d-20RH70 A M,A D（at given ages）

420d-60S C,A C,M,A

420d-60RH70 C,A C,M,A D（at given ages）

【Abbriviation of experiments】 C: Compressive strength test M: Mercury Intrusion Porosimetry
TG: TG-DTA A: Porosity accessible to water by Alkimedes method
D: Weight measurement of dewater

Remarks

Sealed at 20℃ until
91days

Sealed at 20℃ until 182days

Sealed at 20℃ until 420days

Series
１

Series
２

Environmental conditions
Ages (days)
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測定時の最大圧力は円筒形空隙仮定で 3nm に相当する約 400MPa までとし，最大圧まで加圧後一旦

0.25MPa まで除圧し，再度同過程を繰り返した。空隙構造の評価にあたっては，吉田らの研究8)を参考

に，初期加圧過程で得た分布を全空隙径分布，除圧後の再加圧過程で得た分布を連続空隙径分布とし

て区別して評価した。 

 

 アルキメデス法による見掛けの空隙率測定 

水銀圧入法では測定できない 3nm 以下の空隙を含む全空隙量を測定するため，材齢 420 日以降の 20S

および実験シリーズ 2 の各ケースについてアルキメデス法により見掛けの空隙率を測定した。各所定

材齢にて測定するφ10cm×H1cm 供試体を 48 時間水中にて真空吸引により脱気し，空隙中を飽和させ

る。水中質量を測定した後，表面の過剰水分拭き取り，飽水質量を測定する。その後，質量変化がなく

なるまで 105℃炉乾燥し，乾燥質量を測定した。結果は 3 供試体の平均値である。なお，見掛けの空隙

率は以下の式 3.1 により算出した。 

 

見掛けの空隙率（%） ൌ ቀ ଷܹ െ ଵܹ
ଷܹ െ ଶܹ

ൗ ቁൈ100 式 3.1 

 

ここに，W1は乾燥質量[g]，W2は水中質量[g]，W3は飽水質量[g]である。 

 

 塩化物イオンの見掛けの拡散係数試験 

20S ならびに実験シリーズ 1 の 91d-60S，91d-60RH90 について，非定常状態にある塩化物イオンの

拡散係数を取得するため，「浸せきによるコンクリート中の塩化物イオンの見掛けの拡散係数試験方法

（案）」（JSCE-G572-2010）を参考に試験を行った。 

供試体は，各養生条件で材齢 420 日まで経過した 4cm×4cm×16cm の供試体を各 3 本使用し，濃度

10%の塩化ナトリウム水溶液中に 6 ヵ月間一面浸漬した。試験方法の詳細は 2.3.7(2)に記載した方法と

同様である。 

塩化物イオンの測定は，JIS A 1154 に規定する「全塩化物イオン分布の測定方法」に準じて，底面か

ら塩化物イオンが検出されない浸透深さまで，最小 3mm 間隔で電位差滴定法により濃度を測定した。 

見掛けの拡散係数は，フィックの第 2 法則に基づいた拡散方程式の解（式 2-3 参照）を用いて，供試

体ごとに各深さ位置で測定された全塩化物イオンの値を回帰分析し，浸漬試験によるコンクリート表

面の全塩化物イオン（Ca0）ならびに塩化物イオンの見掛けの拡散係数（Dap）を同時に算出した。なお，

得られた Ca0ならびに Dapは，各試験ケースについて 3 本の平均値とする。 

 

 

3.4. 実験結果および考察 

 圧縮強度 

圧縮強度の経時変化を図 3-1 に示す。同図において，OPC，FAC ともに 60℃環境への曝露開始材齢

に関わらず，曝露後に強度が増加する傾向が見られる。両配合ともに W/B が 30%と小さく，20℃長期

封緘後においても，未水和セメント粒子や未水和 FA 粒子が残存していると考えられる。一方，このよ

うな低 W/B 硬化体では，封緘下で高温負荷した場合に硬化体内の相対湿度が上昇するとの測定事例9)
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や，そのメカニズムとして高温負荷に伴い硬化体中の拘束水の一部が離脱することを実験的に示した

事例10 )があることを勘案すると，残存する未水和粒子と新たに内部供給された水分が反応することに

より付加的な水和が生じた可能性が推察される。また，OPC と FAC を比較すると，OPC では高温負荷

後の強度増加は 60S の方が 60RH90 に比べ速く大きいのに対し，FAC では両者に差が見られないのが

特徴的である。 

20℃封緘養生終了時の圧縮強度に対する 60℃曝露後の各材齢での強度の比（＝強度増加率）を図 3-2

に示す。凡例中の日数は 60℃曝露後の経過日数である。OPC ではいずれの条件でも日数の経過ととも

に，概ね強度増加するのに対し，FAC では OPC に比べ高温負荷直後に大きく増加するが，その後は

徐々に低下する傾向が見られる。このように両者で逆の傾向を示す要因については，後述する以下の

試験結果から考察を加える。 

なお，本供試体と同等の W/C=28%の OPC ペーストでは，20℃封緘養生での材齢 5 日時の内部相対

湿度は 80%弱となっており 9)，本圧縮試験の供試体は同様の自己乾燥状態にあると推察される。圧縮

強度は含水率の影響を受けることが知られているが，供試体の自己乾燥の程度を考えると，乾燥環境

に置いたものと含水率の相違は大きくなく圧縮強度への影響は小さいと考えている。 

 

  

図 3-1 圧縮強度の経時変化 

 

    

図 3-2 60℃曝露後の強度増加率の比較 
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 示熱熱重量分析 

TG-DTA 分析の 430℃付近での減量から求めた両配合の Ca(OH)2含有率の変化を図 3-3 に示す。OPC-

20S において含有率が微減しているが，封緘はアルミテープで二重巻きとし曝露期間中質量変化がな

いことを別途確認していること，また本分析においても 750℃付近に現れる CO2 脱離反応が顕著に認

められなかったことから，本結果への中性化による影響は小さいと考えている。 

同図において，OPC では材齢 182 日，420 日ともに 20S と 60S で大差は見られない。一方，FAC で

は材齢経過とともに両ケースとも含有率が低下するが，60S では低下が大きい。FA のポゾラン反応は

温度依存性が大きく高温環境で著しく反応が進行すること，一方で，高温環境に 1 年以上曝露した後

でも Ca(OH)2 が残存している点も，既往の研究とよく整合している 3),11)。 

 

 

図 3-3 モルタル中の Ca(OH)2含有率の変化 

 

 

 質量変化 

各所定材齢で測定した質量変化の結果から，20℃封緘養生終了時の供試体質量を基準とした質量減

少率を算出した。結果を図 3-4 に示す。(a)において 91d-20RH70 では FAC の方が水分逸散しやすいの

に対し，60RH90 では 60℃曝露開始材齢によらず FAC の方が水分逸散が抑制される傾向が見られる。

図 3-1 の圧縮強度試験結果において，FAC では 60S と 60RH90 で差がないことからも，FAC は高温高

湿環境における内部自由水の保持能力が高いことが示唆され，これは図 3-4 の傾向とよく一致する。

しかしながら，OPC ではいずれの場合も材齢 420 日時点で質量減少がほぼ収束しているのに対し，FAC

の 60RH90 では依然として減少が継続している。この点も FAC の着目すべき特徴である。 

一方，(b)においては，20℃封緘状態で長期材齢が経過し水和が進んでいることから，両配合ともに

20℃70%RH に曝露しても質量変化はほぼ見られない。これに対し，60℃70%RH に曝露した場合には，

OPC，FAC ともに曝露直後に急激に水分が逸散し，FAC では曝露後 91 日が経過しても収束する傾向は

見られない。 
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(a)シリーズ 1            (b)シリーズ 2 

 

図 3-4 20℃封緘養生後の質量変化 

 

 

 

 水銀圧入法による空隙分布 

（1） 全空隙の経時変化（シリーズ 1） 

実験シリーズ 1 について，OPC および FAC の空隙分布を図 3-5，図 3-6 にそれぞれ示す。 

まず，材齢 91 日より 60℃曝露したケースに着目する。OPC では 119 日にかけて空隙分布が変化し

た後は，(b)91d-60S，(c)91d-60RH90 ともに大きな変化は見られない。また，両者を比較すると，(c)91d-

60RH90 では 100nm 付近の空隙が多く，この差が図 3-1 に示す圧縮強度の差に現れていると考えられ

る。一方，FAC では，60℃曝露後材齢 119 日にかけて，OPC よりも空隙分布が大きく変化し，図 3-3

に示す通りポゾラン反応の進行が寄与している。(c)91d-60RH90 において，OPC のように材齢 119 日で

100nm 付近に空隙のピークが現れないことからも，高温高湿条件への変化に対し，内部供給水がトラ

ップされ付加的な水和に使われた可能性が高いと推察される。しかし，その後 420 日にかけて，特に

(c)91d-60RH90 では 100nm 付近の空隙が大きく増加しており，これは OPC には見られない傾向であっ

た。この過程において，図 3-2 に示す FAC の強度増加率は，増加から減少に転じていることから，高

温負荷の継続に伴う空隙構造の変化が強度低下を引き起こした可能性が示唆される。また，(b)91d-60S

においても若干 100nm 付近の空隙が増加しており，同様に図 3-2 で見られた強度低下の傾向と一致し

ている。 

また，材齢 182 日から 60℃曝露したケースについても，上記と同様の傾向が確認できる。FAC では

60℃曝露への継続に伴い材齢 420 日にかけて，特に(e)182d-60RH90 で 100nm 付近の空隙が増加してお

り，図 3-2 において強度増加率も低下している。また，(d)182d-60S でも，若干 100nm 付近の空隙が増

加している。以上の結果から，60℃環境への曝露開始材齢の違いによらず，傾向に再現性があることが

確認された。 
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(a)20S                (b)91d-60S 

  

(c)91d-60RH90              (d)182d-60S 

 

(e)182d-60RH90 

 

図 3-5 全空隙の経時変化（実験シリーズ 1：OPC） 
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(a)20S                (b)91d-60S 

  

(c)91d-60RH90              (d)182d-60S 

 

(e)182d-60RH90 

 

図 3-6 全空隙の経時変化（実験シリーズ 1：FAC） 
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（2） 連続空隙の経時変化（実験シリーズ 1） 

OPC，FAC の高温負荷継続時の質量変化とその収束性の違いについて，空隙構造の観点から考察を

加えるため，水銀圧入法による除圧後の再加圧過程で得た連続空隙径分布を用いて評価を行った。OPC，

FAC の累積連続空隙量の経時変化を図 3-7，図 3-8 にそれぞれ示す。なお，累積連続空隙量を示す圧

入曲線は，除圧後（0.25MPa）での空隙量が 0 となるよう平行移動して補正したものである。 

両図において，OPC では，60℃環境への曝露開始材齢によらず，60S に比べ 60RH90 では 100nm 付

近の連続空隙が多く空隙の連続性が高いのに対し，FAC では曝露開始後 28 日（(a), (b)では材齢 119 日，

(c), (d)では材齢 210 日）の時点で両者に OPC ほどの違いは見られない。つまり，FAC は，60℃90%RH

の高温高湿環境に曝露した場合も，少なくとも曝露後 28 日間は 60℃封緘養生と同等の連続性の低い

空隙構造を有している。ここに示す空隙の連続性の違いが，OPC と FAC の 60RH90 における質量減少

率の違いとして現れたと解釈される。 

一方で，FAC では以後の高温負荷継続に伴い 100nm 以下の連続空隙が明確に増加しており，OPC と

は対照的である。このように両者で逆の傾向が生じる要因の 1 つとしては，高温負荷継続に伴う C-S-

H の構造変化が考えられる。FAC では OPC に比べ水和析出物に占める C-S-H の割合が大きいことか

ら，仮に C-S-H の構造が高温負荷継続により変化したとするならば，全水和物に及ぼす空隙構造への

影響度は，FAC の方が大きいはずである。例えば Jennings らは，C-S-H の挙動について，1～100nm ス

ケールのコロイドモデルを提案している12),13),14)。その中で C-S-H は，球状粒子である Basic Unit で形

成され，Basic Unit のクラスターが凝集することで Globule を形成するとしている。CM-II と呼ばれる

提案モデル 13)では，Globule 間に形成される空隙を Small Gel Pore(SGP)，凝集体間に形成される空隙を

Large Gel Pore(LGP)と定義し，前者は 1～3nm，後者は 3～12nm の大きさを有するとしている。なお，

毛細管空隙とは，Globule 凝集体に包囲されない開空隙であり大きさは 12nm 以上としている。さらに，

各湿度域の乾燥収縮に関しても考察を行っており，飽和状態では Globule は空隙内で分散した状態にあ

るが，その後 50%RH までの乾燥過程では，毛細管空隙や LGP 内の水分が逸散することにより C-S-H

の周囲にメニスカスが形成され，その結果毛細管張力が作用して Globule が凝集（再配列）すると説明

している。概念図を図 3-9 に示す。仮にこの説が正しいとすれば，高温曝露後 90%RH まで硬化体内外

が水分平衡に達する過程で，Globule が凝集することで C-S-H が緻密化（体積収縮）し，他方，その影

響により毛細管空隙の連続性が増加しても不思議ではない。また，FA を混合した低熱ポルトランドセ

メントペースト試料について高温乾燥前後の SEM 観察の比較結果から，C-S-H コロイド表層部の付着

水の逸散に伴うコロイドの体積収縮が，20nm 以上の空隙量の増加をもたらすことを推察した報告15)が

あることからも，高温負荷継続による C-S-H の構造変化が，硬化体全体の空隙構造に影響を及ぼした

可能性が高いと推察される。このように，高温負荷継続により C-S-H の構造が経時的に変化するなら

ば，図 3-4 の(a)において FAC の 60RH90 の質量減少が長期間収束しない傾向を説明し得る重要因子の

１つになると考えられる。ただし，この傾向は，FAC では OPC に比べて高温高湿環境における硬化体

内の水分移動速度が小さいことに起因している可能性も考えられる。この点については，本論の第 5 章

において解析的アプローチにより詳細な検討を行う。 

また，高温負荷継続に伴い空隙の連続性が増加したその他の要因として，高温により析出する C-S-

H の相組成が変化し16),17)，密度変化18),19)した可能性が挙げられる。このことは，60℃封緘条件（91d-60S，

182d-60S）で水分が外部逸散しないにも関わらず，FAC では空隙構造が経時的に変化していることか

らも推察される。FA を置換したセメント硬化体試料では C-S-H の C/S 比が低下する，また FA 置換率

が高いほど C-S-H の密度は低下するとの研究事例20),21)もあることから，高温負荷継続によるポゾラン
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反応の進行により C-S-H が密度低下し 10nm 付近のゲル空隙の連続性の増加に寄与した可能性や，ポ

ゾラン反応に伴う水酸化カルシウムの消費による影響などが仮説として考えられる。 

材齢 420 日における全ケースの累積連続空隙量の比較を図 3-10 に示す。OPC では，60RH90 で曝露

開始材齢が若い方が径の大きな連続空隙が多く，60S では連続空隙が小経化し空隙量も減少している。

一方，FAC では，上述した高温負荷による C-S-H の構造変化および相組成変化の影響により，高温負

荷を長期継続した後では，20S と大差ない連続空隙構造となったと推察される。 

 

 

  

(a)91d-60S             (b)91d-60RH90 

  

(c)182d-60S            (d)182d-60RH90 

 

図 3-7 累積連続空隙量の経時変化（実験シリーズ 1：OPC） 
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(a)91d-60S             (b)91d-60RH90 

  

(c)182d-60S            (d)182d-60RH90 

 

図 3-8 累積連続空隙量の経時変化（実験シリーズ 1：FAC） 

 

 

 

図 3-9 Globule およびメソスケール領域における C-S-H の構造図 13) 
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(a)OPC               (b)FAC 

 

図 3-10 材齢 420 日における累積連続空隙量の比較（実験シリーズ 1） 
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（3） 連続空隙の経時変化（実験シリーズ 2） 

実験シリーズ 2 について，材齢 511 日における全ケースの累積連続空隙量の比較を図 3-11 に示す。 

OPC，FAC ともに，20S と 20RH70 で大差はなく，材齢 420 日から 20℃70%RH に曝露しても乾燥の

影響がほぼないことを意味している。これは，図 3-4 の(b)の 20RH70 の質量減少率の結果とよく整合

している。また，60S については，OPC では 20S よりも 100nm 以下の連続空隙が大幅に減少，FAC で

は 20S と同等であり，この傾向も図 3-10 に示した実験シリーズ 1 の両配合の傾向と類似している。一

方，60℃70%RH に曝露した場合には，材齢 420 日という長期材齢からの曝露であっても，両配合とも

に他の条件に比べて 100nm 以下の連続空隙量が 2 倍強に増加しており，乾燥の影響を強く受けること

が確認できる。FAC では同じ 60℃環境であっても，90%RH と 70%RH 曝露では空隙の連続性に及ぼす

影響が全く異なり，OPC より空隙構造変化の湿度依存性が強いことが示唆される。図 3-12 に，材齢

511 日における OPC と FAC の 60℃70%RH での累積連続空隙量の比較を示す。FAC の方が広範に連続

空隙が分布しており空隙量も多い。この特徴が，図 3-4 の(b)に示した FAC の 60RH70 の質量減少の多

さや減少の継続に寄与していると推察される。 

  

(a)OPC               (b)FAC 

 

図 3-11 材齢 511 日における累積連続空隙量の比較（実験シリーズ 2） 

 

 

図 3-12 材齢 511 日における OPC と FAC の 60℃70%RH での累積連続空隙量の比較 
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 全空隙と見掛けの空隙率の比較 

実験シリーズ 2 について，水銀圧入法により測定した全空隙率（Porosity accessible to mercury）とア

ルキメデス法により測定した見掛けの空隙率（Porosity accessible to water）の比較を図 3-13 に示す。 

OPC，FAC ともに 60S では，20S，20RH70 に対し，水銀圧入法による全空隙率はほぼ一定のままア

ルキメデス法による見掛けの空隙率のみ増加している。つまり，60℃封緘養生では水銀圧入法では測

定できない 3nm 未満の空隙が増加したと考えられる。なお，同空隙の増加幅は FAC の方がやや大き

い。一方，60RH70 の場合には，FAC では 20S，20RH70 に対しほぼ 45°勾配で移動していることから，

水銀圧入法で測定可能な 3nm 以上の空隙の増加が，全増加の大部分を占めると考えられる。 

 

 

図 3-13 水銀圧入法とアルキメデス法で測定した空隙率の比較（実験シリーズ 2） 

 

 

 塩化物イオンの見掛けの拡散係数 

20S ならびに実験シリーズ 1 の 91d-60S，91d-60RH90 を対象に，材齢 420 日より 6 ヵ月間行った一

面浸漬試験より得られた塩化物イオンの濃度分布を図 3-14 に，Fick の拡散方程式を用いた回帰分析よ

り算定した見掛けの実効拡散係数（Dap）を表 3-5 に示す。 

OPC では 60RH90，60S，20S の順に塩化物イオンがより深く浸透している。OPC の場合，60℃環境

で水分が逸散しやすい条件ほど，見掛けの拡散係数が増加する傾向が確認できる。一方，FAC では，

いずれのケースにおいても濃度分布に大差はなく，深さ約 20mm で塩化物イオンの浸透は停滞してい

る。FAC の見掛けの拡散係数は 0.25～0.48[cm2/年]といずれも小さい。鎌田22)は，OPC および FA コン

クリートを対象に，20℃および 40℃封緘環境で養生した供試体を用いて同様の実験を実施しており，

OPC の場合 40℃環境ではより深く塩化物イオンが浸透する傾向が見られるのに対し，FAC では 40℃

環境でも浅部で浸透が停滞することを報告している。図 3-14 に示す結果は，鎌田の既往の研究の傾向

とよく一致している。OPC と FAC で見掛けの拡散係数を比較すると，20S では FAC は OPC より若干

小さい程度であるが，60S，60RH90 では FAC の方が顕著に小さいことが確認できる。 

OPC および FAC の各ケースについて，材齢 420 日時点における累積全空隙量分布および累積連続空

隙量分布の比較を，図 3-15，図 3-16 にぞれぞれ示す。図 3-15 より，OPC，FAC ともに累積の全空隙

量としてはケース間で大差はないが，200nm 以下の空隙分布に違いが見られる。図 3-16 の連続空隙で

比較すると，ケース間での空隙分布の違いはより明確である。20S と 60RH90 を比較すると，OPC では
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後者の方が 200nm 以下の連続空隙が明らかに多いが，FAC では同様の分布を示している。この違いが，

見掛けの拡散係数は，OPC では 20S<60RH90 であるのに対し，FAC では 20S≒60%RH を示す一因であ

ると推察される。また，FAC の 60S は，20S に比べ 200nm 以下の連続空隙が明らかに少なく，見掛け

の拡散係数の傾向とよく一致している。 

ただし，塩化物イオンの浸透深さは，空隙構造のみならず，空隙内の水分状態にも依存することが指

摘されている 22),23),24)。このことから，OPC において 20S よりも 60℃環境で塩化物イオンが深く浸透す

る傾向は，OPC の場合 60℃環境で自己乾燥がより顕著に進んでいると考えられることから，一面浸漬

時に移流により塩化物イオンが浸透した影響も含まれる可能性があると推察される。 

 

 

(a) OPC       (b) FAC 

 

図 3-14 各ケースの全塩化物イオンの濃度分布 

 

 

 

表 3-5 各ケースの塩化物イオンの見掛けの拡散係数 

 

 
OPC FAC 

見掛けの拡散係数 Dap 
20S に対する 

Dapの比 
見掛けの拡散係数 Dap 

20S に対する 
Dapの比 

20S 
0.57 [cm2/年] 

(1.8×10-12[m2/sec]) 
--- 

0.32 [cm2/年] 
(1.0×10-12[m2/sec]) 

--- 

91d-60S 
1.73 [cm2/年] 

(5.5×10-12[m2/sec]) 
3.04 

0.25 [cm2/年] 
(7.9×10-13[m2/sec]) 

0.79 

91d-60RH90 
4.62 [cm2/年] 

(1.5×10-11[m2/sec]) 
8.10 

0.48 [cm2/年] 
(1.5×10-12[m2/sec]) 

1.50 
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(a) OPC    (b) FAC 

図 3-15 累積全空隙量分布の比較（材齢 420 日） 

   

(a) OPC    (b) FAC 

図 3-16 累積連続空隙量分布の比較（材齢 420 日） 
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3.5. まとめ 

本章では，前章および既往の知見より推察した，高温環境下における緻密化メカニズムが有効に機

能するために必要な条件について検証するため，FA の混合の有無に着目した比較実験を行った。普通

ポルトランドセメントの一部を FA で内割置換した FA 混合モルタル（FAC）および同セメント単味の

モルタル（OPC）を作製し，長期間 20℃封緘養生した後，複数の異なる材齢から温度・湿度条件を変

化させ，各環境下における物性変化を長期的に測定した。得られた知見を以下に示す。 

 

(1) OPC，FAC ともに，60℃環境への曝露開始材齢に関わらず，曝露後に強度が増加する傾向が見ら

れた。そのメカニズムとして，残存する未水和粒子と高温負荷により新たに内部供給された水分

が反応することで付加的な水和が生じた可能性が推察された。 

(2) 20℃封緘養生終了時の圧縮強度に対する 60℃曝露後の各材齢での強度比（強度増加率）は，OPC

ではいずれの条件でも日数経過とともに概ね強度増加するが，FAC では高温負荷直後に大きく増

加する一方，その後は低下する傾向が見られた。 

(3) TG-DTA 分析の結果，FA のポゾラン反応は高温環境で著しく反応が進行するものの，1 年以上高

温曝露した後も Ca(OH)2 が残存しており，既往の研究と整合する結果を示した。 

(4) FAC は高温高湿曝露直後の自由水の保持能力は高いが，以後，水分逸散が長期に渡って継続する

特徴があることを確認した。 

(5) 水銀圧入法で測定した全空隙の経時変化より，FAC では，高温負荷の継続に伴う空隙構造の変化

が強度低下を引き起こした可能性が示唆された。 

(6) 水銀圧入法で測定した連続空隙の経時変化より，FAC では高温負荷継続に伴い 100nm 以下の連続

空隙が増加していた。その要因として，外部環境への水分逸散により C-S-H の構造が変化した可

能性，また，高温により析出する C-S-H の相組成が変化した可能性などが推察された。 

(7) 一面浸漬試験の結果，OPC では 60℃環境で水分が逸散しやすい条件ほど，塩化物イオンがより深

くまで浸透し見掛けの拡散係数が増加する傾向があるのに対し，FAC では 20℃封緘環境と 60℃環

境で違いは見られなかった。その要因として，連続空隙構造や空隙中の水分状態に起因する可能

性が示唆された。 

 

なお，現状では，推察した C-S-H の変化の可能性について，TEM-EDS，NMR，小角中性子散乱（SANS）

等の直接的な分析手法25 )により相組成や空隙構造を検証するには至っておらず，この点は今後の課題

である。 

また，高温環境下での曝露については炭酸化影響が懸念される。本研究の条件の場合，長期封緘養生

後の緻密な空隙構造を有する低 W/B 硬化体を高温環境に曝露していること，さらには高湿度環境であ

ることから中性化影響は表層部に限られ供試体中心部を分析した本実験結果への影響は小さいと考え

ているが，その影響を完全に否定することはできない。また，本研究では主として 100nm 以下の空隙

分布の変化に着目して議論したが，水銀圧入法による測定結果には高圧注入に伴う空隙構造の破壊影

響が含まれる可能性がある。数 nm オーダーの微小空隙変化について詳細に検討する場合には，ガス

吸着法等の微小領域に適した測定手法を併用することが望ましいと考えられる。 
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4. フライアッシュ混合セメントに関する複合水和発熱モデルの高度化 

4.1. はじめに 

熱力学連成解析システム（DuCOM）は，複合水和発熱モデル，空隙構造形成モデル，水分平衡・移

動モデルの 3 つを基本モデルとしており，これらを相互連関させることで，任意の材料，配合，環境条

件等に対し時系列でその材料特性変化を予測することができる。さらに，DuCOM から得られる微視的

な熱力学状態量を 3 次元構造解析システム（COM3）と連成させ，ミクロな材料特性とマクロな構造応

答を統合したマルチスケール型の時間依存変形の予測を行うことも可能である1 ),2 ),3 )。このように

DuCOM はマルチスケール型予測解析の根幹となることから，DuCOM による熱力学的状態量の予測精

度が，それと密接に関連する収縮，クリープ等のマクロな挙動予測に及ぼす影響は極めて大きい。 

第 2 章において，FA を混合した低水結合材比モルタル配合を対象に，高温負荷時の圧縮強度および

質量変化率の推移について DuCOM による試解析を行った。その結果，解析値が実験値に対し過大に

なる傾向が確認された。これを端緒に，本章および次章では，その要因を追究するため，FA 混合セメ

ントを主な対象としてまずは 3 つの基本モデルについて妥当性の再検証を行った。 

 

岸らは，これまで種々のポルトランドセメントおよび混合セメントにも適用可能な複合水和発熱モ

デルの開発を進めてきた4),5),6),7)。同モデルは，セメントクリンカー鉱物やその他混和材の水和反応過程

を個別に記述した単一の反応単位として取り扱っており，各反応間の相互依存性を考慮しつつ鉱物組

成比に応じて個々の反応を足し合わせることで，任意の温度履歴に対して材料総体の水和発熱過程を

表現できることが特徴である。水和発熱過程の評価においては，データの信頼性やひび割れ発生予測

への有用性などを勘案した結果，材料総体の断熱温度上昇量を主なモニタリング指標に用いることに

より，これまでモデルの妥当性が検証されてきた。また，断熱温度上昇量以外にも，ポルトランドセメ

ント中のエーライト，ビーライトの水和率に対して一部検証はなされているものの，各鉱物の水和率

に対する検証は必ずしも十分とはいえないのが現状である。 

さらに，近年になり，XRD/Rietveld 解析によるセメントの鉱物組成や水和反応率の定量化手法が提

案され，定量精度の向上とともに測定事例が数多く報告されるようになってきた8),9),10),11),12)。また，同

手法と選択溶解法を併用することで，混合セメント中の混和材の反応率を直接定量できるようになっ

たことから，FA の反応率を実測した事例も複数報告されている13),14),15),16),17),18)。このように，岸らが複

合水和発熱モデルを構築した当時には確度ある測定結果として期待できなかった指標が，近年では検

証指標として利用できるようになってきた。 

そこで，本章では，各クリンカー鉱物の水和率を新たな検証指標として，まずは，ポルトランドセメ

ントを対象に既往の複合水和発熱モデルの妥当性について再検証を行った。続いて，FA 混合セメント

を対象に，混合セメント中の FA の反応率を検証指標として，既往の FA 反応モデルを用いた検証を行

い，既往の FA 反応モデルの抜本的な課題点を明らかにした。その上で，既往のモデルをベースに，水

結合材比や FA 置換率の違いによるポゾラン反応進展への影響をより直接的に考慮した高度化モデル

を提案し，最後にその妥当性について検証した。 
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4.2. 既往の複合水和発熱モデル 

 複合水和発熱モデルの基本概念 

複合水和発熱モデルでは，セメントクリンカー鉱物（エーライト（C3S），ビーライト（C2S），アルミ

ネート相（C3A），フェライト相（C4AF））および混和材の水和反応過程を各要素に分解して取り扱い，

構成鉱物比や混和材置換率に応じて各要素の水和発熱速度を足し合わせることにより，式 4.1 に示す

とおり混合セメント総体の水和発熱速度を表現する 4),7)。 

 

ഥܪ ൌ෍݌௜ܪపതതത ൌ ഥ஼ଷ஺ா்ܪ஼ଷ஺ሺ݌ ൅ ഥ஼ଷ஺ሻܪ ൅ ഥ஼ସ஺ிா்ܪ஼ସ஺ிሺ݌ ൅ ഥ஼ସ஺ிሻܪ ൅ ഥ஼ଷௌܪ஼ଷௌ݌ ൅ ഥ஼ଶௌܪ஼ଶௌ݌

൅ ഥௌீܪௌீ݌ ൅  ഥி஺ܪி஺݌

式 4.1 

 

ここで，i は各クリンカー鉱物，高炉スラグ（SG）もしくはフライアッシュ（FA）を表す。 H は混

合セメント総体の水和発熱速度， iH は鉱物 i の単位重量当りの発熱速度，piは鉱物 i の重量組成比であ

る。 AETCH 3 および AFETCH 4 は C3A および C4AF と石膏の反応によるエトリンガイトの生成に伴う発熱

速度を表す。なお，内部温度 T における各鉱物の水和発熱速度 iH は，アーレニウス則を用いた式 4.2

によって表される 4),7)。 

ഥ௜ܪ ൌ ௜ߛ ∙ ௜ߚ ∙ ௜ߣ ∙ ௜ݎ ∙ ,௜ܪ బ்ሺ തܳ௜ሻ݁݌ݔ ൜െ
௜ܧ
ܴ
൬
1
ܶ
െ
1

଴ܶ
൰ൠ 式 4.2 

 

ここで，Ei は鉱物 i の活性化エネルギー，R は気体定数であり，Ei/R をもって温度活性とする。 0,TiH

は基準温度 T0（=293K）における鉱物 i の基準発熱速度で積算発熱量
iQ の関数であり，各鉱物の基準

の比表面積に対して使用する材料の比表面積を用いて補正した係数である。γi は初期水和発熱過程に

おけるフライアッシュおよび有機混和剤による遅延効果を表す係数，βi は自由水（析出空間）の減少

による発熱速度の低減を表す係数，λi は液相中の水酸化カルシウム量に依存した高炉スラグおよびフ

ライアッシュの発熱速度の変化を表す係数，ri はポルトランドセメントの鉱物組成の相違による C3S と

C2S の発熱速度の変化を表す係数である。ただし，γi，βi，λi の各係数は，複数の係数が 1 未満の低

減率を与える場合には，最も小さい係数をもって発熱速度の低減係数を与える。 

 

 各構成鉱物の基準発熱速度 

各クリンカー鉱物の基準発熱速度を図 4-1 に示す 5)。各鉱物の基準水和発熱速度は，普通ポルトラ

ンドセメントにおける発熱速度として設定しており，摂氏 20℃を基準温度としている。また，各クリ

ンカー鉱物反応の水和発熱過程は積算発熱量によって区分されている。C3S および C2S の水和発熱過

程区分として，総発熱量の 1%までを Stage1，C3S は 25%，C2S は 30%までをそれぞれ Stage2，それ以

降を Stage3 としている。各 Stage の範囲は，Stage1 では初期の誘導期に相当する温度上昇の停滞期間

とその温度上昇を，Stage2 においては温度上昇履歴における第 2 ピークに相当する発熱速度の変化を

再現するように過程している。また，Stage3 は拡散律速過程としている。各鉱物の基準水和発熱速度が

0 となる積算発熱量は，水和が 100%に達する最終発熱量に相当し，これらの値は理論発熱量に基づき

決定している。 
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図 4-1 各クリンカー鉱物の基準発熱速度 5) 

 

 

一方，高炉スラグとフライアッシュの基準発熱速度を図 4-2 に示す 6),19)。これらの水和発熱速度の

設定については，通常，混和材は単体では水和反応を起こさず混和材単体の水和発熱速度を実験的に

同定することが困難であること，また試薬を加えて計測される発熱速度はセメントと共存する混合セ

メント中の混和材の発熱速度とは異なることを考慮し，系統的な断熱温度上昇試験結果20 )に対する解

析的な検討と定性的な考察に基づき，岸らが設定したもの 5)をベースとしている。その後，高炉スラグ

に関しては，高炉スラグ置換率の増加に伴い高炉スラグの反応が停滞することを考慮したモデルの高

度化に伴い，設定値の修正がなされた 19)。また，フライアッシュに関しては，フライアッシュの反応

は非常に緩慢であり，反応全般にわたりフライアッシュ中のガラス相の溶出速度が律速していると捉

えることが適当であるとの考えに基づき，接水直後から拡散律速過程（Stage3）をたどる単純減少型の

基準発熱速度に変更された 6)。フラアッシュの基準発熱速度は，図 4-2 に示すように，クリンカー鉱物

や高炉スラグに比べ非常に小さな設定としている。なお，高炉スラグおよびフライアッシュの単位重

量当たりの最終発熱量（
,iQ ）の設定値は，それぞれキャラクターによらず 787.5[kJ/kg]，210[kJ/kg]で

ある。 

 

図 4-2 スラグおよびフライアッシュの基準発熱速度 6),19) 
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 各鉱物の温度活性 

各鉱物の温度活性を図 4-3 に示す。クリンカー鉱物については，鈴木ら21)が同定したセメント総体

の温度活性を参考に，各鉱物の反応性が C3A＞C3S＞C4AF＞C2S の順にあることを考慮して，各鉱物の

温度活性に-6,500[K]から-2,500[K]の値を割り当てている 5)。 

高炉スラグの温度活性については，定性的な知見を参考に温度履歴の解析を通じて C3S の Stage3 の

設定値よりも幾分小さい-4,500[WK/kg]を与えている 5)。一方，フライアッシュの温度活性については，

前述の拡散律速型の非常に小さな基準発熱速度への変更に伴い，-12,000[K]という大きな値を与えるこ

とにより，常温では非常に緩慢に進むフライアッシュの反応が，高温下では活性化される傾向を表現

できるようになった 6)。 

 

 

図 4-3 各鉱物の温度活性 5), 6) 

 

 

 セメント主要鉱物間および混和材との反応相互依存性 

（1） 自由水の減少による水和発熱速度の低減 

複合水和発熱モデルでは，鉱物の反応が相互に影響を及ぼし合う要因として，まず水和に関する水

を取り上げ，かつ水和生成物の析出空間である自由水を各構成鉱物が共有することを考慮している 5)。 

自由水の減少による発熱速度の低減は，粒子中の反応面と自由水との接触機会の減少により生じる

ものとし，水和発熱速度の減少程度を表す係数 βi を式 4.3 により表現している。 

 

௜ߚ ൌ 1 െ ݌ݔ݁ ቊെݎ ቊ
௙௥௘௘ݓ
100 ∙ ௜ߟ ௜ܵ

ଵ
ଶൗ ቋ

௦

ቋ 式 4.3 

 

 ここで，Siは正規化された鉱物 i の比表面積比，r，s は材料定数である。wfreeは正規化された自由水

量，ηi は正規化された鉱物 i の内部反応生成層厚であり，それぞれ以下の式によって与えられる。 

 

௙௥௘௘ݓ ൌ
௧௢௧௔௟ݓ െ ௜ݓ∑

௣௖݌ሺܥ ൅ ݉ௌீ ∙ ௌீ݌ ൅ ݉ி஺ ∙ ி஺ሻ݌
 式 4.4 
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݉௜ ൌ ߣ
௜ൗߚ  式 4.5 

௜ߟ ൌ 1 െ ቆ
ܳ௜
ܳ௜,ஶ

ቇ

ଵ
ଷ
 式 4.6 

 

ここで，wtotal は初期単位水量，wi は各鉱物の反応により消費・固定された水量，C は単位セメント量

である。式 4.4 の分母において，混和材の反応が後述する水酸化カルシウムの不足により停滞した場

合について，各鉱物の重量組成比 pi に基づき混和材を含まないポルトランドセメントに対する自由水

の影響を考慮している。また，
iQ は鉱物 i の積算発熱量，

,iQ は鉱物 i の最終発熱量である。 

各反応に消費される結合水量は，各鉱物毎の反応式から求まる結合水率とモデルにより算出される

反応率を乗ずることにより求められる。モデルで採用している反応式を以下の式に示す 5)。 

 

C3A + 6H → C3AH6 

C4AF + 2CH + 10H → C3AH6 - C3FH6 

2C3S + 6H → C3S2H3 + 3CH 

2C2S + 4H → C3S2H3 + CH 

式 4.7 

 

ここで，C≡CaO，S≡SiO2，A≡Al2O3，F≡Fe2O3，H≡H2O，CH≡Ca(OH)2 である。また，式 4.7 で

規定される化学的に結合される水の他に，水和反応の進行に伴う空隙構造の変化ならびに毛細管，ゲ

ル，層間空隙中の水分に関する熱力学平衡を連成させ物理的拘束水量を算出し，両者の合計を wi とし

て，式 4.4 に用いている。なお，物理的拘束水の定義については，5.2.2 に示す通りである。 

 

式 4.3 において，自由水量が減少しかつ未反応部分が厚い内部生成層で覆われると，βi が低減するこ

とにより，水和反応の停滞が表現される。 

 

（2） 水酸化カルシウム量に依存する混和材の反応速度の評価 

高炉スラグやフライアッシュは，いずれも単独では継続的な反応は起こさず，水酸化カルシウム

（Ca(OH)2）を刺激剤として反応が進行する。混合セメント中における Ca(OH)2 は，C3S および C2S の

水和反応により生成される一方，混和材のポゾラン反応により経時的に消費される。 

そこで，複合水和発熱モデルでは，Ca(OH)2 が不足することによる混和材の反応速度の低減を，系内

に残存する Ca(OH)2 量と当該時点に高炉スラグとフライアッシュが十分に反応するために必要とする

Ca(OH)2 量の比によって，式 4.8 を用いて簡便に表現している 7)。 

 

௜ߣ ൌ 1 െ ݌ݔ݁ ቊെ2.0 ൬
஼ுܨ

ܴௌீ஼ு ൅ ܴி஺஼ு
൰
ଵ.ହ

ቋ 式 4.8 

 

ここで，FCHは，C3S および C2S の水和反応により生成され，いまだポゾランもしくは C4AF の反応

により消費されていない Ca(OH)2 量，Ri は Ca(OH)2 が十分に存在する場合にそれぞれ高炉スラグ，フ

ライアッシュの反応に必要となる Ca(OH)2 量である。 
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なお，Ca(OH)2 消費率は，混和材のキャラクターによらず，かつ全反応過程を通して一定値をとるも

のとして仮定し，定性的な知見および解析的な検討を通じて，高炉スラグおよびフライアッシュによ

る Ca(OH)2 消費率は，それぞれ反応量に対して 22%および 100%と設定している 7)。 

 

（3） 不活性微粉末および水酸化カルシウムを刺激剤とする混和材の鉱物微粉末効果 

鉱物微粉末効果とは，セメントクリンカー鉱物の周囲に不活性あるいは未反応微粉末が存在するこ

とにより，セメントの水和反応が活性化され22)，断熱温度上昇量や強度が増加するなどの効果をいう。

そのメカニズムは，混合した微粉末粒子の表面がセメント水和生成物の析出サイトとしての役割を果

たすことにより，未反応セメント粒子の周囲に形成される外部生成物の生成層の成長が軽減され，未

反応セメント粒子から供給されるイオンの移動抵抗性の低下が緩和されることによって，活発な水和

が継続することにあるとされる。 

複合水和発熱モデルでは，このような鉱物微粉末効果について，反応律速過程（Stage2）および拡散

過程（Stage3）において各変化点を規定する積算発熱量と基準発熱速度をともに増加させることにより，

活発に水和が継続する特徴を表現している。概念図 7)を図 4-4 に示す。 

 

 

図 4-4 鉱物微粉末効果による基準発熱速度の修正 7) 

 

鉱物微粉末効果については，後藤ら23)が SEM 観察により粒子表面への水和析出物の析出を確認した

石灰石微粉末のような不活性鉱物を想定したモデルが，最初に導入された24)。その後，刺激剤の不足に

より未反応粒子として残存する高炉スラグやフライアッシュにも，鉱物微粉末効果を考慮するのが妥

当であるとの考えに基づき，小田部らにより Ca(OH)2 を刺激剤とする混和材に対してモデルが拡張さ

れた 6)。フライアッシュによる鉱物微粉末効果は Berry ら25)も報告している。拡張後の鉱物微粉末効果

に関する評価式を式 4.9 に示す。 

 

For P2 and P3: Qij’=Qij， 

HSij’=HSij・(1+kH1・rsad,Total) 

For P4 and P5: Qij’=Qimax – (Qimax – Qij)/(1+kQ・rsad,Total)， 

HSij’=HSij・(1+kH2・rsad,Total) 

For P6:      Qij’=Qimax – (Qimax – Qij)/(1+kQ・rsad,Total)， 

HSij’=HSij・(1+kH3・rsad,Total) 

式 4.9 
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ここで，j は基準発熱速度関数における節点数であり，Qijおよび HSijはそれぞれ鉱物 i の節点数 j に

おける積算発熱量および基準発熱速度，Qimax は鉱物 i の最終発熱量である。また，不活性微粉末およ

び未反応混和材による鉱物微粉末効果によるクリンカー鉱物の水和促進影響は式 4.10 で表される係

数 rsad,Total および各係数 kH1，kH2，kH3，kQの積により考慮される。なお，kH1，kH2，kH3，kQの値はそれ

ぞれ 0.55，0.55，0.183(=0.55/3)，0.1 である。 

 

௔ௗ,்௢௧௔௟ݏݎ ൌ
ሺ1 െ ௠ሻሺ1ߣ െ ௠ሻߙ ∙ ௠ܤ ∙ ௠݌ ൅⋯൅ ሺ1 െ ௡ሻሺ1ߣ െ ௡ሻߙ ∙ ௡ܤ ∙ ௡݌

௣௖ܤ ∙ ௣௖݌
 式 4.10 

 

ここで，Bi は鉱物 i の比表面積，pi は鉱物 i の全体に占める重量割合であり，λi は Ca(OH)2 の不足に

よる低減係数（式 4.8 参照），αi は鉱物 i の反応率であり，石灰石微粉末の場合は両者ともに 0 を代入

する。鉱物微粉末効果は，その効果を受け持つ微粉末の比表面積や粒子表面の凹凸性といった物理的

要因に支配されることから，総比表面積比をもって反応促進を表す指標としている 24)。 

なお，式 4.9 および式 4.10 で考慮される鉱物微粉末効果は，セメント主要鉱物である C3S および

C2S に対して効果があると仮定し，両鉱物に対して適用する。C3A および C4AF に対する効果は，そも

そも含有量が少量であり影響が限定的であると考えられること，また，普通セメントと比較して，両鉱

物の反応を遅延させるあるいはほとんど変わらないなど，統一した見解が得られていないことから26)，

対象外とした。 

 

（4） C2S による鉱物微粉末効果 

小田部ら 6)は，セメント中の C3S 量が減少し C2S 量が増加するのに伴い，C3S の反応が促進され C2S

の反応が抑制される事例が報告されている27)こと，また，LPC セメントペースト試料の内部組織を走

査電子顕微鏡で観察したところ，反応が生起する以前の C2S 粒子表面に C3S から由来したと思われる

珪酸カルシウムの水和物の析出が確認できた 6)ことから，C2S 含有量が多く，C2S の反応が初期に活性

化されない場合には，C2S による C3S への鉱物微粉末効果が生じると考え，この効果をモデル上考慮

することとした。 

これにより，式 4.9 および図 4-4 に示した鉱物微粉末効果の評価式を式 4.11 のように拡張し，C3S

を対象に C2S による鉱物微粉末効果を導入した。 

 

For P2 and P3: Qij’=Qij， 

HSij’=HSij・(1+kH1・rsad,Total) 

For P4 and P5: Qij’=Qimax – (Qimax – Qij)/(1+rS+kQ・rsad,Total)， 

HSij’=HSij・(1+ rS+kH2・rsad,Total) 

For P6:      Qij’=Qimax – (Qimax – Qij)/(1+ rS+kQ・rsad,Total)， 

HSij’=HSij・(1+ rS/3+kH3・rsad,Total) 

式 4.11 

 

ここで，rS は，未反応 C2S による C3S に対する鉱物微粉末効果による水和促進係数であり，使用す

るセメントの鉱物組成を用いて C2S/(C3S+C2S)の関数として式 4.12 で簡易的に考慮している 6)。 
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௦ݎ ൌ ௦,௠௔௫ݎ ൤1 െ ݌ݔ݁ ൜െ݀ ൬
஼ଶௌ݌

஼ଷௌ݌ ൅ ஼ଶௌ݌
൰
௘

ൠ൨ 式 4.12 

 

なお，rsmax，d，e はそれぞれ 1.2，3.0，5.0 としている。 

これにより，LPC のように C2S を多く含むセメントの場合には，図 4-5 のように C3S の基準発熱速

度が増加する。一方で，C3S を多く含むセメントほど，C2S による C3S への鉱物微粉末効果（rs）は低

減し，OPC の基準発熱速度に漸近する。 

 

 

図 4-5 LPC と OPC 中の C3S の基準発熱速度の比較 6) 

 

 

（5） 石灰飽和比を考慮した基準発熱速度の修正 

一方，セメント中の C3S 量が減少し C2S 量が増加した場合に，C2S の反応が抑制される傾向がある

こと 27)に着目すると，その一因として，液相中のアルカリイオン濃度の変化が考えられる。 

川田らの実験28)によると，C3S 単体では，C3S の発熱速度のピークが現れる時期は，液相中の石灰飽

和比[Ca2+][OH-]2 が過飽和に達する時期と一致するのに対し，C2S 単体では石灰飽和比が過飽和に達す

ることがないため，その発熱速度はピークを持たない緩慢な反応速度となることが示されている。一

方，一般的なポルトランドセメントでは，C3S と C2S が共存するため，ポルトランドセメント中の C2S

は C3S から溶出される Ca2+に依存し，その反応が活性化するものと考えられる。また，そのほかにも，

C2S の反応は，C3S の水和により生じた Ca(OH)2 の影響を受けること 29 )，C2S の反応速度は

HPC>OPC>LPC の順で速くなること30)が既往の研究により示されている。 

これらの知見をもとに，小田部らは，C3S および C2S の発熱速度は石灰飽和比の影響を受けると考

え，特にその影響は C3S から溶出される Ca2+に依存する C2S の方が顕著になることを考慮して，C3S

および C2S の基準発熱速度を修正するパラメータを複合水和発熱モデルに導入した 6)。各修正パラメ

ータを規定するため，OPC を対象に基準発熱速度と温度活性を同定した後，LPC を対象に同手順を行

い，最後に石灰飽和比を代替する指標として鉱物組成比の相違に応じた基準発熱速度の変化を数式化

している。評価式を式 4.13 に示す。 
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௜ݎ ൌ ௠௔௫ݎ െ ܽ ∙ ݌ݔ݁ ൜െܾ ൬
஼ଷௌ݌
஼ଶௌ݌

൰
௖

ൠ 式 4.13 

 

ここで，ri は鉱物組成比の違いに応じた C3S または C2S の基準発熱速度の修正係数，pC3S および pC2S

は，それぞれポルトランドセメントに占める C3S，C2S の重量割合，rmax，a，b，c は材料定数である。

b および c は C3S，C2S ともに 0.025，7.0 とし，rmaxおよび a は，C3S で 1.1，0.1，C2S で 1.3，1.0 とし

ている 7)。セメントの鉱物組成比による基準発熱速度の修正係数 rCHの推移を図 4-6 に示す。 

 

 

図 4-6 セメントの鉱物組成比による基準発熱速度の修正係数 riの推移 

 

 

LPC のように C2S が多いセメントでは，液相中の石灰飽和比が OPC に比べると低下し，C2S の反応

が抑制される。このような LPC に対し，Ca(OH)2 の消費量が大きいフライアッシュを混合すると，C2S

の反応がさらに抑制される 15)との知見や，高炉スラグを大量に置換した場合には，C2S のみならず C3S

の反応も抑制されるとの知見がある。このことから，小田部らは LPC のような C2S が多いセメントに

対し，ポゾラン反応する混和材を含む場合には，図 4-6 よりもさらに石灰飽和比が低減する影響を考

慮する必要があると考え，式 4.13 に示す評価式を以下のように拡張した 7)。 

 

C3S： ݎ௥௘௦,஼ଷௌ ൌ 1.1 െ ሺ1.1 െ ሻߜ3 ∙ ݌ݔ݁ ቊെ0.025 ∙ ൬
஼ଷௌ݌
஼ଶௌ݌

൰
଻.଴

ቋ 式 4.14 

C2S： ݎ௥௘௦,஼ଶௌ ൌ 1.3 െ ሺ1.3 െ ሻߜ ∙ ݌ݔ݁ ቊെ0.025 ∙ ൬
஼ଷௌ݌
஼ଶௌ݌

൰
଻.଴

ቋ 式 4.15 

ߜ  ൌ
1

3 ൅ 0.03 ∙ ௌீ݌ ൅ 0.05 ∙ ி஺݌
 式 4.16 
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ここで，pSG，pFAは混合セメント中に占める高炉スラグ，フライアッシュの重量割合である。例えば，

混和材としてフライアッシュの混合影響を考慮した鉱物組成比による基準発熱速度の修正係数の推移

を図 4-7 に示す。式 4.15 において，C3S の低減率は C2S の 3 倍小さく設定している。これは，式 4.7

に示した C3S と C2S の化学反応式における Ca(OH)2 の生成量に基づくものである。また，式 4.16 にお

ける，高炉スラグとフライアッシュの重み付けは，フライアッシュの方が Ca(OH)2 の消費率が大きい

ことを反映している。 

 

  

 (a) C3S     (b) C2S 

 

図 4-7 FA の混合影響を考慮したセメントの鉱物組成比による基準発熱速度の修正係数 rC3S，rC2S

の推移 

 

 

 

4.3. ポルトランドセメントを対象とした複合水和発熱モデルの再構築 

 既往の複合水和発熱モデルを用いたクリンカー鉱物の水和率の検証と課題の抽出 

ポルトランドセメント中のクリンカー鉱物の水和率を新たな検証指標として，既往の複合水和発熱

モデルを用いて，水和率に関する解析精度を検証する。 

検証に用いた文献および実験条件，水和率の測定法の概要を表 4-1 に示す。なお，いずれも試料は

ペーストであり，セメントの鉱物組成は各文献に記載されている。 

各クリンカー鉱物の水和率の実測値および既往の複合水和発熱モデルを用いた解析値の比較を，図 

4-8～図 4-17 に示す。なお，解析における各クリンカー鉱物の水和率の定義は以下の通りである。 

 

௜ߙ ൌ
ܳ௜

ܳ௜,ஶ൘  式 4.17 
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表 4-1 モデルの検証に用いた測定事例 

 

 養生条件 
セメント種類 

（水セメント比） 

セメントの 
比表面積
(cm2/g) 

水和率の 
測定鉱物 

水和率の 
測定法 

文献 

A 10, 20, 30℃封緘 

早強：H(50%) 
普通：N（50%） 

中庸熱：M（50%） 
高 C2S：B（50%） 

H: 5123 
N: 4227 
M: 4346 
B: 4530 

C3S 
C2S 
C3A 

C4AF 

XRD/内部標準

法 
玄(1995)31) 

B 
2 日間 20℃封緘後， 

3, 20, 35, 50℃水中 
普通：N（50, 40, 30%） 3190 

C3S 
C2S 

（N50%は C3A，

C4AF も測定 

XRD/Rietveld 佐川（2004）9) 

C 10, 20, 40℃封緘 
普通：N（50, 35%） 
低熱：L（50, 55%） 

N: 3300 
L: 3430 

C3S 
C2S 

XRD/Rietveld 丸山(2010)11) 

D 20℃封緘 
普通：N（55, 40%） 

中庸熱：M（55, 40%） 
低熱：L（55, 40%） 

N: 3160 
M: 3210 
L: 3400 

C3S 
C2S 

XRD/Rietveld Maruyama(2014)12) 

 

 

 

図 4-8～図 4-11 において，解析結果はいずれも概ね C3S，C3A の水和率をやや過少評価，C2S，

C4AF の水和率を過大評価する傾向が見られる。特に中庸熱セメントや高 C2S セメントにおいては，

早強セメントや普通セメントに比べ，C2S，C4AF の組成比が大きいことから，両鉱物の解析精度がセ

メント全体の水和率の解析精度に大きく影響していると考えられる。 

図 4-12～図 4-14 においては，水セメント比の違いによらず，特に C2S の水和率を過大評価する傾

向が見られる。また，C2S の実測値は養生温度の違いにより差が大きいのに対し，解析ではその差が

小さいことから，解析上の C2S の温度活性の設定が小さい可能性が示唆される。また，C3S，C3A の

水和率をやや過少評価，C4AF の水和率を過大評価する傾向は，図 4-8～図 4-11 と同様である。 

図 4-15～図 4-16 においても，C3S および C2S について上記と同様の傾向が見られるが，普通セメ

ントでは低熱セメントに比べ，C2S の水和率をより過大評価する傾向がある。これは，図 4-6 に示し

た基準発熱速度の修正係数の影響により，普通セメントと比較して低熱セメントでは C2S の基準発熱

速度が大きく低減されることから，過大評価の傾向が緩和されるためであると考えられる。また，図 

4-17 においても，C3S/C2S 比が大きい N>M>L の順で，解析において C2S の水和率を過大評価する傾

向が強く見られる。 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

  
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-8 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（早強 H，W/C=50%） 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

  
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-9 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=50%） 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

  
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-10 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（中庸熱 M，W/C=50%） 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

   
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-11 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（高ビーライト B，W/C=50%） 
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文献 B: 佐川（2004） 

 

  
(a) C3S の水和率    (b) C2S の水和率 

 

  
(c) C3A の水和率    (d) C4AF の水和率 

 

図 4-12 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=50%） 

 

 

  
(a) C3S の水和率    (b) C2S の水和率 

 

図 4-13 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=40%） 
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文献 B: 佐川（2004） 

 

  
(a) C3S の水和率    (b) C2S の水和率 

 

図 4-14 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=30%） 
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文献 C: 丸山（2010） 

 

  

【10℃封緘養生】 

 

  

【20℃封緘養生】 

 

  

【40℃封緘養生】 

 

(a) W/C=50%     (b) W/C=35% 

 

図 4-15 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N） 
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文献 C: 丸山（2010） 

 

  

【10℃封緘養生】 

 

  

【20℃封緘養生】 

 

  

【40℃封緘養生】 

 

(a) W/C=50%     (b) W/C=35% 

 

図 4-16 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（低熱 L） 
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文献 D: Maruyama（2014） 

 

  

【普通 N】 

 

  

【中庸熱 M】 

 

  

【低熱 L】 

 

(a) W/C=55%     (b) W/C=40% 

 

図 4-17 【既往モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（20℃封緘） 
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 基準発熱速度，温度活性，基準発熱速度の修正係数の見直し 

前節における検証結果を踏まえ，各クリンカー鉱物の基準発熱速度および温度活性，ならびに C3S

および C2S の基準発熱速度の修正係数について，定性的な知見および以下に示す解析的な検討手順に

より設定の修正を行った。なお，特に C2S については，既往の複合水和発熱モデルを用いた水和率の

解析値と実測値の乖離が大きいことから，基準発熱速度を大幅に低減するとともに，前節の検証結果

より解析における C2S の温度活性が小さい可能性が示唆されこと，また，C3S に比べ C2S の方が活性

化エネルギーが大きく，反応速度の温度依存性が大きいとの知見 9)や，C2S の温度活性は-8,000 から-

3,500[K]で変化するとの知見32)を参考に，温度活性の修正を行った。 

解析的な検討手順を以下に示す。 

① OPC を対象に，20℃養生での各クリンカー鉱物の水和率に対して基準発熱速度を設定した。 

② OPC を対象に，後述する断熱温度上昇量の試験結果に対して各クリンカー鉱物の温度活性を設

定した。 

③ セメント種類の異なる 20℃養生での C3S および C2S の水和率に対して，両鉱物の鉱物組成比の

違いによる基準発熱速度の修正係数を見直した 

④ すべてのセメント種類，養生温度を対象に，各クリンカー鉱物の水和率および断熱温度上昇量

の試験結果に対して，①～③で設定した基準発熱速度，温度活性および基準発熱速度の修正係

数を用いて検証した。 

⑤ 上記の手順を繰り返し，全体の整合性に配慮して，各設定を最終決定した。 

 

検討の結果，修正した各クリンカー鉱物の基準発熱速度を図 4-18 に，温度活性を図 4-19 に，鉱物

組成比の違いによる C3S および C2S の基準発熱速度の修正係数を図 4-20 に示す。なお，各図には比

較のため，修正前の設定を併記している。 

各クリンカー鉱物の基準発熱速度については，修正前の既往モデルの設定に対し，領域は変更せず

C3A，C4AF，C3S，C2S に対し，それぞれ倍率を 1.5 倍，0.2 倍，1.5 倍，0.1 倍に修正した。 

 

  

(a) 修正前（既往モデル）     (b) 修正後（修正モデル） 

 

図 4-18 各クリンカー鉱物の基準発熱速度の見直し 
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なお，各クリンカー鉱物の温度活性については，C3A および C4AF については変更せず，C3S は-

5,000～-6,000[K]で変化させていたものを-3,000[K]一定に，C2S は-2,500～-5,000[K]で変化させていた

ものを-7,500[K]一定に修正した。ここでは，様々なコンクリートから求めた温度活性の値の変化は規

則的なものではなく，その中には反応過程においてほぼ一定の値を示すものもあり，温度活性の値を

特定の区分で変化させる必要はないとの小田部らの考察 6),32)に基づき，全てのクリンカー鉱物につい

て，温度活性の値を一定として取り扱うこととした。 

 

   
 (a) 修正前（既往モデル）     (b) 修正後（修正モデル） 

 

図 4-19 各クリンカー鉱物の温度活性の見直し 

 

 

図 4-6 に示したセメントの鉱物組成比の違いによる C3S および C2S の基準発熱速度の修正係数につ

いては，解析による検討の結果，C3S については変更せず，C2S についてのみ修正を加えた。修正後

の C2S の基準発熱速度の修正係数の評価式を式 4.18 に示す。 

 

  

(a) C3S     (b) C2S 

 

図 4-20 セメントの鉱物組成比の違いによる C3S および C2S の基準発熱速度の修正係数 
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஼ଶௌݎ ൌ 1.3 െ 0.7 ∙ ݌ݔ݁ ቊെ0.025 ൬
஼ଷௌ݌
஼ଶௌ݌

൰
଺.଴

ቋ 式 4.18 

 

ここで，rC2Sは鉱物組成比の違いに応じた C2S の基準発熱速度の修正係数，pC3S および pC2S は，そ

れぞれポルトランドセメントに占める C3S，C2S の重量割合である。 

本設定は，既往のモデルと比較して C2S の基準発熱速度を大幅に引き下げたことに対し，rC2S を引

き上げることで，C2S の含有率の大きなセメント種類において，C2S の水和率や断熱温度上昇量が過

少評価とならないよう，解析的な検討結果から決定したものである。 

 

 

 修正複合水和発熱モデルの妥当性の検証 

（1） 各クリンカー鉱物の水和率 

上記修正を加えた修正複合水和発熱モデルを用いた解析値と，各クリンカー鉱物の水和率の実測値

の比較を図 4-21～図 4-30 に示す。いずれのセメント種類，養生条件においても，既往モデルに比

べ，各クリンカー鉱物の水和率の解析精度が向上したことが確認できる。なお，図 4-28，図 4-29 に

おいて，W/C=35%で養生温度が高い場合ほど，C2S の水和率の長期での解析結果が実測値と乖離する

傾向が見られた。この要因の 1 つとして，高温養生時には実際には C3S の反応が促進して Ca2+の溶出

が増え C2S の反応が促進されると考えられるにも関わらず，現行の石灰飽和比を考慮した C2S の基準

発熱速度の修正係数（図 4-20）では，簡易的にセメント初期の鉱物組成比のみで C2S の基準発熱速

度の修正を規定しており，石灰飽和比の温度依存性を考慮していない影響などが考えられる。この点

については，後述する 4.3.3（2）でも考察を加える。 

また，C3A，C4AF の各設定については，現時点では水和率を測定した事例が限られているため，暫

定的に設定したものである。今後見直す可能性も考えられるが，両鉱物がポルトランドセメント中に

占める割合は，C3S，C2S の割合に対して小さいことから，材料総体として解析の出力結果に及ぼす

影響は軽微であると考えられる。 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

  
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-21 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（早強 H，W/C=50%） 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

  
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-22 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=50%） 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

  
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-23 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（中庸熱 M，W/C=50%） 
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文献 A: 玄（1995） 

 

 
(a) セメント全体の水和率 

 

  
(b) C3S の水和率    (c) C2S の水和率 

 

  
(d) C3A の水和率    (c) C4AF の水和率 

 

図 4-24 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（高ビーライト B，W/C=50%） 
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文献 B: 佐川（2004） 

 

  
(a) C3S の水和率    (b) C2S の水和率 

 

  
(c) C3A の水和率    (d) C4AF の水和率 

 

図 4-25 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=50%） 

 

 

  
(a) C3S の水和率    (b) C2S の水和率 

 

図 4-26 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=40%） 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0 20 40 60 80

C
3
S 

の
水

和
率

（
%

）

材齢（日）

3℃ 20℃ 35℃ 50℃

OPC50%

20℃2日間封緘後

水中養生

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0 20 40 60 80

C
2
S 

の
水

和
率

（
%

）

材齢（日）

3℃ 20℃ 35℃ 50℃

OPC50%

20℃2日間封緘後

水中養生

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0 20 40 60 80

C
3
A
 の

水
和

率
（
%

）

材齢（日）

3℃ 20℃ 35℃ 50℃

OPC50%

20℃2日間封緘後

水中養生

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0 20 40 60 80

C
4
A
F 

の
水

和
率

（
%

）

材齢（日）

3℃ 20℃ 35℃ 50℃

OPC50%

20℃2日間封緘後

水中養生

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0 20 40 60 80

C
3
S 

の
水

和
率

（
%

）

材齢（日）

3℃ 20℃ 35℃ 50℃

OPC40%

20℃2日間封緘後

水中養生

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0 20 40 60 80

C
2
S 

の
水

和
率

（
%

）

材齢（日）

3℃ 20℃ 35℃ 50℃

OPC40%

20℃2日間封緘後

水中養生



 
 

 
105 

 

文献 B: 佐川（2004） 

 

  
(a) C3S の水和率    (b) C2S の水和率 

 

図 4-27 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N，W/C=30%） 
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文献 C: 丸山（2010） 

 

  

【10℃封緘養生】 

 

  

【20℃封緘養生】 

 

  

【40℃封緘養生】 

 

(a) W/C=50%     (b) W/C=35% 

 

図 4-28 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（普通 N） 
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文献 C: 丸山（2010） 

 

  

【10℃封緘養生】 

 

  

【20℃封緘養生】 

 

  

【40℃封緘養生】 

 

(a) W/C=50%     (b) W/C=35% 

 

図 4-29 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（低熱 L） 
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文献 D: Maruyama（2014） 

 

  

【普通 N】 

 

  

【中庸熱 M】 

 

  

【低熱 L】 

 

(a) W/C=55%     (b) W/C=40% 

 

図 4-30 【修正モデル】各クリンカー鉱物の水和率の比較（20℃封緘） 
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（2） 断熱温度上昇量 

複数のセメント種類，単位セメント量，打込み温度に対し体系的に断熱温度上昇量を測定している

既往文献33)に対し，既往および修正複合水和発熱モデルを用いて測定結果との比較解析を行った。 

各セメントの化学成分を表 4-2 に，各セメントの物理的性質および表 4-2 に基づき Bogue 式を用い

て簡易に求めたセメントの鉱物組成を表 4-3 に，骨材の物性を表 4-4 に，コンクリートの配合および

打込み温度を表 4-5 に示す。いずれも AE 減水剤には標準型（Ⅰ種）を，断熱温度上昇試験装置には

空気循環式 TypeⅠ（容量 40L）を使用している。 

解析では，コンクリート中の空気量に表 4-5 に示す実測値を用いた。また，既往文献 5)に倣い，注

水から温度計測開始までを約 20 分（0.015 日）と仮定し，この間の発熱量および経過時間を解析結果

に含めないこととした。これは，解析は練り混ぜ開始時を原点としており，解析上の 0.015 日の結果

には，実際には測定できない練混ぜ開始以降の発熱量の一部が内包されているとの考えに基づくもの

である。 

試験結果および解析結果の比較を図 4-31～図 4-33 に示す。プロットが実測値，点線が既往モデル

による解析結果，実線が修正モデルによる解析結果である。 

 

 

表 4-2 セメントの化学成分 33) 

ｾﾒﾝﾄ

種類 

化学成分（%） 

ig.loss insol SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O Na2Oeq Cl 

N 2.41 0.12 20.44 5.50 2.95 64.32 0.98 2.05 0.22 0.45 0.52 0.016 

M 0.66 0.07 24.25 3.50 3.28 63.92 0.95 2.38 0.23 0.33 0.45 0.004 

L 0.73 0.07 26.03 2.98 3.12 62.92 0.80 2.50 0.20 0.33 0.42 0.005 

 

 

表 4-3 セメントの物理的性質 33)および鉱物組成 

ｾﾒﾝﾄ

種類 

密度 

(g/cm3) 

比表面積 

(cm2/g) 

鉱物組成（%） 

C3S C2S C3A C4AF 

N 3.15 3260 59.4 13.9 9.6 9.0 

M 3.21 3470 40.9 38.8 3.7 10.0 

L 3.24 3740 26.6 54.6 2.6 9.5 

 

 

表 4-4 骨材の物性 33) 

分類 種類 
密度(g/cm3) 吸水率 

(%) 表乾 絶乾 

粗骨材 
硬質砂岩 

砕石 
2.66 2.64 0.61 

細骨材 山砂 2.65 2.62 1.14 
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表 4-5 コンクリートの配合および打込み温度 33) 

ｾﾒﾝﾄ 
種類 

単位 
ｾﾒﾝﾄ量 
(kg/m3) 

打込み

温度 
(℃) 

水ｾﾒﾝﾄ

比 
(%) 

単位量(kg/m3) AE 減

水剤 
（C×%） 

空気量 
(%) W C S G 

N 

280 20 57.1 160 280 870 1005 0.25 5.3 

340 

10 

47.1 160 340 847 978 0.25 

4.0 

20 5.5 

30 6.0 

400 20 40.0 160 400 823 951 0.25 5.2 

M 

280 20 57.1 160 280 872 1007 0.25 3.7 

340 

10 

47.1 160 340 849 981 0.25 

4.0 

20 4.0 

30 5.2 

400 20 40.0 160 400 826 954 0.25 4.3 

L 

280 20 57.1 160 280 873 1008 0.25 4.0 

340 

10 

47.1 160 340 850 982 0.25 

4.3 

20 4.6 

30 4.4 

400 20 40.0 160 400 827 956 0.25 3.9 

 

 

  

(a) 打込み温度の違いによる比較（N-340）    (b) 単位セメント量の違いによる比較 

                              （打込み温度 20℃） 

図 4-31 断熱温度上昇量の実測値と解析値の比較（普通セメント N） 
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(a) 打込み温度の違いによる比較（M-340）    (b) 単位セメント量の違いによる比較 

                              （打込み温度 20℃） 

図 4-32 断熱温度上昇量の実測値と解析値の比較（中庸熱セメント M） 

 

 

  

(a) 打込み温度の違いによる比較（L-340）    (b) 単位セメント量の違いによる比較 

                              （打込み温度 20℃） 

図 4-33 断熱温度上昇量の実測値と解析値の比較（低熱セメント L） 
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図 4-31～図 4-33 より，普通セメントおよび打込み温度 20℃の中庸熱セメントについて，修正複合

水和発熱モデルの方が，断熱温度上昇量の解析精度が向上することが確認できる。 

一方で，とりわけ低熱セメントについては，打込み温度が低いほど，また単位セメント量が少ない

ほど実測値より低めに乖離する傾向が見られる。 

図 4-34 は，修正複合水和発熱モデルを用いた図 4-33 に対応する低熱セメントの断熱温度上昇試験

時の C3S と C2S の水和率の推移である。いずれの打込み温度においても，材齢 5 日の時点で C3S の水

和率はおよそ 95%以上と高い値を示していることから，以後の断熱温度上昇量の伸びは主として C2S

の水和に起因するものである。一方で，C2S の水和率は打込み温度が低いほど，また単位セメント量

が少ないほど低く推移していることが確認できる。 

この要因として，図 4-20 に示した鉱物組成比による C2S の基準発熱速度の低減が大きく影響して

いると考えられる。この修正係数は，C2S はそれ自身の Ca2+の溶出が遅いため，C2S の反応は共存す

る C3S から溶出される Ca2+に依存するとの考えに基づき，石灰飽和比を代替する指標として簡易的に

セメントの鉱物組成比を用いて表現したものである。つまり，石灰飽和比はセメント初期の鉱物組成

比のみに依存し，その後の水和反応の進展に関わらず一義的に修正係数を規定している。しかし，実

際には，断熱温度上昇試験では，水和に伴う内部温度の上昇により C3S の反応が促進して Ca2+の溶出

が増え，C2S の反応が促進されるはずである。現状モデルでは，この点を考慮していないため，特に

断熱温度上昇試験のように内部温度が高くなる条件では，実際に比べて C2S の反応が抑制され，断熱

温度上昇量の過小評価につながっていると考えられる。特に打込み温度が低い場合，また単位セメン

ト量が少ない場合ほど断熱温度上昇が遅く，C2S 自身の基準発熱速度が小さい状態がより長く継続す

ることから，累積的に実測値との断熱温度上昇量の乖離が大きくなったと考えられる。 

 

  

(a) 打込み温度の違いによる比較（L-340）    (b) 単位セメント量の違いによる比較 

                              （打込み温度 20℃） 

 

図 4-34 修正複合水和発熱モデルを用いた断熱温度上昇時の C3S および C2S の水和率の推移 

（低熱セメント L） 
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特に温度依存性の大きい C2S の反応を，そのメカニズムに立脚して様々な温度環境で精緻に予測す

るためには，水和反応過程における硬化体溶液中の Ca2+濃度の変化を直接考慮したモデルへの拡張が

望ましいと考えられるが，この点は今後の課題である。複雑な反応モデルは精緻なメカニズムに立脚

できる反面，反応間の相互依存性が一層複雑になり，汎用的にその相互依存性が成立するか検証が難

しいこと，また入力パラメータが多く計算負荷や使用性の観点から実務には不向きな側面もある。 

本節に示した修正複合水和発熱モデルでは，既往の複合水和発熱モデルの汎用的な枠組みを踏襲し

つつ，一部修正を加えることにより，各クリンカー鉱物の水和率の解析精度を大幅に向上することが

できた。一連の熱力学連成解析システムにおいて複合水和発熱モデルはその基幹をなす部分であり，

セメント水和反応に伴う熱履歴，水分の平衡移動，空隙構造が連成することにより，硬化体の諸特性

が時間経過とともに変化する。つまり，各セメントクリンカー鉱物の水和反応過程の精度向上は，硬

化体の諸特性の評価にとって非常に重要である。特に C2S の反応率の精度は，低発熱型のセメントや

今後積極的に利用されるであろう低炭素型混合セメントにおいて，その含有割合や反応相互依存性の

観点から形成される硬化体の特性評価に及ぼす影響は大きい。後述する FA の反応評価モデルを検証

する大前提として，混和材を含まない系において各クリンカー鉱物の水和率の評価精度を，様々な条

件での実測データに対して再検証することは必要不可欠なステップである。本修正の結果，従来と比

較して断熱温度上昇量の解析精度を大きく損なうことなく，各鉱物の反応率の解析精度を向上できた

ことは，熱力学連成解析システムの最大の強みである汎用性の確度をより高めた点において，工学的

な価値が高いといえる。 
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4.4. 修正複合水和発熱モデルを用いた FA 反応率の検証 

FA 混合セメントを対象に，前節にてポルトランドセメント中の各クリンカー鉱物の水和率について

モデルの妥当性を確認した修正複合水和発熱モデルを用いて，FA の反応率を検証指標として実測値と

の比較解析を実施した。なお，FA の基準発熱速度および温度活性については，既往の複合水和発熱モ

デルと同じである（図 4-2 および図 4-3 参照）。以下では，このように修正複合水和発熱モデルに既往

の FA 反応モデルを組み入れたモデルを，「FA 反応既往モデル」という。 

検証に用いた文献および実験条件，FA 反応率の測定法の概要を表 4-6 に示す。なお，いずれも試料

は OPC を FA 置換したペーストである。なお，表 4-6 には，参考までに FA のガラス化率を記載して

いるが，FA 反応モデルではガラス化率の違いはモデル化上考慮されていない。 

FA 反応率の実測値および FA 反応既往モデルを用いた解析値の比較を図 4-35 に示す。解析における

FA 反応率の定義は式 4.17 と同様である。 

 

表 4-6 モデルの検証に用いた測定事例（OPC+FA） 

 養生条件 
水結合材比 

(%) 
FA 置換率 

(%) 
FA の比表 
面積(cm2/g) 

FA のガラ

ス化率(%) 
セメントの鉱物組成

および[C3S/C2S 比] 
測定法 出典 

A 20℃封緘 30, 50 40 

4000 65.8 化学組成より推定* 

[ C3S/C2S=1.75 ] 
選択溶解法 

Hanehara 
(2001)14) 

B 40℃封緘 30,50 40 

C 40℃封緘 50 

10 
20 
30 
40 

D 20℃封緘 40 20, 40, 60 4180 (F’)** 76.6 (F’)** 出典に記載 
[ C3S/C2S=2.67 ] 

選択溶解法 Sakai 
(2005)16) 

E 
7 日間 20℃封緘後

5℃湿空 
45.5 
38.5 

10 
30 

3900 (4A)** 85.1 (4A)** 出典に記載 
[ C3S/C2S=4.99 ] 

選択溶解法 谷口 
(2007)17) 

F 
7 日間 20℃封緘後

20℃湿空 
45.5 
38.5 

10 
30 

G 
7 日間 20℃封緘後

40℃湿空 
45.5 
38.5 

10 
30 

H 80℃水中 50 10 

*出典記載の化学組成より Bogue 式を用いて推定   **（）内は出典記載の FA 種別を表す 

 

 

図 4-35 において，[A]，[B]より，解析値は実測値に比べ FA の反応が過大であることが確認できる。

特に水結合材比が 50%では反応が過剰に進んでいる。[C]，[D]の実測値では，FA 置換率が小さいほど

反応率が大きくなる傾向が見られるのに対し，[D]の解析値では，FA 置換率 40%の方が置換率 20%よ

りも FA の反応が進んでおり，実測値と逆の傾向を示している。また，[C]では FA 置換率が 40%以上，

[D]では FA 置換率が 60%の場合において，材齢途中から反応が完全に停滞しており，実測値が緩慢な

がら継続的に増加している傾向とは異なる。[E]，[F]，[G]においては，実測値では FA 置換率の違いに

よる差が大きいが，解析ではその差が小さい。[H]においては，解析値は実測値に比べ FA の反応が過

大であることが確認できる。 
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図 4-35 FA 反応率の解析値と実測値の比較（FA 反応既往モデル） 
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4.5. フライアッシュの水和反応に関する高度化モデルの提案 

 フライアッシュの水和反応メカニズム 

（1） FA 反応既往モデルの課題分析 

ここでは，FA 反応既往モデルを用いた解析結果が，実測値と乖離した要因について分析する。 

FA の水和発熱速度 faH は式 4.2 に基づき規定されるが，各係数のうち，初期水和発熱過程における

フライアッシュおよび有機混和剤による遅延効果を表す係数γi およびポルトランドセメントの鉱物組

成の相違による C3S と C2S の発熱速度の変化を表す係数 riは，FA の反応速度には影響を及ぼさないと

して考慮しないことから，式 4.19 を用いて簡略的に表すことができる。 

ഥ௙௔ܪ ൌ min	ሺߚ௙௔, ௙௔ሻߣ ∙ ,௙௔ܪ బ்൫ തܳ௙௔൯݁݌ݔ ൜െ
௙௔ܧ
ܴ
൬
1
ܶ
െ
1

଴ܶ
൰ൠ 式 4.19 

 

式 4.19 より，FA の発熱速度は，温度による反応の活性化影響を除けば，βfa および λfa が支配的な要

因となる。既往モデルの課題を抽出するため，分析の一例として，事例[D]の各解析ケースにおける支

配パラメータ βfa および λfa の経時変化を図 4-36 に示す。 

FA 置換率 20%と 40%を比較すると，λfa はいずれも 1.0 であるのに対し，βfa は経時的に低下しており

低下度は 20%の方が大きい。これは置換率 20%の方が単位セメント量が多いため水和が速く，自由水

の消費が進むことを意味しており，図 4-35 の[D]で実測値の傾向と逆転を引き起こす要因となってい

る。一方，FA 置換率 60%のケースでは，βfa は 1.0 のまま推移し，λfa が材齢 70 日あたりから急減して

いる。図 4-37 に[D]の各ケースの Ca(OH)2 量の解析値と実測値 16)の変化の比較を示す。置換率が 60%

の場合，解析では材齢 100 日程度で Ca(OH)2 が完全に消費されている。しかし，実測では材齢１年で

も Ca(OH)2 が残存している。また，W/B50%，FA 置換率 60%の配合で 40℃養生した場合でも，材齢 1

年で Ca(OH)2 の残存が見られるとの報告 13)があることを考慮しても，FA 反応既往モデルは，高 FA 置

換率の場合に Ca(OH)2 の消費を過剰に速く評価していると考えるのが妥当である。 

以上を集約すると，FA 反応既往モデルの課題は以下といえる。 

 

・ FA 反応既往モデルは FA 置換率の違いを自由水の消費や鉱物組成変化による反応速度の違いとして

間接的に水和過程に反映するため，置換率の違いによる FA 反応の進展・停滞性状の違いを的確に

表現しきれない。 

・ また，Ca(OH)2 を完全に消費するまで反応が継続するため，自由水が多く存在する高 W/B 配合や高

FA 置換率配合の場合に反応が過大となる傾向がある。 

・ Ca(OH)2 量の実測値の傾向より，高 FA 置換率の場合でも λfa が短期間で急減するとは考え難く，λfa

以外の要因で反応の停滞を考慮する必要がある。 

 

また，FA の温度活性の設定は-12,000[K]を設定しているが，例えば，図 4-35 の[B]，[C]，[H]のよう

に高温環境において解析値が過大となる傾向が見られることから，温度活性についても見直す必要が

あると考えられる。 
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図 4-36 支配パラメータβfaとλfaの経時変化 

 

 

図 4-37 Ca(OH)2量の解析値と実測値 16)との比較（現行モデル） 
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（2） 反応メカニズムの分析・整理 

Ogawa ら34)は，FA から溶出した Na+，K+が FA 粒子表面の反応性を高め，粒子から遊離した SiO4
-，

AlO2
-が C3S の水和反応により遊離した Ca2+と接することにより，Ca-Si 系および Ca-Al 系水和物を生

成する現象がポゾラン反応であるとしている。FA 粒子から遊離する SiO4
-，AlO2

-は，初期段階には非

晶質相に覆われたガラス相中に濃縮された状態で存在するため，非晶質相が細孔溶液に含まれる OH-

によって浸食されるために必要な十分な OH-濃度になるまで反応しない35)。 

FA のポゾラン反応により生成される水和析出物は，主に C-S-H や C-S-H に Al が固溶した C-A-S-H

である。FA から遊離したシリケートイオンがカルシウムイオンに接触すると水和を生じ析出物を沈殿

する。水和生成物は，ポルトランドセメント同様に，元々の粒子表面に対し内側に生成する内部生成物

と外側に生成する外部生成物に分けられ，外部生成物が外側に成長することにより，毛細管空隙が充

填される。この反応が継続するには，FA から遊離した SiO4
-が内部生成層の外側に拡散するか，もしく

は，外部供給された Ca2+が内側に拡散する必要がある。つまり，内部生成層中のイオンの拡散抵抗が，

FA の反応速度に大きく影響する。したがって，内部生成層の厚さは，FA の反応速度を支配する 1 つ

の要因となる。一方で，内部生成層を形成する C-S-H の物理的特性も，イオンの拡散性を考える上で

重要な要因である。 

図 4-38 示すように，ポルトランドセメントと比較して，FA 置換率が大きいほど Ca/Si 比は低下する

ことが知られている36)。既往の研究において，Luan ら 19)は，高炉スラグを混和材に用いた場合に，置

換率の増加に応じて水和生成物の Ca/Si 比が低下することに着目し，反応の停滞を表現するモデルを提

案している。Ca/Si 比の低下に応じて C-S-H の成長形態が 1 次元的な針状から 2 次元状に変化し37)，内

部生成層の屈曲度が増すこと，また内部生成層の C-S-H の表面電位が正から負に変化すること38),39),40)

で Ca2+イオンが内側に引き込まれて反応し，内部生成層がより密になること，これら両要因でイオン

の移動抵抗性が増すとの考えに基づくものである。概念図を図 4-39 に示す。高炉スラグと FA では多

少反応過程は異なるが，このモデルが参考になると考えた。 

 

 

図 4-38 FA 置換率が C-S-H の Ca/Si 比に及ぼす影響 36) 
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図 4-39 Ca/Si 比の違いによるイオンの移動概念図 

 

 

高炉スラグと FA の反応の決定的な特徴の違いは，FA の反応は上述したように外部から活発な OH-

の供給がないと反応が開始しないのに対し，高炉スラグは Ca(OH)2 が存在しなくても石こうの存在に

より反応を開始する点である 7)。また，FA は反応開始後も若材齢での C-S-H の内部生成層の密度は小

さく41)，反応の進行とともに内部生成層中のゲル空隙が新たな C-S-H により充填されて徐々に拡散抵

抗性が大きくなる42)との知見や，FA は反応率が 5%程度までは Ca(OH)2 を消費せず，AFt の生成に寄与

する43)との知見を考慮すると，FA の場合，反応開始直後からすぐに反応進行を妨げるほどの C-S-H を

内部生成層に析出するとは考えがたい。そこで，反応開始後，内部生成層厚がある程度の厚さになるま

では，FA の反応は停滞しないと考えた。さらに，Ca/Si 比が小さい場合ほど，FA の初期反応が遅く C-

S-H の初期密度が小さいと考えられること，また Ca/Si 比が大きい場合に比べて C-S-H は準安定的であ

る 36)との知見を考慮して，FA 置換率が大きい場合ほど，反応が停滞し始める内部生成層の厚さを大き

く設定することとした。 

以上の点を考慮し，FA の水和反応メカニズムに関する高度化モデルを定式化する。 

 

（3） モデルの定式化 

以上に示した課題を踏まえ，高度化モデルでは FA 置換率の違いをより直接的に FA の反応過程に反

映した新たなパラメータを導入した。Luan らのモデルを参考に，混和材置換率により異なる反応の進

展・停滞に影響する Ca2+や SiO4
-イオンのイオン移動抵抗性の大小を，FA 置換率の違いを考慮した内

部生成層厚ηfa に依存する低減関数 x で代替表現し，さらにηfa を含む項を wfreeと分離することで内部

生成層厚の増加に伴い直接的に水和速度が低減する評価式に修正した。高度化モデルの提案式を以下

に示す。なお，水結合材比および比表面積の違いによる反応過程への影響は，現行モデルと同様にwfree，

Sfa で考慮している。 

高 Ca/Si モル比の場合
（FA含有量が少ない場合）

Ca2+ Ca2+

Ca2+

Ca2+
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SiO4
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-
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-
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-
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高 Ca/Si モル比の場合
（FA含有量が多い場合）

外部生成物

・C-S-Hは正に帯電し，未反応核から遊離するシリケート
イオンは内部生成層の外側へ移動

・C-S-Hは針状に析出し，内部生成層は粗，屈曲度小

・C-S-Hはやや正か負に帯電し，より多くのカルシウム
イオンが内部生成層の内側へ移動

・C-S-Hは二次元的に析出し，内部生成層は密，
屈曲度大

内部生成層中をイオンが移動しにくく，FAの反応率
は小さくなる
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ܽ ൌ 	,௙௔݌75 	 	 ܾ ൌ
0.25

ඥ݌௙௔
൅ 0.05,	 	 	 ܿ ൌ  ௙௔݌0.02

ただし，ηfa - c < 0 の場合は，ηfa - c = 0 とする。 

式 4.22 

 

ここで，x は ηfa に依存する発熱速度の低減係数，a，b，c は FA 置換率 pfa に依存する固有定数であ

る。ηfa と x の関係を図 4-40 に示す。b を FA 置換率の平方根の逆数で表すことで，置換率が小さい場

合ほど x の低下が著しく遅延し，長期にわたり反応が高く継続する特徴を表現した。また，上述の定性

的な知見に基づき，FAの反応が停滞し始める内部生成層の厚さをFA置換率に比例させることにより，

FA 置換率が大きいほど x による水和の低減が遅れることを表現した。なお，上記各関数および各係数

の設定は，解析的検討および本項 4.5.1 に示した定性的知見を反映して決定したものである。 

 

 

(a) 全体図      (b) 拡大図 

 

図 4-40 内部生成層厚ηfaと低減係数 x の関係 

 

 

 セメント主要鉱物とフライアッシュの反応相互依存性 

（1） 既往の反応相互依存モデルの課題分析 

石灰飽和比を考慮した基準発熱速度の修正に関して，既往のモデルでは，C3S および C2S について，

図 4-41 に示す修正係数を設定している。本修正係数の設定は，LPC のような C2S が多いセメントでポ

ゾラン反応する混和材を含む場合には顕著に石灰飽和比が低下するが，C3S が多く C3S の反応が主体

となるセメントの場合には，液相中の石灰飽和比は比較的高濃度に保たれるため混和材による石灰飽

和比の低下は軽微であるとの考えに基づくものである。 
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(a) C3S     (b) C2S 

 

図 4-41 FA の混合影響を考慮したセメントの鉱物組成比による基準発熱速度の修正係数 rC3S，

rC2Sの推移（図 4-7 の再掲） 

 

 

一方，近年，セメントに OPC を使用した場合でも，FA を混合した場合としない場合では，混合し

た場合の方が C2S の反応率が低下するとの実験結果や 16),44),45)，FA の置換率の増加に伴い溶液中のア

ルカリ度が低下するとの計算結果が報告されている 44)。 

FA 反応既往モデルを用いた C3S および C2S の水和率と実測値 16),45)の比較結果を図 4-42 に示す。な

お，実測値の実験条件の詳細は表 4-6 の[D]に示す通りである。C3S の水和率については両者はよく一

致しているが，C2S の水和率の傾向は実測値と解析値で逆転している。これは，FA 反応既往モデルで

は，図 4-41 に示す通り C3S/C2S 比が大きなセメントでは C2S の基準発熱速度の低下を考慮していな

いためである。FA 置換により単位セメント量が減ることで見掛けの W/C が増すため，C2S の水和率

が増加する希釈効果46)が現れた結果である。 

 

  
(a) C3S の水和率      (b) C2S の水和率 

 

図 4-42 C3S および C2S の水和率の解析値と実測値の比較（FA 反応既往モデル）  
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同様に，LPC の一部を FA で置換したペースト供試体について，FA 反応既往モデルを用いた解析値

と実測値47)の比較を行った。実験条件の詳細を表 4-7 に，解析結果と実測値の比較結果を図 4-43 に

示す。同図より，FA を含まない LPC 単独の結果は概ね一致しているが，LPC の一部を FA で置換し

た場合については，解析では置換率が大きく養生温度が大きいほど，過大評価する傾向が見られた。 

 

 

表 4-7 モデルの検証に用いた測定事例（LPC+FA） 

 養生条件 
水結合材比 

(%) 
FA 置換率 

(%) 
FA の比表面積

(cm2/g) 
セメントの鉱物組成

および[C3S/C2S 比] 
測定法 出典 

I 
2 日間 20℃封緘後

20℃湿空もしくは

40℃湿空 
40 20, 40 4180 (Fh) 出典に記載 

[ C3S/C2S=0.64 ] 
選択溶解法 石川 

(2006)47) 

 

 

   

(a) 20℃湿空養生        (b) 40℃湿空養生 

 

図 4-43 C3S および C2S の水和率の解析値と実測値の比較（FA 反応既往モデル） 

 

 

以上のことから，図 4-20 の(b)および式 4.18 に示した修正後の C2S の基準発熱速度曲線を基準に，

C3S/C2S 比が大きなセメントの場合においても FA 置換による石灰飽和比の低下に伴う C2S の基準発

熱速度の低減を考慮するとともに，C3S/C2S 比が小さなセメントの場合には図 4-41 の(b)よりもさら

に FA 置換による低減効果を考慮する必要があると考えた。 

なお，C3S の FA 置換時の基準発熱速度の修正係数については，解析値と実測値がよく一致してい

ること，また，OPC の一部を FA で置換したペーストにおいて，C2S 以外のクリンカー鉱物の水和率

は，FA 置換による影響は見られないとの報告 44)があることから，変更しないこととした。 
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（2） モデルの定式化 

以上の課題点を踏まえ，解析的検討の結果，FA の混合影響を考慮した C2S の基準発熱曲線の修正

係数について，式 4.23 を提案した。修正前および修正後の C2S の基準発熱曲線の修正係数の比較を

図 4-44 に示す。 

なお，式 4.23 は，後述するモデルの妥当性の検証過程において，解析的な検討の結果，暫定的に

決定したものである。 

 

C2S: 
௥௘௦,஼ଶௌݎ ൌ ቊ1.3 െ 0.7 ∙ ݌ݔ݁ ቈെ0.025 ൬

஼ଷௌ݌
஼ଶௌ݌

൰
଺.଴

቉ቋൈ ൝1 െ
2.0ඥ݌௙௔

൛exp	ሺ1 െ ௙௔ሻൟ݌
଴.ଶൡ 

式 4.23 

ただし，pfa ≧0.3 の場合は，pfa =0.3 とする 

 

ここで，pC3S，pC2S，pFAはそれぞれ，C3S，C2S，FA の重量割合である。 

 

  

 (a) 修正前     (b) 修正後 

 

図 4-44 FA の混合影響を考慮したセメントの鉱物組成比による C2S の基準発熱速度の修正係数の

見直し 

 

 

以下では，フライアッシュの反応モデルについて 4.5.1 項および 4.5.2 項に示す修正を加えたモデル

を組み入れた修正複合水和発熱モデル（以下，「FA 反応高度化モデル」という）の妥当性について検

証する。 
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4.6. FA 反応高度化モデルの妥当性の検証 

 FA 反応率 

FA 反応率について，FA 反応高度化モデルを用いた解析値と実測値の比較結果を図 4-45 に示す。 

同図において，解析精度の大幅な向上が確認できる。[C]，[D]では，FA 置換率が小さいほど反応率

が大きくなる実測値の傾向と良く一致している。また，既往モデルにおいて FA 高置換率の場合に見ら

れた Ca(OH)2 の枯渇によって FA の反応が完全に停滞する現象は解消され，実測値と同様に FA 反応が

緩やかに継続する傾向が再現されている。[E]，[F]，[G]においては，既往モデルでは FA 置換率の違い

による反応率の差が小さかったが，高度化モデルでは実測値の傾向が良く再現されている。 

また，全体を通じて，5℃，20℃，40℃，80℃と環境温度が異なる実測値に対して，FA の反応率が良

く一致している。高度化モデルにおける FA の温度活性は，表 4-6 に示す FA 置換率が 10%～40%の検

証データに対する解析的検討の結果から，既往モデルでは-12,000[K]としていたのに対し-10,000[K]に

変更した。Saengsoy らは，FA の活性化エネルギーは FA 置換率の増加に伴い大きくなることを指摘し

ており，両者の回帰式を示している48)。この回帰式によれば，FA 置換率が 30%での FA の温度活性は-

10,000[K]となり，本解析における設定値はこれに良く整合している。なお，本解析モデルにおいて，

FA の温度活性は，FA 置換率によらず一定として扱っているが，図 4-45 に示す通り良好な解析精度を

有していることが確認できる。 

なお，本モデルの課題としては，以下の点が挙げられる。[C]，[F]，[G]に着目すると，FA 置換率が

10%の場合に，実測値と解析値の乖離が大きくなる傾向が見られる。この要因として，本モデルでは FA

の物理的・化学的な性質に関わらず，FA 置換率のみを考慮して反応の特徴をモデル化した点が考えら

れる。FA の反応性は，ガラス化率，SiO2 量，塩基度，修飾酸化物量，石膏量やこれらの組合せなどの

影響があることがある程度明らかになっている 16),18),49),50）が，Sakai らは，材齢後期での FA 反応率はガ

ラス化率の影響を受けるとしており，FA 置換率が小さい場合はその影響を受けやすいことを指摘して

いる 16)。つまり，実際には，特に FA 置換率が小さい置換率 10%のような場合には，ガラス化率が大き

な FA を用いた[F]，[G]の方が，[C]よりも反応が進みやすいのに対し，FA の物理的・化学的性質を考

慮しない本モデルではこのような細部の違いを表現することはできない。この点は今後の課題といえ

よう。しかしながら，FA 置換率が小さい場合に実測値との差は若干見られるものの，一般的な実験条

件に対して精度良く FA の反応率を再現できること，また，FA 置換率が小さい場合は，そもそもセメ

ントクリンカーの水和生成物が支配的になるため，FA反応率の解析精度が混合セメント硬化体の物理・

化学特性に及ぼす影響は非常に小さいと考えられることから，本モデルは FA 置換率に依存させた簡便

な FA 反応モデルでありながら，定性的な知見に基づく十分な合理性と適用性を有していると考えらえ

る。 
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図 4-45 FA 反応率の解析値と実測値の比較（FA 反応高度化モデル） 
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 Ca(OH)2量 

事例[D]について，Ca(OH)2 量の解析値と実測値の比較結果を図 4-46 に示す。実測値に比べ初期の絶

対値がやや大きいが，置換率 60%でも Ca(OH)2 が急激に消費されることなく，実測値と同様の勾配で

減少している様子が確認できる。 

 

 

図 4-46 Ca(OH)2量の解析値と実測値 16)との比較（FA） 

 

 

 C3S および C2S の水和率 

OPC の一部を FA で置換した事例[D]について，C3S および C2S の水和率の解析値と実測値の比較結

果を図 4-47 に示す。既往モデルでは，C2S の水和率は OPC よりも FA20%置換の方が大きく実測値と

逆の傾向を示していたのに対し（図 4-42 参照），高度化モデルでは概ね実測値とよく一致している。 

 

  

(a) C3S の水和率      (b) C2S の水和率 

 

図 4-47 C3S および C2S の水和率の解析値と実測値の比較（FA 反応高度化モデル）  

 

また，LPC の一部を FA で置換した事例[I]について，C2S の水和率の解析値と実測値の比較結果を図 

4-48 に示す。20℃湿空養生の FA 置換率 40%の場合については，解析値は実測値に比べやや過少評価

となっているが，その他の場合については概ねよく整合している。 
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(a) 20℃湿空養生        (b) 40℃湿空養生 

 

図 4-48 C3S および C2S の水和率の解析値と実測値の比較（FA 反応高度化モデル） 

 

 

 

 断熱温度上昇量 

既往の複合水和発熱モデル（＝複合水和発熱モデル修正前かつ FA 反応高度化モデル導入前のモデ

ル）では，表 4-8 に示す配合の断熱温度上昇試験結果を良好に再現できることが確認されている 6),7)。

なお，セメント種類はいずれも普通ポルトランドセメントである。 

そこで，既往の複合水和発熱モデルを修正後，FA 反応高度化モデルを導入したモデルを用いて同様

の解析を行い，断熱温度上昇量の比較を行った。結果を図 4-49，図 4-50 に示す。なお，既往文献 5)に

倣い，注水から温度計測開始までを約 20 分（0.015 日）と仮定し，この間の発熱量および経過時間を

含まないよう解析結果を補正している。 

両図において，高度化モデルでは，実験結果や既往のモデルに比べ断熱温度上昇量が小さく，結合材

量（=C+FA）が大きいほど，また FA 置換率が大きいほど，乖離する傾向が見られる。 

 

 

表 4-8 断熱温度上昇試験の配合 7)  

 

Types 
W/B 
(%) 

Unit weight (kg/m3) Ad 
(C×%) 

Casting Temp. 
(℃) W C FA S G 

FA400 39.3 157 320 80 639 1129 0.25 

10,20,30℃ FA300 49.3 148 240 60 749 1129 0.25 

FA200 78.5 157 160 40 852 1089 0.25 

FA15 49.0 147 255 45 823 1041 0.75 

20℃ FA30 49.0 147 210 90 806 1041 0.75 

FA45 49.0 147 165 135 789 1041 0.75 
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(a) 打込み温度 10℃    (b) 打込み温度 20℃  (c) 打込み温度 30℃ 

図 4-49 FA400-FA200 の断熱温度上昇量の比較結果（FA400-FA200） 

 

 

図 4-50 断熱温度上昇量の比較結果（FA15-FA45）：打込み温度 20℃ 

 

この主な要因として，既往モデルでは，C3S/C2S の大きな OPC の領域では C2S の基準発熱曲線の修

正係数は，FA 混合による影響を受けずセメント単味の場合と同じと仮定しているのに対し，高度化モ

デルでは，OPC 領域においても FA 置換率の増加とともに石灰飽和比が低下し，修正係数が低下する

と仮定した影響が挙げられる（図 4-44 参照）。この仮定は，前述のとおり，使用セメントが OPC でも

FA を含む場合 C2S の水和率が低下するとの研究事例 16),44),45)に対し，これを再現するため新たに導入

した仮定であり，この仮定なくして OPC+FA における C2S の水和率の低下を合理的に説明することは

できない。ただし，C2S の基準発熱速度の修正係数は，FA 置換率に応じてセメント初期の鉱物組成比

のみで規定しており，簡易的にその後も水和反応の進展に関わらず一定と仮定している。 

以下に，高度化モデルと実測値が乖離した要因を推察する。断熱温度上昇試験のように供試体内が

高温に上昇する場合には，FA の混合により試験開始直後は石灰飽和比が低下した状態であっても，実

際には水和反応進展に伴う内部温度の上昇により C3S の反応が促進され，次第に Ca2+の溶出が増える

と考えられる。一方で，温度上昇に伴うポゾラン反応の進展による Ca(OH)2 の消費も液相の石灰飽和

比に影響を及ぼす。FA 置換率や温度条件の違いに対し，FA 反応率の予測精度の妥当性が検証された

FA 反応高度化モデルを用いた，断熱温度上昇解析時の Ca(OH)2 量の経時変化を図 4-51 に示す。高温

環境下では，FA の急激な反応により FA 粒子の内部生成層厚が増加しイオンの移動抵抗性が増すこと

から，ポゾラン反応は停滞し，Ca(OH)2 量の低下は経時的に小さいことが示唆される。つまり，液相中

の Ca2+濃度は温度上昇とともに増加するが，その後も比較的高い状態が維持されると考えられること
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から，FA 含有による水和初期の石灰飽和比の低下の影響は，水和反応進展に伴う温度上昇とともに軽

減される可能性があると推察される。 

 

 

図 4-51 Ca(OH)2量の比較結果（FA400-FA200）：打込み温度 20℃ 

 

そこで，FA を含む配合の場合，C2S の反応速度は低温時～常温時には抑制され，温度上昇とともに

促進される傾向が強く現れる可能性があるとの仮説に基づき，ここでは仮に C2S の温度活性の値を従

来の-7,500[K]から 2 倍の-15,000[K]に変更して同様の解析を行った場合の結果を，参考までに図 4-52

に示す。同図において，C2S の温度活性を上げることにより，解析値が実測値に漸近することが確認で

きる。この結果は，FA を含む配合の場合，FA 置換率に応じて C2S の温度活性が高くなることを示唆

していると解釈することもできよう。しかしながら，この解釈は，現時点では定性的な知見や解析的検

討に基づく単なる推察に過ぎないことから，以降の検討では C2S の温度活性は-7,500[K]を採用した。 

また，図 4-44 の設定についても，数少ない実測データに対し暫定的に決定したものであり，その妥

当性の検証は不十分である。FA を含む各種セメント中の C2S の水和率や温度活性への影響については

研究事例が少ないのが現状である。今後このようなデータの蓄積を図り，高度化モデルを再検証する

必要があると考える。さらに，早強ポルトランドセメントのような C3S/C2S 比が大きいセメントの場

合にも FA 混合による石灰飽和比の低下を考慮する必要があるのか，その適用範囲についても明らかに

する必要がある。 

 

(a) 打込み温度 10℃    (b) 打込み温度 20℃  (c) 打込み温度 30℃ 

図 4-52 C2S の温度活性を仮に 2 倍とした場合の断熱温度上昇量の比較結果 

（FA400-FA200）  
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4.7. まとめ 

本章では，高温環境下における低水結合材比 FA 混合モルタルの諸特性の変化を高精度に予測可能な

モデルの構築を目指し，まずは既往の複合水和発熱モデルを用いて，各種セメントクリンカーの水和

率や FA 反応率を精度よく予測できるかどうか検証を行った。さらに乖離要因を追究し，各種係数や関

数の見直し，および FA 反応モデルの高度化について検討を行った。 

得られた成果と課題を以下に整理する。 

 

(1) 既往の複合水和発熱モデルの汎用的な枠組みを踏襲しつつ，基準発熱速度，温度活性ならびに

C3S および C2S の基準発熱速度の修正係数について，定性的な知見および解析的検討に基づき

修正を行った結果，断熱温度上昇量の解析精度を損なうことなく，各クリンカー鉱物の水和率

の解析精度を大幅に向上することができた。 

(2) 断熱温度上昇量の予測解析においては，低熱セメントを用いた場合に，打ち込み温度が低く単

位セメント量が小さい場合に，実測値より低めに乖離する傾向が見られた。今後，このような特

殊な条件について解析精度の向上を図るためには，水和反応過程における Ca2+濃度の変化を直

接考慮したモデルへの拡張が望ましく，この点は今後の課題である。 

(3) FA 置換率の違いに起因する FA 粒子の内部生成層中のイオンの移動抵抗性の違いに着目した新

たなパラメータを導入した FA 反応の高度化モデルを提案した結果，セメントの鉱物組成，水結

合材比，FA 置換率，養生温度が異なる様々な実験条件に対し，FA 反応率の解析精度を大幅に向

上することができた。 

(4) また，上記高度化モデルの導入により，FA 置換率が高い場合でも，Ca(OH)2 が急激に消費され

ることなく，緩慢に FA の反応が継続する特徴を再現できるようになった。 

(5) 一方，FA 置換率が小さい場合には，FA 反応率の実測値と解析値の乖離が大きくなる傾向が見

られた。この要因として，本 FA 反応高度化モデルでは FA の物理的・化学的な性質に関わらず，

FA 置換率のみを考慮して反応の特徴をモデル化した点が考えられた。FA の物理的・化学的性

質を考慮したモデルへの拡張は今後の課題である。 

(6) FA の混合影響を考慮した C2S の基準発熱速度の修正係数の設定や温度活性の変化が，断熱温度

上昇量の解析精度に大きく影響することが示唆された。現状では検証データが少ないことから，

今後データの蓄積を図り再検証する必要がある。 
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5. 温度依存性モデルの最適化およびフライアッシュ混合セメントの強度発現モデル 

5.1. はじめに 

中深度処分施設において，発熱状態にある放射性廃棄体に起因するセメント系人工バリアへの高温

作用開始時期は，廃棄体の定置・埋設完了後となるため，施設完成後，年単位の材齢経過後になると想

定される。つまり，セメント系人工バリアは常温環境下で十分に緻密化が進行した後に，長期間にわた

って高温負荷を受けることになる。一方，長期性能予測解析に用いる熱力学練成システムは，複合水和

発熱モデル，空隙構造形成モデル，水分平衡・移動モデルを 3 つの基本モデルとし，各々の基本モデル

で温度依存性を考慮して導出された熱力学的状態量を相互連成させることにより，配合および環境条

件に応じて時々刻々と変化するセメント硬化体の諸物性を時系列で予測できることが特徴である。複

合水和発熱モデルについては，第 4 章にて高度化を行い，高度化モデルを用いることでフライアッシ

ュ混合セメントの場合についても，種々の温度条件に対して良好に各構成鉱物の反応率を予測できる

ことを確認した。また，空隙構造形成モデル，水分平衡・移動モデルについては，すでに温度依存性を

考慮したモデルが導入されている。しかしながら，両モデルについての温度依存性の検証は，若材齢時

から異なる一定温度環境下に曝露した例がほとんどであり，上記のように常温環境で長期間を経過し，

その後，温度環境を変化させた場合については，必ずしもモデルの検証が十分とはいえないのが現状

である。 

そこで，本章では，第 4 章で高度化した複合水和発熱モデルと，既往の空隙構造形成モデルおよび

水分平衡・移動モデルを連成させた解析を実施し，上記のような特殊な条件で十分な精度が得られる

かどうか，本論第 3 章での実験および類似の既往実験結果を対象に比較検証を行った。その上で，既

往の温度依存性モデルの課題点を明らかにし，予測精度の向上に大きく寄与する新たな関数を提案し

た。さらに，ポルトランドセメント単体の配合に限らず，混和材を含む場合についても適用できるよ

う，本関数を拡張しその妥当性を検証した。また，フライアッシュ混合セメントを対象に，ポゾラン反

応の進行に伴うゲル生成物性状の変化を考慮した新たな強度発現モデルの提案を行い，その妥当性に

ついて検証した。 

 

5.2. 既往の温度依存性モデル 

 水分平衡・移動モデル 

熱力学連成解析では，水分移動については，間隙水圧と水蒸気密度をポテンシャルとする液状水・水

蒸気の流速を定式化し，水分平衡については，微細空隙内での熱力学平衡と空隙構造に起因する履歴

挙動をモデル化することで，乾湿履歴に対して内部水分分布を表現している（1.4.4 参照）。 

水和によって硬化体中に形成される空隙は，層間空隙，ゲル空隙および毛細管空隙に分類される。ゲ

ル空隙および毛細管空隙中に存在する水分は，熱力学理論により凝縮液状水ならびに吸着水として算

定され，凝縮液状水に対しては空隙幾何構造に由来するインクボトル効果を考慮することで乾湿の履

歴現象が予測される。一方，層間空隙中に存在する層間水は，温度および相対湿度に応じて含水状態を

規定する水分等温線に基づき算定される1),2),3)。 

以下，本熱力学連成解析で考慮している水分平衡に関する温度依存性モデルについて詳述する。な

お，本モデルは，有機溶媒を用いた水分抽出法により液状水を分離評価した実験検討に基づき導入し

たものである4),5)。実験では，異なる温度・湿度条件に対して，湿潤および乾燥過程で抽出した液状水
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の水分量から，各所定条件での液状水および層間水の飽和度を算定しており，液状水および層間水の

含水状態が温度・湿度条件に応じて変化することが示されている。以下の温度依存性モデルの導入に

より，高温履歴を経験するコンクリートからの水分逸散について，実験結果を高精度に追跡できるこ

とが確認されている 3)。 

 

（1） 凝縮液状水 

既往実験 4),5)において，湿潤過程では，微細空隙内での水分平衡は瞬時に成立するのに対し，乾燥過

程における飽和度の推移は，供試体が曝される温度・湿度条件によって大きく異なることが示された。

これに対し，インクボトル効果により閉じ込められた水分は，安定状態にあるのではなく，温度・湿度

環境に応じた速度で時間の経過とともに徐々に周辺の連結細孔空隙に逸散すると解釈することにより，

単調乾燥過程での飽和度の遷移過程を次式を用いて表現している 3)。 

 

S ൌ ܵ௖ ൅ ܵ௔ௗ௦ ൅ ݇ ∙ ௜ܵ௡௞ ሺ0 ൑ ݇ ൑ 1ሻ 式 5-1 

 

ここで，S は乾燥過程における凝縮液状水ならびに吸着水の占める飽和度，Sc は Kelvin 式により記

述される気液界面半径 rc 以下の空隙に存在する凝縮水による飽和度，Sads は吸着水の寄与による飽和

度，Sink はインクボトル効果によって閉じ込められた水分に起因する付加的な飽和度，k はインクボト

ル水の逸散を表現するパラメータである。パラメータ k は乾燥直後には 1.0 の値をとり，その後乾燥の

進展とともに減少し，最終的に零値をとって熱力学平衡曲線である湿潤曲線に収束する（図 5-1 参照）。

なお，逸散速度（=dk/dt）は，温度と相対湿度の関数として以下の式 5-2～式 5-4 で定義している。 

 

 

図 5-1 温度・湿度依存性を考慮した凝縮液状水の水分平衡モデル 

 

dk
dt

ൌ െܥ ∙ ܽ௜௡௞
் ∙ ܽ௜௡௞

௛ ∙ ݇ 式 5-2 

ܽ௜௡௞
் ൌ exp	ሺെ1.5ൈ

10ସ

ܶ
ሻ 式 5-3 

ܽ௜௡௞
௛ ൌ 0.05 ∙	ሺ100.0 െ 100.0 ∙ ݄ሻ଴.଼ଵ 式 5-4 

 

ここで，C は定数（=3.0×10-13[1/sec]），aink
Tは温度敏感性を表す係数，aink

h は相対湿度に対する敏

感性を表す係数，T は温度[K]，h は相対湿度である。 
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（2） 層間水 

同様に，既往実験 4),5)に基づき，層間水の履歴挙動についても，温度依存性を考慮した水分等温線が

導入されている（図 5-2 参照）。本モデルでは層間水平衡に関する温度依存性を式 5-7 に示すパラメー

タ ht
env で表現している 3)。相対湿度 80%以降において層間水は安定領域に到達し，その後は緩やかに

消失するという傾向をモデル化している。 

 

 
図 5-2 温度・湿度依存性を考慮した層間水平衡モデル 

 

௟ܵ௥
௘௡௩ ൌ ܽ ∙ ݄௡భ ൅ ܾ	 ሺ݄ ൒ 0.8ሻ, ௟ܵ௥

௘௡௩ ൌ ݄௡మ ൅ ܿ	 ሺ݄ ൏ 0.8ሻ 式 5-5 

ܽ ൌ
1.0 െ ݄௧

௘௡௩

1.0 െ 0.8௡భ
	 ,	 	 	 ܾ ൌ

െ0.8௡భ ൅ ݄௧
௘௡௩

1.0 െ 0.8௡భ
 式 5-6 

ܿ ൌ ݄௧
௘௡௩ െ 0.8௡మ	 	 	 ݄௧

௘௡௩ ൌ െ1.5ൈ10ିଶ ∙ ܶ ൅ 5.395 式 5-7 

nଵ ൌ 25.0,	 	 	 nଶ ൌ 0.05 式 5-8 

 

ここで，Slr
envは相対湿度 h における層間水の平衡飽和度，a，b，c は環境温度 T[K]での水分等温線を

規定する係数，ht
envは相対湿度 80%，環境温度 T[K]での層間水の平衡飽和度，n1，n2は定数である。 

環境温度が変動する場合，平衡点はそれまでの等温包絡線上になく別の経路に移動する。なお，別の

経路への移動速度は，温度と相対湿度の関数として定義しており，湿潤過程では温度が高くまた湿度

が高いほど，乾燥過程では温度が高く湿度が低いほど速くなるよう，式 5-9～式 5-11 で設定している。 

 

dh௧
dt

ൌ െܥ ∙ ܽ௟௥
் ∙ ܽ௟௥

௛ ∙ ሺ݄௧ െ ݄௧
௘௡௩ሻ 式 5-9 

ܽ௟௥
் ൌ exp	ሺെ1.5ൈ

10ସ

ܶ
ሻ 式 5-10 

ܽ௟௥
௛ ൌ expሺ8.0 ∙ ݄ሻ	 	 ሺ݄௧ ൑ ݄௧

௘௡௩ሻ 

ܽ௟௥
௛ ൌ 3.0 ∙ 0.05 ∙	ሺ100.0 െ 100.0 ∙ ݄ሻ଴.଼ଵ	 	 ሺ݄௧ ൐ ݄௧

௘௡௩ሻ 
式 5-11 

 

ここで，C は定数（=3.0×10-13[1/sec]），alr
Tは温度敏感性を表す係数である。温度の敏感性に関して

は，式 5-3 に示したインクボトル水の低減係数に準拠して設定している。一方，alr
h は相対湿度に対

する敏感性を表す係数であり，水分回復・逸散過程のそれぞれについてモデルを規定している。層間

水の水分回復速度（式 5-11 の上式）は，水分逸散速度（式 5-11 の下式）に比べて，既往実験結果

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

層
間

水
飽
和

度

相対湿度 (%)

T=293K

T=313K

T=333K



 
 

 
137 

4),5)を反映し極めて速い設定としている。また，層間水の逸散速度はインクボトル水の逸散現象に比べ

て大きいとの予想に基づき，インクボトル水の逸散速度（式 5-4）の 3 倍を仮定している。 

 

 空隙構造形成モデル 

熱力学連成解析で規定するゲル空隙とは，C-S-H ゲル粒子内部に取り込まれる空隙（ゲル空隙 I）と，

隣接するゲル空隙に挟まれている微小空間（ゲル空隙 II）の和で定義される（図 5-3 参照）1)。従来の

モデル 1)では，ゲル空隙中の微小空間は，常温では新たなゲル粒子が析出できない空間（dead space）

と位置づけられ，水和に使用できる自由水は毛細管空隙中の凝縮液状水のみで，反応セメント重量の

一律 15%を物理的拘束水として定義していた。 

これに対し，半井ら6)は，低水セメント比配合のコンクリートでは，断熱条件における水和発熱特性

が反応に十分な水を配合したコンクリートとは異なること7)や，常温封緘養生を十分に行った後に環境

温度を増加させた場合に，収束していた水和反応が再び進展して空隙構造が緻密化することなどに着

目し，温度環境がコンクリートの初期固体形成過程に与える影響を一般化した高度化モデルを提案し

ている。高度化モデルでは，水和に使用できる自由水は，毛細管空隙中の凝縮液状水およびゲル空隙の

うち水和物析出限界以上の空隙に存在する水分の一部に拡張し，下記の水分を水和に使用できない物

理的拘束水として再定義している 6)。 

 

I. 半径 0nm～水和物析出限界半径 hydRmin までのゲル空隙の水分 

II. 飽和した毛細管空隙およびゲル空隙の，空隙壁面から 1nm の厚さを有する水分 

III. 不飽和空隙内に存在する壁面吸着水 

IV. 層間空隙に存在する水分 

 

温度依存性を考慮した空隙構造形成モデルの詳細を以降に示す。 

 

 
 

図 5-3 熱力学連成解析における空隙構造形成モデルと空隙の分類 1) 
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（1） 空隙構造形成モデルの温度依存性 

a. 水和物保有空隙率の温度依存性モデル 

常温養生と比較し，養生温度が高くなると空隙構造が粗大になることが多数報告されている。

これに対し，水和生成物の保有空隙率φch を図 5-4 に示す通り温度依存させることにより，高温養

生時にはセメント粒子の内部生成物と外部生成物の密度が増加し，セメント粒子から離れたとこ

ろに粗大な毛細管空隙が取り残されることを表現している。なお，水和物保有空隙率φch とは，層

間空隙とゲル空隙の両者を合わせた空隙率であり，次式により定義される。 

 

Φୡ୦ ൌ
߶௟ ൅ ߶௚

௦ܸ
 式 5-12 

 

ここで，φch は水和物保有空隙率，φl は層間空隙率[m3/m3]，φg はゲル空隙率[m3/m3]，Vs は層

間空隙およびゲル空隙を含む水和物体積[m3/m3]である。なお，従来モデルでは，Powers8)の研究に

基づき，φch=0.28 の一定値とし，この値は水和生成物の析出により占めることのできない最小の

空隙率であると仮定していた。温度依存性モデルでは，常温環境ではこの値を踏襲しつつ，温度上

昇した場合にはφch を低減することにより，水和生成物が密に析出し，ゲル粒子間の空隙が減少す

ることを想定してモデルを拡張している。 

 

 

図 5-4 水和物保有空隙率φchの温度依存性モデル 

 

 

b. 水和物析出限界半径の温度依存性モデル 

常温封緘養生を十分に行った後，環境温度を増加させた場合に生じる付加的な空隙構造の緻密

化することを再現するため，高度化モデルでは，上述の水和物保有空隙率φch の温度依存性モデル

に加え，図 5-5 に示す水和生成物の析出可能空間の温度依存性を考慮している。なお，従来モデ

ルでは，水和物は毛細管空隙中のみ析出可能としていた。温度依存性モデルでは，常温環境では水

和物析出限界半径 hydRmin を 50nm と設定することにより，ゲル空隙中に水和物が析出できない

こととほぼ等価としつつ，温度上昇に応じて水和物析出限界半径hydRminを低減することにより，

温度上昇時には水和物析出限界半径hydRmin以上のゲル空隙中に水和物が析出できる設定とした。
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ただし，毛細管空隙が存在している場合には，新たなゲル粒子の析出は毛細管空隙内のみに生じ

ると仮定しており，毛細管空隙が水和物で完全に占められた後は，水和物析出限界半径に応じて

ゲル空隙内に析出する。 

 

 

図 5-5 水和物析出限界半径 hydRmin の温度依存性モデル 

 

 

なお，温度依存性モデルでは，温度上昇時の水和物析出限界半径 hydRmin の低減に対応して，

ゲル空隙に析出する水和生成物の平均寸法を表現するパラメータを式 5-13，式 5-14 で補正する。 

 

௟ߞ ൌ 30 ௣݂௖ ൅ 10 ௦݂௚ ∙ ൫1.0 െ ௦௚൯ߙ0.9 ൅ 12 ௙݂௔ 式 5-13 

ζ ൌ 	௟ߞ ሺߞ௟ ൑ hydR୫୧୬ሻ 

	 ζ ൌ 2hydR୫୧୬	 	 ሺߞ௟ ൐  ௠௜௡ሻܴ݀ݕ݄
式 5-14 

 

 

ここで，ζlは生成水和物の体積と表面積の比[nm3/nm2]，ζは水和物析出可能空間の寸法を考慮

して補正した値[nm3/nm2]，fpc，fsa，ffaは，それぞれポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末，フ

ライアッシュの粉体中の質量比，αsg は高炉スラグ微粉末の反応率である。高炉スラグ微粉末に関

しては，反応率の増加とともにζl が低下し，ゲル空隙が緻密化する係数が暫定的に導入されてい

る。 

また，水和物の寸法が変化した場合には，ゲル粒子の固有比表面積も変化することから，水和物

形状の相似性を仮定して，ゲル空隙の表面積を式 5-15 で補正する。 

 

S୥ ൌ W୥ ∙ s୥ ∙
௟ߞ
ߞ

 式 5-15 

 

ここで，Sgは単位セメントペースト体積あたりのゲル空隙の表面積[m2/m3]，Ws は水和物粒子の

質量[kg/m3]，sg は水和物粒子の固有比表面積（=3.0×104[m2/kg]）である。水和物の固有比表面積

は，温度によらず一定値としている。 
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（2） 生成水和物の種類を考慮した空隙構造形成モデルへの拡張 

半井らはさらに，従来モデルでは平均化して取り扱っていた水和生成物を，水酸化カルシウムとそ

の他の C-S-H ゲルに分類し，それぞれに対する保有空隙率φch
CH，φch

CSHを個別に設定するようにモデ

ルを拡張した9)。生成水和物の種類を考慮した水和物保有空隙率の温度依存性モデルを図 5-6 に示す。

温度依存性は，空隙率の大きな C-S-H のみで考慮し，水酸化カルシウムではφch
CH を 0.01 一定として

いる。 

 

図 5-6 水和生成物の種類を考慮した水和物保有空隙率の温度依存性モデル 

 

 

 

また，層間空隙の固有比表面積についても，従来モデルの単位総水和物質量あたり（式 5-16）から

C-S-H ゲル質量あたり（式 5-17（=式 1-14 の再掲））へと再定義している。 

 

௟ݏ ൌ 510 ௣݂௖ ൅ 1500 ௦݂௚ ൅ 3200 ௙݂௔ 式 5-16 

௟_஼ௌுݏ ൌ 660 ௣݂௖ ൅ 660 ௦݂௚ ൅ 660 ௙݂௔ 式 5-17 

 

 

ここで，sl は総水和物における層間空隙の固有表面積[m2/kg]，sl_CSHは C-S-H ゲルにおける層間空隙

の固有表面積[m2/kg]である。 

本モデルの拡張により，例えば混和材を混合した配合で CH が消費され，C-S-H ゲルが多く生成され

るような場合には，全水和生成物に対する平均的な水和物保有空隙率が増加することにより，ゲル空

隙および層間空隙が増加する一方で毛細管空隙が減少するという，既往の実験結果と整合する結果が

得られるようになった10),11)。 
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5.3. 既往の圧縮強度発現モデル 

セメント硬化体の圧縮強度は，Powers12 )によって提案された水和物生成量と空隙量の比によって表

されるゲル空隙比（式 5-19）を用いることにより，水セメント比13 )や温度履歴14 )の違い，ポルトラン

ドセメントの種類15)によらず一律に評価可能であることが報告されている。一方で，セメントの一部を

高炉スラグやフライアッシュなどの混和材で置換した場合には，セメント単体を用いた試料とはやや

異なる傾向が現れ，その要因として混和材の混合による空隙構造の変化が主に寄与していると指摘さ

れている16),17),18)。つまり，空隙量のみに基づく圧縮強度推定には限界があることが示唆される。 

 

ܵሺݐሻ ൌ ܵ଴ ∙ ܺሺݐሻே 式 5-18 

ܺሺݐሻ ൌ ௛ܸ௬ௗሺݐሻ

௛ܸ௬ௗሺݐሻ൅ ௣ܸ௢௥௘ሺݐሻ
 式 5-19 

 

ここで，X(t)：ゲル空隙比，Vhyd(t)：硬化体の水和物量，Vpore(t)：硬化体の空隙量，S(t)：圧縮強度[MPa]，

S0, N：定数である。 

 

小田部・岸らは，強度発現は空隙量のみに依存するのではなく，本質的に骨格を担うセメント硬化体

の組織構造に依存するものであるとの考えに基づき，初期空隙に占める水和生成物に着目した強度発

現モデルを提案した19)。強度予測式を式 5-20～式 5-22 示す。提案したモデルは，初期空隙量（Vcap,ini）

に対するセメント粒子の外側に生成する外部水和物量（Vhyd,out）の比を強度増加の指標として表現する

ものであり，外部水和物量の増加（毛細管空隙φcp の減少）に伴い，水和生成物が空間を最密充填した

際に到達する最終到達強度に漸近する。 

 

௖݂
ᇱ ൌ ஶ݂

ᇱ ቈ1 െ ݌ݔ݁ ቊെߙ′ ൬݇ ∙
௛௬ௗ,௢௨௧ܦ

ߠ
൰
ఉᇱ

ቋ቉ 式 5-20 

௛௬ௗ,௢௨௧ܦ ൌ
௛ܸ௬ௗ,௢௨௧

௖ܸ௔௣,௜௡௧
ൌ ௖ܸ௔௣,௜௡௧ െ ߶௖௣

௖ܸ௔௣,௜௡௧
 

ߠ ൌ ൫ ௖ܸ௔௣,௜௡௜൯
ଵ/ଷ

 

式 5-21 

ஶ݂
ᇱ ൌ ൬ܣ

஼ଷௌ݌
஼ଷௌ݌ ൅ ஼ଶௌ݌

൅ ܤ
஼ଶௌ݌

஼ଷௌ݌ ൅ ஼ଶௌ݌
൰ ∙ ௖݌ ൅ ܥ ∙ ௦௚݌ ൅ ܦ ∙  ௙௔ 式 5-22݌

 

 

ここで，fc’：圧縮強度[MPa]，f∞’：最終到達強度[MPa]，k：水和物生成物分布の偏りを表す係数（=0.9），

Dhyd,out：初期空隙量（Vcap,ini）に対する外部生成物量（Vhyd,out）の体積比であり，Powers の提唱するゲル

空隙比 X(t)と等価なパラメータである。θ：結合材粒子間距離の影響を表す関数，pC3S，pC2S：ポルトラ

ンドセメント母材中のエーライトとビーライトの構成比，pc，psg，pfa：ポルトランドセメント，高炉ス

ラグ微粉末およびフライアッシュの構成比，α’，β’：材料定数（α’=0.57，β’ =3.5），A，B，C，D：エー

ライト，ビーライト，高炉スラグ微粉末，フライアッシュの最終到達強度に与える寄与度であり，

A=215[MPa]，B=250[MPa]，C=260[MPa]，D=260[MPa]，と設定している。A，B の設定は，ポルトラン

ドセメントの主要クリンカー鉱物であるエーライトおよびビーライトからは，それぞれ C-S-H および

Ca(OH)2 が生成されるが，それぞれの圧縮強さは C-S-H の方が大きいことから，水和生成物に占める体
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積割合が大きいビーライトほど最終到達強度に対する寄与度が大きいとの考えに基づくものである 19)。

また，C，D については，高炉スラグ微粉末，フライアッシュともに水酸化カルシウムを消費すること

で C-S-H を形成することから，最終到達強度に対する寄与度はビーライトよりさらに大きいとの考え

に基づき設定している20)。 

なお，初期空隙量（Vcap,ini）は，初期配合から次式により求められる。 

 

௖ܸ௔௣,௜௡௜ ൌ

ܹ
௣ܹ

ൗ ∙ ௣ߩ

ܹ
௣ܹ

ൗ ∙ ௣ߩ ൅ 1
 式 5-23 

 

ここで，W：単位セメントペースト体積あたりの水量[kg/m3]，WP：単位セメントペースト体積あた

りの粉体量[kg/m3]，ρp：粉体密度[kg/m3]である。  

 

Powers のゲル空隙比理論に対し，小田部・岸の提案する強度発現モデルは，複合水和発熱モデル，

空隙構造形成モデル，水分平衡・移動モデルを連成させることにより，使用材料や温度，湿度条件を反

映した経時的な空隙構造変化に基づき得られた空隙量をもとに圧縮強度を推定できることが最大の特

徴である。高温環境下においては，図 5-6 に示す水和物保有空隙率の温度依存性モデルに従い，水和

物の保有空隙率が減少することにより，析出する水和生成物が緻密化し，かさ体積が減少する。また，

水和促進に伴う自由水の消費により，常温環境に比べ早期に自由水が不足することから水和反応が停

滞する。両者の複合的な考慮により，高温環境下における長期強度発現の停滞が表現される。 

 

 

 

5.4. 普通ポルトランドセメントに関する温度依存性モデルの最適化検討 

 既往モデルの検証および課題点の抽出 

既往の温度依存性モデルおよび圧縮強度発現モデルについては，水セメント比やセメント種類が異

なる広範な配合に対し，質量変化や圧縮強度を精度よく予測できることが検証されている 3),6),19),21)。し

かしながら，その検証対象は，若材齢時から異なる一定温度環境下に曝露した例がほとんどであり，本

論第 2 章および第 3 章で示した実験のように，緻密な空隙構造が形成された長期材齢経過後に温度環

境を変化させた場合については，必ずしもモデルの検証が十分とはいえない。 

そこで，緻密な空隙構造が形成された後に高温を作用させた本論の実験および同様の既往実験 6), 
22 ),23 ),24 ),25 )を対象に，質量変化や圧縮強度等について比較解析を実施し，解析精度の検証を行った。な

お，複合水和発熱モデルには，第 4 章でその妥当性を確認した高度化後の複合水和発熱モデルを使用

した。 

検証に用いた文献および実験条件の概要を表 5-1 に示す。セメント種類はいずれも普通ポルトラン

ドセメントである。実測値および解析値の比較を図 5-7～図 5-11 に示す。 
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表 5-1 モデルの検証に用いた測定事例（OPC） 

 検証指標 
配合種別および 
水セメント比 

(%) 
養生条件 

供試体 
サイズ 

(cm) 
出典 

A 
圧縮強度 
逸散水量 

モルタル 
30% 

所定材齢まで 20℃封緘養生後， 
表 3-2 に示す所定の環境に曝露 

φ5×10 
（圧縮強度） 

4×4×16 
（逸散水量） 

木ノ村 22) 
(2017) 

B 逸散水量 
モルタル 
35%, 55% 

1 日間 20℃封緘，60 日間 20℃水中養生後， 
60℃70%RH に曝露 

4×4×16 
浅本 

(2006)23) 

C 結合水量 
ペースト 

25% 

P25a：20℃封緘養生を継続 
P25b：14 日間 20℃封緘後 18 日間 60℃封緘養生し，

その後さらに 80℃封緘養生を継続 
φ10×20 

半井 
(2005)6) 

D 
圧縮強度 
逸散水量 

モルタル 
25% 

1 日間 20℃封緘後，20℃水中養生継続 
および 材齢 28 日まで 20℃水中養生後，60℃5%
～10%RH に曝露 

φ5×10 
武藤

(2010)24) 

E 逸散水量 
コンクリート 

60% 

2C：28 日間 38℃湿潤養生後，38℃40%RH に曝露 
3C：7 日間 38℃湿潤養生後，38℃40%RH に曝露 
4C：1 日間 38℃湿潤養生後，38℃40%RH に曝露 
5C：38℃40%RH に曝露 

φ4.7×10 
（逸散水量） 

Cano 
(2004)25) 

 

 

文献 A: 木ノ村（2017） 
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(e) 182d-60S             (f) 182d-60RH90 

 

  

(g) 420d-60S             (h) 420d-20RH70 

 

 

(i) 420d-60RH70 

 

図 5-7 圧縮強度および逸散水量の比較（W/C=30%，モルタル） 
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文献 B: 浅本（2006） 

 

図 5-8 逸散水量の比較（W/C=35%および 55%，モルタル） 

 

 

文献 C: 半井（2005） 

 

図 5-9 結合水量の比較（W/C=25%，ペースト） 

 

 

文献 D 武藤（2010） 

 

  

図 5-10 圧縮強度および内部水分量の変化率の比較（W/C=25%，モルタル） 
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文献 E: Cano（2004） 

 

図 5-11 逸散水量の比較（W/C=60%，コンクリート） 

 

文献[A]では，いずれのケースにおいても 20℃封緘期間中の圧縮強度の解析精度は概ね良好であるの

に対し，60℃環境への曝露直後に圧縮強度が過大に増進し，質量変化は過小評価していることが確認

できる。文献[B]では，W/C=55%配合の逸散水量の解析精度は良好であるのに対し，W/C=35%配合の逸

散水量はやや過小となっている。文献[C]では，20℃封緘時の化学的結合水量はやや過小であるのに対

し，P25b では環境温度の段階的な上昇に伴い結合水量が大幅に増加しており，実測値の増加幅に比べ

て高温負荷時の水和反応がやや過大である可能性が示唆される。文献[D]では，20℃水中養生ケースの

解析精度は圧縮強度，内部水分量の変化率ともに良好である。一方で，28 日間 20℃水中養生後，相対

湿度が 5～10%の乾燥炉内に曝露した 60℃乾燥ケースでは，曝露後急激に水分が逸散していることが

実測値（図 5-10 の右図）より確認できる。また，解析でも内部水分量の変化率を良好に再現できてい

ることから，圧縮強度の実測値は，小型供試体が継続して強い乾燥を受けることにより強度増加した

可能性が高いと考えられる。なお，強い乾燥による強度増加は，既往の研究において多数報告されてい

る26),27),28)。文献[E]は，他文献とは異なり普通 W/C（60%）の配合を対象とした事例である。打込み直

後から乾燥環境下に曝露した 5C を除き，いずれのケースにおいても解析精度が良好であることが確認

できる。 

以上の結果より，既往モデルでは，低水セメント比配合で水和進行後も未水和セメント粒子が硬化

体内に残存しており，かつ，緻密な空隙構造が形成された後に高温負荷を受けた場合に，インクボトル

空隙や層間空隙から放出される内在水が捕捉され，過剰に水和が進行する点が課題であることが示唆

される。また，文献[A]の(b)における解析値と実測値の乖離も留意すべき点である。実験では質量変化

は質量減のまま収束傾向にあるが，解析では，外部相対湿度が 70%と高いことから長期封緘時の水和

進行により内部相対湿度が低下した硬化体内へ向けて，水分が移動して質量が増加し，水和が継続す

ることで強度増加する傾向を示している。この点も，解析上の過度な水和の継続に起因していると考

えられることから，既往モデルを改良する必要がある。 

一方で，普通 W/C 配合の場合には，水和進行後に未反応セメント粒子がほとんど残存していないこ

とから高温負荷時に生じる付加的な水和影響は小さく，また，低 W/C 配合に比べ毛細管空隙が粗であ

ることから，高温負荷によって硬化体内の自由水や拘束水は容易に外部逸散する。また，低水セメント

比配合であっても，文献[D]のような過酷な高温乾燥を受ける場合には，温度・湿度敏感性を考慮した

水分平衡モデル（5.2.1 参照）により，硬化体内の自由水や拘束水は急激に外部逸散することから，付

加的な水和への寄与は小さい。つまり，これらの場合については，既往の温度依存性モデルにより十分
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に精度が確保されており，上記の限られた条件が成立する場合のみ，既往モデルの課題が顕在化する

のである。なお，高温負荷時のインクボトル空隙や層間空隙からの水分の放出速度については，妥当性

の検証がなされている 3), 4), 5)。仮に，高温負荷時の放出速度が実際には現在の設定より速い可能性を疑

うとすれば，文献[A]において，60℃90%RH 環境下で圧縮強度や逸散水量が経時的に漸増する実験結果

を説明することができない。逆に，放出速度が現在の設定より遅いと仮定した場合には，圧縮強度の漸

増を説明できる可能性はあるが，逸散水量はさらに抑制されるはずである。 

したがって，既往の温度依存性モデルの課題は，高温負荷時のインクボトル空隙や層間空隙からの

水分放出速度ではなく，毛細管空隙構造の緻密化が進んだ状態での水和反応の進行速度にあると推察

される。 

 

 

 凝縮水の空間的偏在を考慮した自由水低減係数の提案 

既往の温度依存性モデルにおいて課題が確認された文献[A]の(b),(d)を例に，各空隙率（毛細管空隙

φcp，ゲル空隙φgl，層間空隙φlr）および飽和度の解析結果を，図 5-12，図 5-13 に示す。 

 

  

(b) 91d-20RH70               (d) 91d-60RH90 

 

図 5-12 各空隙率の経時変化（文献[A]の解析結果） 

 

  

(b) 91d-20RH70               (d) 91d-60RH90 

 

図 5-13 各空隙の飽和度の経時変化（文献[A]の解析結果） 
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(b)は材齢 91 日まで 20℃封緘養生後，20℃70%RH に曝露したケースである。20℃70%RH 環境への

曝露後，毛細管空隙の飽和度は乾燥により一旦減少するが，その後，外部からの吸湿により水和が継続

し，Scp の上昇とともにφcp が減少する傾向を示す。(d)は材齢 91 日まで 20℃封緘養生後，60℃90%RH

に曝露したケースである。解析モデルでは，60℃90%RH 環境への曝露直後に，ゲル空隙および毛細管

空隙中のインクボトル水の逸散ならびに層間水の放出により，その後毛細管空隙の飽和度Scpが上昇し，

急激に水和が進行してφcp が低下し，材齢 120 日でほぼゼロとなっている。φcp がゼロとなった材齢

120 日以降は，自由水を消費しながらゲル空隙内に水和物が析出してφgl が低下し，Sgl が増加する傾向

を示す。なお，圧縮強度はφcp の関数であること（式 5-21）から，圧縮強度は材齢 120 日で頭打ちと

なっている（図 5-7 の(d)）。 

しかしながら，実際には，(b)では吸湿による質量増加は見られず，(d)でも解析ほどの急激な強度増

加は見られない。ここで，図 5-12 に着目すると，20℃封緘養生が終了した時点（材齢 91 日時点）で

の各空隙率の割合は，φcp の方がφgl よりも小さいことが確認できる。毛細管空隙率φcp とは，セメン

トペースト体積のうち，水和析出物によって埋められた体積および未反応残存粒子の体積を除いた空

間である（式 1-15）。すなわち，φcp＜φgl の状態とは，図 5-14 の(b)のように，外部生成物層中の毛細

管空隙が，ゲル空隙と同等の非常に微細な空隙構造に至るまで，水和析出物によって埋め尽くされた

状態を意味する。このようにφcp が極めて小さくなった状態では，ペースト中に空間的に存在するゲル

空隙や毛細管空隙は周囲を水和析出物で包囲された完全閉空隙（デッドエンド空隙）に近い状態とな

り得ること，また，鎌田ら29)が指摘するように，連結した空隙構造中つまり水分の移動経路中に不飽和

時に存在する空気泡がデッドエンド空隙付近に停滞し，凝縮水の移動を阻害する要因となる可能性も

考えられる。図 5-15 は 91 日間 20℃封緘養生後の空隙径分布の解析結果であり，解析での硬化体内部

の相対湿度の解析値は 78%であった。このとき Kelvin 式（式 1.26）から求められる気液界面の存在す

る最大空隙半径は 4nm となることから，凝縮水の多くはゲル空隙中に存在していることが同図より示

唆される。このように水和が進んだ微細構造場においては，主としてゲル空隙中に存在する凝縮水は

ほぼ閉じ込められたような状態で空間的に偏在している確率が高いと推察され，ゲル空隙中の凝縮水

を用いて速やかに毛細管空隙中に水和物を生じることは実際には困難である可能性が考えられる。 

既往の水分平衡・移動モデルでは，例えば常温封緘養生から高温封緘養生に変化させた場合，インク

ボトル空隙から離脱した水分が凝縮水として再配分されることで内部相対湿度が上昇することを表現

している。これに対しφcpが極めて小さくなった微細構造場では，再配分された凝縮水は上述のように

ゲル空隙中に偏在している可能性が高く，水和に使用できる自由水が制限される可能性が考えられる。

高温封緘時のインクボトル水の再分配と使用可能な自由水の比較概念図を図 5-16 に示す。既往モデル

では，ゲル空隙および毛細管空隙は互いに連結した開空隙であり，水分平衡・移動が容易に生じること

を前提としており，ペースト中に存在する凝縮水はその空間的位置に関わらず水和に使用可能な自由

水となる。一方で，φcpが極めて小さい状態になると，この前提が成立しなくなるため，空隙がどの程

度空間的に連結しているか，またどの程度不飽和であるかという指標を用いて凝縮水の空間的偏在を

考慮し，水和の継続のしやすさを評価する必要があると考えられる。 
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(a) 空隙の連結性が十分ある場合         (b) 空隙の連結性が乏しい場合 

    （通常場）     （微細構造場） 

図 5-14 外部生成物層中の水和物の析出概念図 

 

 

 

図 5-15 91 日間 20℃封緘養生後の空隙径分布の解析結果と気液界面の最大空隙半径 

 

 

 

図 5-16 高温封緘時のインクボトル水の再分配と使用可能な自由水の比較概念図 
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そこで，空隙の連結性を間接的に表す指標として，ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率を用い

ることにより，水和に使用可能な自由水の低減を表現するモデルを提案する。提案モデルでは，毛細管

空隙が不飽和かつ毛細管空隙の比率が極めて小さい場合に，再配分される凝縮水の一部しか水和に使

用できないことを，次のように定式化する。 

 

߰ ൌ
߶௖௣
߶௚௟

 式 5-24 

 ただし， 

lim  のとき， lim   

lim  のとき，    

 

 

௙ܹ௥௘௘
ᇱ ൌ w୰ୣୢൈ ௙ܹ௥௘௘ 式 5-25 

w୰ୣୢ ൌ exp ൜െܽ ∙ ට1 െ ܵ௖௣ ∙ ቀ1 െ 1
߰௟௜௠ൗ ൈ߰ቁൠ 式 5-26 

           ただし， 

8.0cpS のとき， cpcp SS   

8.0cpS のとき， 8.0cpS  

 

 

ここで，Ψ:ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率，Ψlim:硬化体中の凝縮水をその空間的位置に

関わらず自由水として使用可能なゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率の限界値，Wfree
’：水和に使

用可能な正規化した自由水量の補正値，Wfree：正規化した自由水量，wred：正規化した自由水量に対

する低減係数，Scp：毛細管空隙中の平均飽和度，a：毛細管空隙の平均飽和度が使用可能な自由水量

に及ぼす影響係数である。なお，Ψlimおよび a の設定値は，後述する解析的検討の結果から，それぞ

れ 0.50 および 10.0 と設定した。 

 

ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率（Ψ）および自由水低減係数（wred）の関係を図 5-17 に示す。

同図に示すように，Ψ≧0.50 の領域では既往モデルを踏襲し，再分配された凝縮水はその空間的位置に

関わらず水和に使用可能である。一方，Ψ＜0.50 の領域では，毛細管空隙中の平均飽和度に応じて水和

に使用可能な自由水が制限される。ただし，完全飽和（Scp=1.0）の場合には，未反応残存粒子の周りに

は必ず凝縮水が存在し，凝縮水の偏在はないとみなせることから，wred=1.0 と表現することにより，従

来通り制限を受けることなく水和を継続することができる。 

なお，自由水の不足による水和発熱速度の低減は，複合水和発熱モデルにおいて係数βi（式 4-3）で

も考慮されている。βi は，硬化体中の自由水量が低下するほど，また，内部生成層厚が増加するほど，

低下するパラメータであり，両者の影響により反応粒子の反応面と自由水との接触機会が低減するこ

とで水和が停滞する現象をナノ～マイクロスケールで考慮したパラメータである。これに対し，提案

する自由水低減係数 wred は，メソスケールでの水分平衡・移動による凝縮水の再分配を考慮したパラ

メータであり，βi とは想定するスケールと水和速度の低減をもたらす機構が異なる。上述のように，

wred は限られた条件が成立したときのみ機能するため，一般的な配合・環境条件であればβi のみが機
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能するか，両者とも機能しない場合がほとんどである。したがって，wred を導入しても，既往のモデル

に対し水和反応が過剰に停滞することはない。 

 

 

図 5-17 ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率Ψ と 自由水低減係数 wredの関係 

 

 

 自由水低減係数の導入による妥当性の検証 

既往モデルに対し，図 5-17 に示す関数を導入した解析結果と実測値の比較を図 5-19～図 5-23 に示

す。なお，第 4 章に示す複合水和発熱モデルの修正において，主として C2S の水和発熱速度を従来の

0.1 倍に修正した影響により，水和初期の C-S-H の析出程度が修正前の解析よりも遅れ，その結果全水

和物平均の保有空隙率が低下し，強度発現に遅れをもたらすことから，ここでは C-S-H ゲルの保有空

隙率を図 5-18 のように微修正しその影響を補正した。また，圧縮強度発現モデルにおいて，式 5-20 中

の材料定数β’を 3.5 から 3.3 に微修正した。 

なお，C-S-H ゲルの保有空隙率の微修正に伴い，特に若材齢時の水分逸散性状に影響を及ぼす可能性

が懸念されたが，後述する結果に示すとおり，異なる配合や環境条件に対して水分逸散性状を良好に

再現できることを確認している。 

 

 

 

図 5-18 水和生成物の種類を考慮した水和物保有空隙率の温度依存性モデル（修正後） 
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文献 A: 木ノ村（2017） 

 

  

(a) 20S               (b) 91d-20RH70 

 

  

(c) 91d-60S              (d) 91d-60RH90 

 

  

(e) 182d-60S             (f) 182d-60RH90 
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(g) 420d-60S             (h) 420d-20RH70 

 

 

(i) 420d-60RH70 

 

図 5-19 圧縮強度および逸散水量の比較（W/C=30%，モルタル） 

 

 

文献 B: 浅本（2006） 

 

図 5-20 逸散水量の比較（W/C=35%および 55%，モルタル） 
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文献 C: 半井（2005） 

 

図 5-21 結合水量の比較（W/C=25%，ペースト） 

 

 

文献 D 武藤（2010） 

 

  

図 5-22 圧縮強度および内部水分量の変化率の比較（W/C=25%，モルタル） 

 

 

文献 E: Cano（2004） 

 

図 5-23 逸散水量の比較（W/C=60%，コンクリート） 
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文献[A]では，60℃封緘養生時と 60℃90%RH 養生時の圧縮強度増進性状の違いを，wred の導入によ

り，適切に再現できるようになった。60℃封緘養生の場合，高温負荷に伴い再配分された凝縮水が外部

に逸散せず，60℃90%RH 養生に比べて毛細管空隙中の平均飽和度（Scp）が高くなり，さらに，水和の

進行によって空隙が小径化することで経時的に Scp が上昇して水和が継続する。一方，60℃90%RH 養

生では，60℃封緘養生に比べて Scp の上昇が小さいため，φcp の減少に伴いやがて水和が収束する。ま

た，20℃70%RH 養生のケースについても，φcp の減少に伴い水和に使用できる自由水が制限され，水

和が収束することから，外部環境からの過度な水分移動を抑制できるようになった。文献[B]では，

W/C=55%配合の解析精度への影響はなく，W/C=35%配合の予測精度が向上したことが確認できる。本

係数の導入の意義を的確に反映しているといえる。文献[C]は W/C=25%配合であり，60℃封緘養生へ移

行する材齢 14 日時点では，自己乾燥により Scp は低下していると考えられる。その後，60℃負荷によ

る凝縮水の再配分により Scp は上昇するが，不飽和で水和に使用できる自由水が制限されることから，

緩やかに水和が進行する。また，80℃負荷時にも同様のメカニズムが繰り返される。したがって，段階

的な環境温度の上昇に応じて，段階的に化学的結合水が増加する傾向を良好に再現できるようになっ

た。また，文献[D]，[E]のいずれのケースについても，解析精度が良好であることが確認できる。文献

[D]の 60℃乾燥ケースでは，乾燥条件が過酷であり高温負荷直後に自由水が逸散・消失するため，水和

が収束している。つまり，wred の導入影響はこのケースの場合ほとんど寄与していない。文献[E]の各ケ

ースについては，いずれも W/C=60%配合であり Ψ＜0.50 の状況に至ることはないことから，wred の導

入が解析結果にもたらす影響はない。 

以上のことから，提案する自由水低減係数の導入は，低水セメント比配合で毛細管空隙の緻密化が

極めて進んだ状態における水和進行の予測精度の向上に大きく寄与することが確認できる。 

 

 

5.5. フライアッシュ混合セメントの強度発現モデル 

 既往の強度発現モデルの検証および課題点の抽出 

既往の強度発現モデル（5.3 参照）は，各種ポルトランドセメントの単体配合および高炉スラグ微粉

末を混合した配合についてはその妥当性が検証されている 19),20)が，フライアッシュ（以下「FA」）を混

合した配合については十分に検証がなされていない。 

そこで，既往の強度発現モデルを用いて，水結合材比および FA 置換率を変化させた既往の圧縮強度

試験結果30 )を対象に比較解析を実施した。使用セメントは普通ポルトランドセメントである。ここで

は，既往の強度発現モデルを FA 混合セメントに適用した場合の課題点を抽出しやすいよう，温度依存

性モデルが影響しない 20℃水中養生での実験を選定した。なお，複合水和発熱モデルおよび FA 反応

モデルには，第 4 章でその妥当性を確認した修正複合水和発熱モデルおよび FA 反応高度化モデルを用

いている。 

実測値および解析値の比較結果を図 5-24 に示す。FA0%すなわち普通ポルトランドセメント単体の

場合については，異なる水セメント比に対して概ねその傾向が再現されている。一方，FA を混合した

場合については，特に FA 置換率 20%で実際に見られる長期強度の増進が再現されておらず，材齢経過

とともに普通ポルトランドセメント単体の場合との強度差が縮まる傾向が再現できていない。また，

FA 置換率 50%および 70%の場合においては，実測値に対し解析値が大幅に小さい。 

以上のことから，FA の混合が強度に与える影響が適切に考慮されておらず，解析精度の向上を図る

ためには既往モデルを拡張する必要があると考えられる。 
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(a) W/B=40%                (b) W/B=50% 

 

図 5-24 圧縮強度の比較（20℃水中養生）30) 

 

 

 フライアッシュ混合セメントの強度発現モデルの提案 

（1） 既往の強度発現モデルの拡張 

検討にあたっては，既往文献における高炉スラグ微粉末の強度発現モデル 20)を参考にした。高炉ス

ラグ微粉末を混合した配合では，高炉スラグの反応の進行に応じて，C-S-H ゲルの保有空隙率を増加さ

せる関数を与えている。これにより，反応の進行に伴い C-S-H ゲルのかさ体積が増加し，効率的に毛

細管空隙が水和生成物で埋められることを表現している。 

高炉スラグと同様に，FAも反応の進捗に応じてC-S-HゲルのCa/Si比が低下し密度低下すること31)，

また，置換率が大きいほど Ca/Si 比が低下し密度低下すること32),33)が報告されている。すなわち，FA の

反応の進行ともに，C-S-H ゲルが密度低下し，かさ体積が増加すると解釈できることから，高炉スラグ

と同様の考え方に基づく関数を拡張することにより，適切に強度発現を表現できると考えた。 

以下に，拡張した強度発現モデルを示す。 

 

஼ௌߙ ൌ
௦௚݌ ∙ ௦௚ߙ ൅ 5 ∙ ௙௔݌ ∙ ௙௔ߙ

௣௖݌ ∙ ௣௖ߙ
 式 5-27 

内部温度が 30℃以下の場合  

߶௖௛ೞ೒
஼ௌு ൌ 0.47 െ 0.12 ∙ expሺെ3.8 ∙  ஼ௌଷሻ 式 5-28ߙ

߶௖௛೑ೌ
஼ௌு ൌ 0.47 െ 0.12 ∙ expሺെ3ൈ3.8 ∙  ஼ௌଵ.ସሻ 式 5-29ߙ

 

 

ここで，αCS：Ca/Si 比の低下を表す指標，ppc，psg，pfa：ポルトランドセメント，高炉スラグおよび FA

の構成比，αpc，αsg，αfa：ポルトランドセメント，高炉スラグおよび FA の反応率，φch_sg
CSH：高炉スラ

グ由来の C-S-H の保有空隙率（内部温度が 30℃以下の場合），φch_fa
CSH：FA 由来の C-S-H の保有空隙率

（内部温度が 30℃以下の場合）である。なお，内部温度が 30℃以上の場合は，図 5-18 に示す保有空
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隙率の温度依存性（30℃以下でのφch
CSH=0.35 と 60℃以上でのφch

CSH=0.26 の勾配）に比例して，φch_sg
CSH

および φch_fa
CSHを低減する。 

FA の αCS に対する感度は，複合水和発熱モデルにおいて，高炉スラグおよび FA による水酸化カル

シウムの消費率を各反応量に対して 22%および 100%と規定している 21)ことから，高炉スラグの 5 倍

に設定した（式 5-27）。また，FA 由来の C-S-H の保有空隙率の変化の感度は，高炉スラグと比較して

同一の αCS に対して 3 倍に設定した（式 5-29）。これは，後述する解析的検討の結果から設定した。αCS

と高炉スラグ（SG）およびフライアッシュ（FA）由来の C-S-H の保有空隙率の関係を図 5-25 に示す。

このように αCS が増加すると，水和生成物のかさ密度が増加することが表現される。 

 

 

図 5-25 αCSと SG および FA 由来の C-S-H の保有空隙率の関係（内部温度が 30℃以下の場合） 

 

 

 

（2） 空隙構造形成モデル中のパラメータの修正・拡張 

後述する各種比較検証解析を通じて，以下に示すパラメータを修正した。なお，以下に登場する fpc，

fsg，ffa は，それぞれポルトランドセメント，高炉スラグ，FA の粉体中の質量比である。 

 

a. 水和物の平均寸法を表すパラメータζ1 

・ 修正前 

ଵߞ ൌ 30 ௣݂௖ ൅ 10 ௦݂௚ሺ1.0 െ ௦௚ሻߙ0.9 ൅ 12 ௙݂௔ 式 1-17 参照 

・ 修正後 

ଵߞ ൌ 30 ௣݂௖ ൅ 10 ௦݂௚ሺ1.0 െ ௦௚ሻߙ0.9 ൅ 12 ௙݂௔ ∙ ሺ1.0 െ  ௦௚ሻ 式 5-30ߙ0.9

 

高炉スラグを混合した場合の考え方に準じ，FA についても反応率（αfa）の増加とともにζ1が

低下し，ゲル空隙が緻密化する傾向を考慮した。 
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b. ゲル粒子の固有比表面積を表すパラメータ sg 

・ 修正前 

௚ݏ ൌ ൫3.0 ௣݂௖ ൅ 150 ௦݂௚ ∙ ௦௚ଶߙ ൅ 3.0 ௙݂௔൯ൈ10ସ  

つまり，混和材を含まない場合は，sg=3.0×104 [m2/kg]  式 1-18 下部参照 

 

・ 修正後 

௚ݏ ൌ ൛3.0 ௣݂௖ ൅ 3.0 ௦݂௚൫1.0 ൅ ௦௚ଶ൯ߙ360 ൅ 3.0 ௙݂௔൫1.0 ൅  ௙௔ଶ൯ൟൈ10ସ 式 5-31ߙ1800

 

高炉スラグを混合した場合の考え方に準じ，FA についても反応率（αfa）の増加とともに sg が

増加し，ゲル空隙が緻密化する傾向を考慮した。ただし，修正前の高炉スラグの考え方をそのまま

導入した場合，混和材を含まないポルトランドセメント単体の場合に比べ，反応率αが微小な間

は sg が過小となり，その結果，反応初期においてゲル空隙が過大となって逸散水量を過大評価す

ることが，後述する解析的検討から明らかとなった。そこで，反応率αが微小な間はポルトランド

セメント単体の場合と sg は同等とみなし，その後，反応率の増加に伴い sg が増加する関数に修正

した。なお，式 5-31 中の各係数の値は，後述する解析的検討の結果から最終決定した。 

 

c. 層間空隙の固有比表面積を表すパラメータ Sl 

・ 修正前 

௟ܵ_஼ௌு ൌ 660 ௣݂௖ ൅ 660 ௦݂௚ ൅ 660 ௙݂௔ 式 1-14 参照 

・ 修正後 

௟ܵ_஼ௌு ൌ 660 ௣݂௖ ൅ 660 ௦݂௚ ൅ 1320 ௙݂௔ 式 5-32 

 

なお，式 5-32 中のフライアッシュに関する係数の値は，5.5.4 に示す長期 20℃封緘養生後に 20℃

相対湿度 70%環境下に曝露した比較検証解析の結果（図 5-30 の(b)，(h)）から最終決定した。この

修正により，FA を混合した場合には，層間空隙が増すことにより相対的にゲル空隙が減り，乾燥

時にゲル空隙からの水分逸散が抑制される。 

 

 

（3） 水分平衡モデル中のパラメータの修正・拡張 

温度依存性を考慮した水分平衡モデルでは，単調乾燥過程において，ゲル空隙および毛細管空隙中

のインクボトルに閉じ込められた水分が，曝露される温度・湿度条件に応じた速度で徐々に周辺の連

結細孔空隙に放出されることをモデル化している（図 5-1）。同モデルでは，インクボトル水の逸散程

度をパラメータ k を用いて表現し，乾燥直後は 1.0 で，その後乾燥の進展とともに減少し最終的に零値

をとって熱力学平衡曲線である湿潤曲線に収束するとしている。石田ら 3)は，k の放出速度の妥当性を

実験結果 4), 5)との比較により確認しているが，一方で，相対湿度が 90%程度の高湿度領域では，多くの

空隙が飽和状態にあり，インクボトル効果によって捕捉された水分の逸散経路が限定され，乾湿履歴

が消失しない可能性があることを指摘している。また，混和材によるポゾラン反応が進行した場合に

は，電気抵抗率が大幅に増加すること34),35)，電気抵抗率と空隙構造の屈曲率には高い相関があること36)

から，普通ポルトランドセメント単体の場合に比べ，空間的な空隙構造が複雑化し，個々の空隙の連結

性がさらに低下していると考えられることや，妥当性の検証に用いた実験 4), 5)は普通ポルトランドセメ
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ントペーストを用いた実験であり，混合セメントに対しては検証がなされていないことを勘案すると，

混合セメントを用いた場合に，高相対湿度環境下での単調乾燥過程において全てのインクボトル水が

逸散するかどうかについては，今後検証する必要がある。 

ここでは，後述する解析的検討の結果，FA 混合セメントにおいては，60℃70%RH 環境への曝露では

インクボトル水は完全に消失するが，90%RH では全く消失しないと仮定しない限り，解析的に逸散水

量および圧縮強度を再現できないことから，FA の反応率が 10%を超えた場合に，k の下限値（=klow）

について図 5-26 に示す仮定を暫定的に導入した。なお，高炉スラグについても，暫定的に同様の設定

とした。 

 

図 5-26 相対湿度と k の下限値の関係（αsgもしくは αfa≧0.1 となる場合） 

 

 

 

 提案モデルの検証および課題点の抽出 

前項で提案した，既往の強度発現モデルの拡張および各種パラメータの修正・拡張を加えたモデル

を用いて，上述の既往文献の実験値 29)との再比較を行った。結果を図 5-27 に示す。 

強度発現モデルの拡張により，FA 混合セメントを用いた場合の水和後期の強度増進を良好に再現で

きるようになった。FA 置換率 20%の配合では，材齢経過とともに普通ポルトランドセメント単体の場

合との強度差が縮まる傾向が再現されており，FA 置換率 50%および 70%の場合についても，実測値を

良好に再現している。 

ただし，図 5-25 に示すとおり，提案モデルでは混和材の反応進行に伴う C-S-H ゲルの密度低下をか

さ体積の増加に置き換えることで圧縮強度増進性状の特徴を表現している。このように，かさ体積の

増加を見込む場合，一方では，最終到達強度 f∞’（式 5-20）を低減させる必要性があることが考えられ

る。この点は今後の検討課題であり，検証データの蓄積や感度解析による再現予測を通じて，その必要

性を明らかにする必要がある。 

なお，図 5-27 において図 5-24 より，普通ポルトランドセメント単体の強度が増加しているのは，

第 4 章での複合水和発熱モデルの修正を考慮し C-S-H ゲルの保有空隙率を図 5-18 のように補正した

影響，また，既往の強度発現モデルに対し，式 5-20 中の材料定数β’を 3.5 から 3.3 に微修正した影響

によるものであり，式 5-27～式 5-29 に示す関数の導入とは無関係である。 
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(a) W/B=40%                (b) W/B=50% 

 

図 5-27 圧縮強度の比較（20℃水中養生）30) 

 

 

一方，上記のケースでは，解析上いずれも材齢 100 日までにψ（=φcp/φgl）<0.5 に至っておらず，

解析結果には図 5-17 に示す wred による影響は含まれていない。そこで，FA 混合セメントを対象とし

た場合においても，図 5-17 に示す wred の適用が妥当かどうか検証するため，本論第 3 章で示した FAC

（水結合材比 30%，普通ポルトランドセメントのうちの 30%を FA で内割置換したモルタル）の実験

結果を対象に解析値との比較を行った。圧縮強度および逸散水量の比較結果を図 5-28 に示す。 

いずれのケースにおいても 20℃封緘期間中の圧縮強度の解析精度は概ね良好であるのに対し，60℃

環境への曝露直後に圧縮強度が過大に増進している。また，(b)においては，解析では実際には見られ

なかった吸湿による質量増加が生じており，これも過度な水和の継続に起因していると考えられる。

以上のことから，毛細管空隙の緻密化が極めて進行した状態下で機能する自由水低減係数 wred につい

て，FA 混合セメントにも適用できるようさらに改良する必要があると考えられた。 
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(c) 91d-60S              (d) 91d-60RH90 

 

  

(e) 182d-60S             (f) 182d-60RH90 

 

  

(g) 420d-60S             (h) 420d-20RH70 
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(i) 420d-60RH70 

 

図 5-28 圧縮強度および逸散水量の比較（W/B=30%，FA 置換率 30%） 

 

 自由水低減係数の高度化および妥当性の検証 

（1） 自由水低減係数の高度化 

FA のような混和材を含む混合セメントの場合，毛細管空隙の緻密化が極めて進んだ状態では，ポゾ

ラン反応が十分に進行している。前述のとおり，このような状態では，普通ポルトランドセメント単体

の場合に比べ，個々の空隙の連結性がさらに低下していると考えられる。 

図 5-28 は，普通ポルトランドセメントについてその妥当性を検証した自由水低減係数 wredを，FA 混

合セメントにそのまま適用した場合の実験値と解析値の比較であるが，20℃封緘養生を長期継続した

(a)では，解析は実験値を良好に再現している。すなわち，Ψ＜0.50 の領域で wred が機能することにより

水和に使用可能な自由水が制限されるという仮定（図 5-17），つまり Ψlim=0.50 という閾値の設定は，

概ね妥当であろうと推測される。なぜなら，Ψlimを，Ψlim>0.50 のように大きく設定した場合には，圧縮

強度の収束傾向が現解析よりも早期に現れて実験値を下回り，逆に Ψlim<0.50 のように小さく設定した

場合には，収束傾向が遅れ実験値を上回る結果になると考えられるからである。 

以上のことから，図 5-17 の自由水低減係数 wred を FA 混合セメントに適用した場合に見られる実験

値と解析値の乖離は，wred が機能する Ψ＜0.50 の領域における低減係数の与え方，すなわち，凝縮水の

空間的偏在の重み付けに起因していることが推測される。上述のように，混合セメントの場合，毛細管

空隙の緻密化が極めて進んだ状態では，普通ポルトランドセメント単体の場合に比べ，空隙の連結性

がさらに低下していると考えられることから，同一のψ値かつ Scpで比較した場合，凝縮水の空間的な

偏在影響はより強く現れ，水和に使用可能な自由水はさらに制限されると解釈できる。 

そこで，式 5-26 で規定した関数 wred を次式のように拡張し，混和材の種類および反応率を考慮して

実際の水和に使用可能な自由水が変化することを表現した。 

 

w୰ୣୢ ൌ exp ൜െܽ ∙ ሺ1 ൅ 3αୱ୥ሻ ∙ ሺ1 ൅ 15α୤ୟሻ ∙ ට1 െ ܵ௖௣ ∙ ቀ1 െ 1
߰௟௜௠ൗ ൈ߰ቁൠ 式 5-33 

     ただし， 8.0cpS のとき， cpcp SS   

          8.0cpS のとき， 8.0cpS  

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0

50

100

150

200

0 100 200 300 400 500 600

C
u
m
u
la
ti
ve
 m

as
s 
lo
ss
 (
%
)

C
o
m
p
re
ss
iv
e
 S
tr
e
n
gt
h
 （
M
P
a）

Age (days)

Compressive Strength

Mass Loss



 
 

 
163 

ここで，Ψ:ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率，Ψlim:硬化体中の凝縮水をその空間的位置に

関わらず自由水として使用可能なゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率の限界値，Wfree
’：水和に使

用可能な正規化した自由水量の補正値，Wfree：正規化した自由水量，wred：正規化した自由水量に対

する低減係数，Scp：毛細管空隙中の平均飽和度，a：毛細管空隙の平均飽和度が使用可能な自由水量

に及ぼす影響係数，αsg，αfa：高炉スラグおよび FA の反応率，である。なお，Ψlimおよび a の設定値

はそれぞれ 0.50 および 10.0 であり，式 5-26 での設定値と同じである。 

普通ポルトランドセメント単体の場合，式 5-33 は式 5-26 と等価となる。一方，混合セメントの場

合には，各混和材の反応の進行に伴い wred が大きく低下する。一例として，FA 混合セメントにおい

て FA 反応率が 10%および 30%と仮定した際の Ψおよび wred の関係を図 5-17 に示す。このように，

混合セメントを用いた場合には，普通ポルトランドセメント単体の場合（図 5-17）と比較して，毛細

管空隙中の相対湿度（Scp）の変化に対する wredへの感度が大きく，その感度は反応の進行に応じて増

大すると解釈することにより，毛細管空隙中の凝縮水が不足した場合に水和の進行が著しく停滞する

ことを表現した。なお，高炉スラグおよび FA の自由水低減係数 wredに対する感度（重み付けの係

数）は，後述する解析的検討の結果から最終決定した。 

 

  

(a) FA 反応率 10%              (b) FA 反応率 30% 

 

図 5-29 ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率Ψ と 自由水低減係数 wredの関係 

 

 

（2） 妥当性の検証 

高度化した自由水低減係数 wred の妥当性を検証するため，表 5-2 に示す既往実験との比較解析を行

った。実測値および解析値の比較を図 5-30～図 5-33 に示す。 

 

表 5-2 モデルの検証に用いた測定事例（混合セメント） 

 検証指標 
配合種別および 
水結合材比 

(%) 

混和材 
置換率 

(%) 
養生条件 

供試体 
サイズ 

(cm) 
出典 

A 
圧縮強度 
逸散水量 

モルタル 
30% 

FA 
30% 

所定材齢まで 20℃封緘養生後， 
表 3-2 に示す所定の環境に曝露 

φ5×10 
（圧縮強度） 

4×4×16 
（逸散水量） 

木ノ村 22) 
(2017) 
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B 
FA 

反応率 
ペースト 
30%, 50% 

FA 
40% 40℃封緘養生 4×4×16 

Hanehara 
(2001)37) 

C 逸散水量 
コンクリート 

33% 
FA 

30% 

・2C：28 日間 38℃湿潤養生後， 
38℃40%RH に曝露 

・3C：7 日間 38℃湿潤養生後， 
38℃40%RH に曝露 

・4C：1 日間 38℃湿潤養生後， 
38℃40%RH に曝露 

・5C：38℃40%RH に曝露 

φ4.7×10 
（逸散水量） 

Cano 
(2004)25) 

D 圧縮強度 
コンクリート 

35%, 40%, 45% 
高炉スラグ 

45%* 
20℃水中養生 φ10×20 

井元 
(2015)38) 

E 圧縮強度 
コンクリート 

24% 
高炉スラグ 

45%* 
・20℃水中養生 
・初期高温封緘養生 

φ10×20 
宮原 

(2017)39) 

* 高炉セメント B 種を使用しているため，普通ポルトランドセメント 55%＋高炉スラグ 45%と仮定 

 

 

文献 A: 木ノ村（2017） 

 

  

(a) 20S               (b) 91d-20RH70 

 

  

(c) 91d-60S              (d) 91d-60RH90 
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(e) 182d-60S             (f) 182d-60RH90 

 

  

(g) 420d-60S             (h) 420d-20RH70 

 

 

(i) 420d-60RH70 

 

図 5-30 圧縮強度および逸散水量の比較（W/B=30%，FA 置換率 30%） 
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文献 B: Hanehara（2001） 

 

  

(a) 既往モデル               (b) 最終提案モデル 

図 5-31 FA 反応率の比較（W/B=30%，50%，FA 置換率 40%） 

 

文献 C: Cano（2004） 

 

  

(a) 既往モデル               (b) 最終提案モデル 

図 5-32 逸散水量の比較（W/B=33%，FA 置換率=30%） 

 

   

(a) 文献 D：井元（2015）         (b) 文献 E：宮原（2017） 

図 5-33 圧縮強度の比較（高炉スラグ置換率=45%） 

0

10

20

30

40

50

60

0 100 200 300 400

R
ea
ct
io
n
 r
at
io
 o
f 
fl
y 
as
h
 (
%
)

Curing time (days)

W/B30% W/B50%

Replacement ratio of fly ash: 40%

Sealed at 40℃

B: Hanehara (2001)

0

10

20

30

40

50

60

0 100 200 300 400

R
ea
ct
io
n
 r
at
io
 o
f 
fl
y 
a
sh
 (
%
)

Curing time (days)

W/B30% W/B50%

Replacement ratio of fly ash: 40%

Sealed at 40℃

B: Hanehara (2001)

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 10 20 30 40 50 60

C
u
m
u
la
ti
ve
 m

as
s 
lo
ss
 (
%
)

Time (day)

Drying at 38℃ and 40%RH, W/B=33%, FA=30%

5C (No moist cured)

4C (1 day moist cured)

3C (7 days moist cured)

2C (28 days moist cured)

Dots: Experiment
Lines: Analysis

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 10 20 30 40 50 60

C
u
m
u
la
ti
ve
 m

as
s 
lo
ss
 (
%
)

Time (day)

Drying at 38℃ and 40%RH, W/B=33%, FA=30%

5C (No moist cured)

4C (1 day moist cured)

3C (7 days moist cured)

2C (28 days moist cured)

Dots: Experiment
Lines: Analysis

0

20

40

60

80

100

120

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

C
p
m
p
re
ss
iv
e 
st
re
n
gt
h
 (M

P
a)

Age (days)

B35 B40 B45

BB, W/C=35%, 40, 45%

20℃水中養生

実線：既往モデル

点線：最終提案モデル
0

20

40

60

80

100

120

140

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

C
p
m
p
re
ss
iv
e 
st
re
n
gt
h
 (M

P
a)

Age (days)

標準養生 高温封緘養生

BB，W/C=24%

実線：既往モデル

点線：最終提案モデル



 
 

 
167 

 

文献[A]は，前項で比較を行った実験結果との再比較である。いずれのケースにおいても，自由水低

減係数の高度化により図 5-28 に比べて解析精度が向上している。解析[B]は，W/B=30%および 50%の

FA 混合セメントペーストを 40℃封緘養生した場合について，FA 反応率を比較した結果である。

W/B=50%の場合は，既往モデルと最終提案モデルで解析結果は同じであり，いずれも解析精度は良好

である。一方，W/B=30%の場合は，最終提案モデルにおいて解析精度が向上していることが確認でき

る。これは，自由水低減係数 wred の導入が適切であり，低水結合材比配合の長期高温養生環境下で有効

に機能することを反映した結果であるといえる。また，文献[C]でも，既往モデルに比べ最終提案モデ

ルで，解析精度が向上していることが確認できる。文献[C]は，文献[A]，[B]に比べ実験期間が短いた

め，自由水低減係数 wredが機能する領域である Ψ＜0.50 には解析上到達していない。したがって，解析

精度の向上は wred の導入による効果ではなく，前述の空隙構造形成モデル中の各種パラメータの修正・

拡張に起因するものである。文献[D]および[E]は，高炉セメントを対象に本高度化モデルの妥当性を検

証した結果である。水結合材比および養生条件の異なる実験結果をいずれも良好に再現している。特

に文献[E]のような低水結合材比配合で解析精度が大幅に向上しており，本章で提案するモデルが高炉

セメントに対しても有効であることを示している。ただし，高炉スラグ微粉末と FA をともに含む 3 成

分系の混合セメントに対しては，本モデルの妥当性を検証するには至っておらず，この点は今後の課

題である。 

また，5.5.2.（2）に示した各種パラメータの設定の妥当性についても，今後追加検証する必要がある

と考えている。これらの関数の設定は，限られた実験結果に対し，本章に示す解析的な検討を通じて暫

定的に決定したものである。図 5-30 において，解析結果は概ね良好な精度を有しているものの，高温

封緘時の圧縮強度をやや過大評価していること，また，60℃90%RH 曝露後の逸散水量については，必

ずしもその傾向を十分に再現できていない。その要因としては，混合セメントでは高湿度環境下では，

インクボトル空隙からの水分逸散は生じない（図 5-26）と仮定した一方，層間水の飽和度平衡につい

ては，普通ポルトランドセメントと同一（図 5-2）としており，常温から高温に環境温度が変化した場

合には 90％RH のような高湿度領域であっても多量の層間水が放出されることなどが考えられる。混

合セメントの場合，ポゾラン反応の進行に伴い層間水の飽和度平衡曲線が変化する可能性も考えられ

るが，この点については裏付けとなる実験データが見当たらないのが現状である。また，ゲル空隙と層

間空隙の比率や同比率の温度依存性変化など設定の仕方によっても，特に高温乾燥時の逸散水量は大

きく影響を受けることから，これらを直接的に計測するあるいは観察する基礎実験を今後実施し，現

在の設定の妥当性を再検証する必要がある。 

なお，今回の提案モデルでは，混和材を含む場合には，普通ポルトランド単体の場合に比べ，個々の

空隙の連結性がさらに低下するとの定性的な推察のもと，凝縮水の空間的な偏在を考慮した自由水低

減係数 wred を，混和材の種類および反応率を用いて簡易に重み付けした式を採用している（式 5-33）。

しかしながら，個々の空隙の連結性に関する重み付けは，本来，セメントクリンカー鉱物および混和材

それぞれに由来する水和析出物により構成される空隙構造の物理的状態を反映して設定すべきもので

ある。この点は今後の課題であり，個々の空隙の連結性をより直接的に表現した係数を用いた関数に

拡張する必要がある。また，微細構造場における自由水低減係数 wred の考え方を，混和材の反応継続に

必要な Ca(OH)2 との接触しやすさを表現するパラメータである λi（式 4.8）にも適用し，混和材反応モ

デルをさらに発展させる必要性についても今後検討する必要がある。 
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5.6. まとめ 

本章では，第 4 章で高度化した複合水和発熱モデルと，既往の温度依存性モデルについて最適化検

討を行った空隙構造形成モデルおよび水分平衡・移動モデルを連成させた解析を行い，既往の研究や

第 3 章の実験で得られた圧縮強度，質量変化率等に対する解析精度の検証を行った。その上で，既往

の温度依存性モデルの課題点を明らかにし，特に水セメント比配合で過剰に継続する水和反応につい

てそれを改善する新たな関数を提案した。また，フライアッシュ混合セメントを対象に，ポゾラン反応

の進行に伴うゲル生成物性状の変化を考慮した新たな強度発現モデルの提案を行い，その妥当性につ

いて検証した。 

得られた成果と課題を以下に整理する。 

 

(1) 第 4 章で高度化した複合水和発熱モデルと，既往の空隙構造形成モデルおよび水分平衡・移動

連成モデルを連成させた解析を実施した結果，低水セメント比配合において，常温環境で長期

的に水和が継続しすぎること，また，長期常温養生後に高温を負荷した場合に，過剰に水和が進

行するという課題が明らかとなった。その要因として，毛細管空隙構造が極めて緻密化した状

態での水和反応の進行速度に起因することが推測された。 

(2) そこで，凝縮水の空間的偏在を考慮した自由水低減係数 wred を提案した。wred をゲル空隙率に対

する毛細管空隙率の比率ψ，毛細管空隙中の平均飽和度 Scp，各混和材の反応率αの関数として

表現することにより，ポルトランドセメントの単体配合および混合セメントに対して，過剰な

水和進行に起因していた実験値と解析値の乖離が解消され，解析精度が大幅に向上した。 

(3) フライアッシュ混合セメントを対象に，ポゾラン反応進行に伴う C-S-H ゲルのかさ体積の変化

を考慮した圧縮強度発現モデルを提案し，さらに自由水低減係数 wred を考慮することで，種々

の配合および環境条件に対し，解析精度が良好であることを確認した。また，本モデルを拡張す

ることにより，高炉スラグ混合セメントでも過剰な水和進行が抑制されるようになり，解析精

度が大幅に向上した。 

(4) ただし，混合セメントを対象に設定した各種パラメータは，本章の解析的検討を通じて暫定的

に設定したものであり，十分な実験根拠に基づき設定したものではない。したがって，今後，各

種パラメータの設定について，直接的に計測するあるいは観察する基礎実験を実施し，その妥

当性を再検証する必要がある。 
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6. 複合構成モデルとの連成による収縮・クリープ挙動予測の検証 

6.1. はじめに 

本論文では，既往の熱力学連成解析システムに対し，第 4 章にて複合水和発熱モデルの高度化を行

い，さらに第 5 章にて低水結合材比配合の場合に形成される微細構造場を考慮した水分・平衡移動お

よび空隙構造形成モデルを提案し，これらを連成させた熱力学連成解析システムが種々の配合・環境

条件下において，高い予測精度を有することを確認した。 

一方，既往の研究において，熱力学連成解析システムから逐次得られる空隙構造やナノからマイク

ロスケールの空隙に存在する水分状態に応じて収縮駆動力を算定し，骨材とセメント硬化体から構成

される二相系の構成則を通じて，収縮駆動力によって生じる時間依存変形を材齢初期から長期に至る

まで予測することが可能な複合構成モデルが提案されている1 ),2 ),3 ),4 )。本モデルを用いることにより，

様々な水結合材比のコンクリートの時間依存変形を，自己・乾燥収縮，基本・乾燥クリープに分離・独

立して足し合わせる必要はなく，熱力学環境条件を変えるのみで予測することができ，これまでに実

際の傾向を概ね妥当に再現できることが確認されている 4)。 

上述するように，熱力学連成解析システムから得られる種々の熱力学的状態量は，時間依存変形を

予測する上での基盤となることから，前者の予測精度の向上により時間依存変形の予測精度も向上す

ることが期待される。そこで，本章では，前章までに高度化を行った熱力学連成解析システムと既往の

複合構成モデルを連成させた時間依存変形解析を行い，既往の実験結果および高度化前のモデルの解

析結果に対し，精度向上をもたらすかどうか検証を行った。本章にて，熱力学的状態量の予測精度向上

が，以下に示す複合構成モデルとの連成を通じ，実構造物レベルのマクロな構造応答の予測精度向上

に直結することを示すことにより，熱力学連成解析システムの高度化を図った本研究が，実務的にも

価値が高い研究であることを示す。 

なお，複合構成モデルのうち内在収縮駆動力等については，これまでに当初モデル 1),2),3)と再構築モ

デル 4)との間で主に駆動力発生メカニズムの考え方について見直しが行われている。再構築の結果，広

範な水セメント比のセメントペーストおよびコンクリートに対して，封緘条件ならびに乾燥条件

（30%RH から 95%RH）下での収縮挙動の予測精度が向上することが確認されている 4)。ただし，再構

築後の検証は，常温環境下での材齢 1 年程度までの実験に対してに留まっており，必ずしも超長期や

高温環境に対して十分な検証がなされていない。したがって，本章は再構築モデルの追加検証として

も実施する意義が大きい。 

 

6.2. マルチスケール型時間依存構成モデルの概要 

 骨材―セメント硬化体二相系モデル 

収縮駆動力によって発生する収縮ひずみを求めるため，コンクリートに対して骨材とセメント硬化

体の二相系の時間依存構成則を用いている 1),3),5)。コンクリートを構成する全体システムは，セメント

硬化体により取り囲まれた剛な骨材が分散した状態で表現される。骨材については，完全弾性体と仮

定して作用応力と剛性に応じて算出される弾性ひずみ（図 6-1）に加え 3)，乾燥に伴う骨材そのものの

収縮ひずみ（ߝ௔௚௦௛）が考慮されている 5)。一方，セメント硬化体については，水和の進行とともに仮想

水和殻が増加する Solidification 理論に基づくモデル化がなされている6)（図 6-2）。水和に伴う剛性の増

加は殻厚の増加，すわなち硬化体体積の増加に関連して与えられるとともに，水和殻自体の固体特性
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は固有のものと仮定している。なお，水和殻の数量および増加量については，熱力学連成解析システム

から得られる水和率および水和率の増分に応じて規定される。ただし，各水和殻の生成時期は異なる

ことから，各殻は生成履歴に応じた特性を持つ。セメント硬化体の負担応力は，各水和殻が負担する応

力の総和として表現される。コンクリートの体積・偏差応力とひずみは，骨材，セメント硬化体の両者

の一体性，遷移帯ならびに骨材の自由回転を考慮した複合体として計算される。 

 

 

図 6-1 骨材とセメント硬化体の構成則の概念図 3) 

 

 

 
 

図 6-2 セメント硬化体の仮想水和殻と Aging による仮想水和殻の増加 3) 

 

 

 仮想水和殻（クラスター）のレオロジーモデル 

仮想水和殻の力学モデルは，熱力学連成解析システムの空隙の定義（図 5-3）に従い，寸法，形態の

異なる毛細管空隙，ゲル空隙，層間空隙の各空隙内水分の熱力学的状態量に応じて，時間依存変形を表

現している。各空隙の力学モデルは，空隙内水分が作用応力に応じて徐々に滲出するという物理的イ
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粘弾性，粘塑性および塑性応答成分などの時間依存力学特性がモデル化されており，仮想水和殻の全

ひずみεlyは，以下で表される（図 6-3 および式 6.1）。 

 

 

 

図 6-3 各空隙内水分の熱力学的状態量に応じた仮想水和殻のレオロジーモデル 3) 

 

 

௟௬ߝ ൌ ௘ߝ ൅ ௖ߝ ൅ ௚ߝ ൅  ௟ 式 6.1ߝ

 

ここで，εe：瞬間弾性ひずみ，εc：粘弾性ひずみ，εg：粘塑性ひずみ，εl：塑性ひずみである。以

下，各項の詳細について解説する。 

 

 

（1） ゲルおよび毛細管空隙構造の弾性モデル 

レオロジーモデルの弾性成分は，形成されるゲル粒子とその集合で形成される毛細管空隙の弾性変

形を表すものであり，完全弾性バネを用いて表現している。 

 

σ௟௬ ൌ ௘ܧ ∙  ௘ 式 6.2ߝ

 

ここで，σly：殻の体積応力[kg/cm2]，Ee：弾性バネの体積剛性[kg/cm2]，εe：瞬間弾性ひずみである。

弾性部分の体積剛性 Ee は生成された殻に対応する固体部分の剛性を表し，次式によって，水和による

剛性増加が殻の生成に連動して表現される。 

 

௘ܧ ൌ
௖௣ܭ݀
݀߰

 式 6.3 

 

ここで，Kcp：セメント硬化体の体積剛性[kg/cm2]，ψ：水和度である。  
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（2） 毛細管空隙構造の粘弾性モデル 

レオロジーモデルの弾粘性成分は，毛細管空隙中の水分移動に関連づけられ，生成殻の時間変形の

中で可逆変形を表す。毛細管空隙中の水分は比較的大きな空隙（10-8～10-6m）に存在する水分であるこ

とから，持続応力下で相対的に速くかつ可逆的な移動が可能と想定され，短期クリープまたは若材齢

のクリープを主に支配する成分と考えられる。構成則を次式に示す。 

 

௟௬ߪ ൌ ௖ܧ ∙ ௖ߝ ൅ ௖ܧ ∙ ௖ܥ
௖ߝ݀
ݐ݀

 式 6.4 

 

ここで，σly：殻の体積応力[kg/cm2]，Ec：弾性バネの体積剛性[kg/cm2]，εc：粘弾性ひずみ，Cc：ダ

ッシュポットの粘性係数[1/day]である。粘弾性部分の体積剛性 Ec[kg/cm2]は，毛細管空隙構造の時間遅

れ変形の収束値を規定することと等価であり，次式で与える 2)。 

 

௖ܧ ൌ ܽ௘௖ ∙ ௘ܧ ∙ ௘݂௖ ቀ൫ܵ௖௔௣൯ቁ 

ܽ௘௖ ൌ 3, ௘݂௖ ൌ 0.5 ∙ ሺ1 ൅ Sୡୟ୮ଶ ሻ  

式 6.5 

 

ここで，aec：定数[1/day]，Scap：時刻 t における毛細管空隙の飽和度である。遅れ可逆変形の終局値

と瞬間弾性変形の比率に関する実験結果に基づき，ここでは aec=3.0 と仮定している。関数 fecは，毛細

管空隙の水分平衡状態が体積剛性 Ec に及ぼす影響を表す指標である。毛細管空隙の飽和度が小さくな

ると，応力を負担する水分量が少なくなるため遅れ終局変形は大きい，つまり，乾燥したコンクリート

の弾性剛性は湿潤と比較して小さくなることを表現している。 

粘弾性部分の粘性に関わる係数 Ccは熱力学連成解析システムから受け渡される毛細管空隙の状態量

（飽和度，空隙構造，水の粘性）より，次のように規定している。 

 

௖ܥ ൌ ܽ௖௖ ∙ ௌߚ
௖൫ܵ௖௔௣൯ ∙ ሺܶሻሻߟሺ்ߚ ∙  ௖௔௣൯ܤ௥௖൫ߚ

ܽ௖௖ ൌ 4.32ൈ10ିଷ 

ௌߚ
௖ ൌ െ3.75ൈܵ௖௔௣ଷ ൅ 5.7ൈܵ௖௔௣ଶ െ 1.2ൈܵ௖௔௣ ൅ 0.075 

்ߚ ൌ 10 ൅ ηሺTሻ 

௥௖ߚ ൌ ௖௔௣ܤ 10଺⁄ ,	 	 	 ሺ݂݅	 ௥௖ߚ ൏ 1, 	 ௥௖ߚ ൌ 1ሻ, 

ߟ ൌ ௜ߟ ∙ exp	ሺ
௘ܩ
ܴܶ

ሻ ௜ߟ
ଶଽହ௄ൗ  

式 6.6 

 

ここで，acc：定数[1/day]，η：無次元化した微細空隙中の液状水の粘性，ηi：非理想状態下の液状水

の粘性[Pa・s]，Ge：非理想条件下において液状水流れに要する付加的 Gibbs エネルギー[J/mol]，R：気

体定数[J/mol/K]，T：温度[K]，ηi
295K：温度 T=295K に対する非理想条件下における液状水の粘性[Pa・

s]，Bcap：時刻 t における毛細管空隙構造の関数形状を決定するパラメータ[1/m]で，1/Bcap が毛細管空隙

の代表半径に相当する。 

空隙中の液状水の粘性ηが大きいほど，また水和の進行により毛細管空隙が緻密になる（Bcapが大き

くなる）ほど，ダッシュポットの粘性は大きくなる。一方，毛細管空隙が凝縮水で満たされている場
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合，周辺空隙への滲出は容易ではないと考えられることから，飽和度が高いほどダッシュポットの粘

性も大きくなる。なお，絶乾状態では時間依存変形が瞬時に終了し，瞬間ひずみ以降の遅れひずみが零

となる。これは実現象と対応している。 

 

（3） ゲル空隙構造の粘塑性モデル 

レオロジーモデルの粘塑性成分は，ゲル空隙中の水分移動に関連づけられ，塑性スライダーとダッ

シュポットから構成される。ゲル空隙（10-9～10-8m）中の水分移動は相対的に遅く，長期間にわたって

持続する。また，ゲル空隙表面は大きな表面エネルギーを有するため，一旦変形を経験したゲル空隙は

回復しにくいことから，不可逆性のモデルを仮定している。構成則を次式に示す。 

 

௚ߝ݀
ݐ݀

ൌ
1
௚ܥ
∙ ൫ߝ௚௟௜௠ െ  ௚,௘௤൯ߝ

௚,௘௤ߝ ൌ ݔܽ݉ ቆ
ܹ
௟௬ߪ

, 	௚ቇߝ 	 ሺ݄݊݁ݓ	 ௟௬ߪ ൐ 0ሻ 

௚,௘௤ߝ ൌ ݉݅݊ ቆ
ܹ
௟௬ߪ

, 	௚ቇߝ 	 ሺ݄݊݁ݓ	 ௟௬ߪ ൏ 0ሻ 

௚ܹ ൌ න ௟௬ߪ
ఌ
ｇ

଴
 ௚ߝ݀

式 6.7 

 

ここで，εg：粘塑性ひずみ，εglim：粘塑性変形の収束値，εg,eq：等価粘塑性ひずみ，Cg：ダッシュ

ポットの粘性係数[1/day]である。朱ら 1)が提案した当初の粘塑性モデルでは，ゲル空隙水に起因するク

リープ変化率は，応力履歴によらず時刻 t における粘塑性ひずみεg に比例して（つまり，常にεg,eq =

εg として）一義的に規定していた。これに対し，浅本ら 2)は，クリープ変化率に，応力履歴依存性が

あることに着目してモデル化し（図 6-4），時刻 t までに受けた最大の等価粘塑性ひずみに比例するよ

うに当初の提案モデルを修正した（式 6.7）。 

 

 

 

図 6-4 ゲル空隙の粘塑性モデルの応力履歴依存性 2) 
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また，係数 Cg は粘弾性成分と同じく，熱力学的状態量から得られるゲル空隙の水分移動特性をパラ

メータとして規定している。朱ら 1)が提案した当初の粘塑性モデルでは，ゲル空隙を空隙径によって区

別せず Cg を簡易に定式化していた。これに対し，浅本ら 2)は，空隙径の非常に小さいゲル空隙では，

厳しい環境に曝されない限り水分が逸散しないことを考慮し，ゲル空隙を一般的な温湿度環境で水分

逸散を生じるゲル空隙 L（r>1.5nm）と，微小なゲル空隙であるゲル空隙 S（r≦1.5nm）に細分化して，

両者の粘塑性ひずみを独立して加算する形に当初の提案モデルを修正した（図 6-5）。これにより解析

精度が向上することを確認している 2)。 

・ Gel pore-L 

௚௅ܥ ൌ ܽ௖௚௅ ∙ ௌߚ
௚൫ ௚ܵ௘௟ሺݎ ൐ 1.5݊݉ሻ൯ ∙  ሺܶሻሻߟሺ்ߚ

ܽ௖௚௅ ൌ 0.864 

ௌߚ
௚ ൌ 1.0ൈ ௚ܵ௘௟ 

式 6.8 

・ Gel pore-S 

௚ௌܥ ൌ ܽ௖௚ௌ ∙ ௌߚ
௚൫ ௚ܵ௘௟ሺݎ ൑ 1.5݊݉ሻ൯ ∙  ሺܶሻሻߟሺ்ߚ

ܽ௖௚ௌ ൌ 25.9 

ௌߚ
௚ ൌ 1.0ൈ ௚ܵ௘௟ 

式 6.9 

 

ここで，acgLおよび acgS：ゲル空隙 L およびゲル空隙 S に関する定数[1/day]，Sgel：時刻 t におけるゲ

ル空隙の飽和度である。なお，空隙中の液状水の粘性ηに関する考え方は，毛細管空隙構造に関連づけ

られた粘弾性成分と基本的に同じである。 

ゲル空隙 L の定数 acgL は，毛細管空隙構造の変形挙動と比べ微細空間中のゲル空隙水に起因するク

リープ変化率が小さいことを考慮し，acc（=4.3×10-3）より相対的に大きな値を仮定している。この値

は朱らの当初モデルの設定 1)と同じである。一方，ゲル空隙 S の定数 acgS は，ゲル空隙 S のクリープ変

化率への寄与が極めて小さいことを想定して，acgL（=0.864）の 30 倍である 25.9 を仮定している。 

 

 

図 6-5 ゲル空隙 S およびゲル空隙 L の粘弾性モデル 2) 
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また，粘塑性ひずみεg の収束値εglimは，殻への作用応力とゲル空隙の飽和度，温度に関連するとし

て，次式のとおり仮定している。ゲル空隙が水分で飽和している場合，高応力が載荷されてもクリープ

変形は小さく，逆に乾燥状態では，ゲル変形の余地が増加することを反映して，塑性収束値が大きくな

ることが表現される。 

・ Gel pore-L 

௚௟௜௠௅ߝ ൌ ௚௟௜௠௅ߝ
௟௜௡௘௔௥൫ߪ௟௬, ௚ܵ௘௟, ܶ൯ ∙ ௚௟௜௠ߝ௡௢௡൫ݔ

௟௜௡௘௔௥൯ 

௚௟௜௠௅ߝ
௟௜௡௘௔௥ ൌ ൬

௟௬ߪ
௘ܧ
൰ ∙ ௌ௚௅൫ݔ ௚ܵ௘௟ ൐ 1.5݊݉൯ ∙  ௚௅ሺܶሻ்ݔ

式 6.10 

・ Gel pore-S 

௚௟௜௠ௌߝ ൌ ௚௟௜௠ௌߝ
௟௜௡௘௔௥൫ߪ௟௬, ௚ܵ௘௟, ܶ൯ ∙ ௚௟௜௠ߝ௡௢௡൫ݔ

௟௜௡௘௔௥൯ 

௚௟௜௠ௌߝ
௟௜௡௘௔௥ ൌ 1.5 ∙ ൬

௟௬ߪ
௘ܧ
൰ ∙ ௌ௚ௌ൫ݔ ௚ܵ௘௟ ൑ 1.5݊݉൯ ∙  ௚ௌሺܶሻ்ݔ

式 6.11 

 

ここで，xnonは作用応力に起因する非線形性を考慮した関数であり，式 6.12 で表される。本関数は，

セメント硬化体単独での応力―ひずみ関係を参考に，圧縮ひずみで 2000μを超えたあたりから非線形

性が現れる関数としている。乾燥を受けない基本クリープや乾燥のみを受ける収縮ひずみでは，非線

形性が現れる状態には至らないが，高温－乾燥－持続応力などの要因が重なると，この非線形性が解

析結果に影響を及ぼす。 

 

௡௢௡ݔ ൌ ݌ݔ݁ ቆ0.2 ∙ ቆ
௚௟௜௠ߝ൫ݏܾܽ

௟௜௡௘௔௥൯

2.0ൈ10ିଷ
ቇ െ 1ቇ	 	 ሺ݂݅	 ௡௢௡ݔ ൏ 1, ௡௢௡ݔ ൌ 1ሻ 式 6.12 

 

関数 xSgL および xSgS は，ゲル空隙 L およびゲル空隙 S の飽和状態が塑性収束値εglim に及ぼす影響を

表現した関数である。関数 xTgL および xTgS は，ゲル空隙 L およびゲル空隙 S について，温度上昇によ

る水分子の Gibbs 自由エネルギーの増加に伴いゲル空隙の塑性滑りが加速されることを考慮した関数

である（図 6-5）。 

 

（4） 層間空隙構造の塑性モデル 

レオロジーモデルの塑性応答成分は，層間空隙中の水分移動に関連づけられ，作用応力には連動せ

ず，層間水の移動や逸散という熱力学的状態量のみに連動するシンプルな構成則としている。 

 

௟ߝ݀
ݐ݀

ൌ ௟ܧ ∙ ߶௜௡௧ ∙
݀ ௜ܵ௡௧

ݐ݀
 式 6.13 

 

ここで，εl：塑性ひずみ，El：単位層間空隙量当たりの塑性ひずみ，φint：層間空隙量，Sint：時刻 t

における層間水の飽和度である。なお，El は，層間空隙の飽和度と塑性ひずみの関係を求めた既往の実

験事実に基づき，El =1.22×104[μ]と規定している 2)。 

なお，厳しい乾燥に曝され Sint が変化する場合には，この塑性応答成分が全体の時間依存変形に影響

を及ぼすが，一般的な環境条件においてはその影響は極めて小さい。 
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 水和収縮の寄与および内在収縮駆動力 

セメント硬化体中の空隙内水分の熱力学的状態量に応じて算定される内在収縮駆動力を中心に，既

往の研究において，当初モデル 1),2),3)と再構築モデル 4)との間で駆動力発生メカニズム等のモデル化に

ついて見直しが行われている。この見直しでは，当初モデルを用いた場合，水セメント比の低下に応じ

て乾燥収縮量が著しく減少するという既往実験の傾向を再現できておらず，収縮量を過大評価してい

ることから，内在収縮駆動力についてモデルの高度化が図られた。さらに，低水セメント比配合で極若

材齢時の自己収縮ひずみを過小評価していることに着目し，自己収縮発現に対する水和収縮分を考慮

することにより，予測精度の向上が図られている 4)。 

本項では，後述する 6.3 節の既往の実験結果との比較検証解析にて，当初モデルおよび再構築後モデ

ルを用いた両方の結果を提示するため，両モデルの違いについて概説する。なお，内在収縮駆動力以外

の部分（すなわち 6.2.1 および 6.2.2 の部分）については，両モデル共通である。 

 

（1） 当初モデル 

当初モデルでは，セメント硬化体の空隙構造中に内在する収縮駆動力として，微細空隙に存在する

水分形態（凝縮水および吸着水）に応じて二つの異なる駆動機構を仮定した。 

比較的大きな空隙に存在する凝縮水に関わるものとして毛細管張力を考慮し，さらに，乾燥の進行

とともに空隙表面の吸着水の離脱によってゲル粒子の固体表面エネルギーが増加するという仮設に基

づき，次式のようにセメント硬化体中の内在収縮駆動力σs を表現している。 

 

σ௦ ൌ σ௦௖ ൅ σ௦ௗ 式 6.14 

 

ここで，σsc：凝縮水の圧力降下に関わる収縮力（毛細管張力），σsd：吸着水の脱着に関わる収縮力

である。 

毛細管張力σscは気液平衡界面に形成されるメニスカスによって生じるものであり，次式のように間

隙水圧 Pl によって励起されると考えられる。高湿度域でのコンクリートの体積収縮は，主にこの機構

により生じる。 

σ௦௖ ൌ ߚ ∙ ௟ܲ ൌ
∅௖௣ ∙ ܵ௖௣ ൅ ∅௚௟ ∙ ௚ܵ௟

∅௖௣ ൅ ∅௚௟
∙ ௟ܲ 式 6.15 

 

ここで，β：毛細管張力が作用する部分を表す有効係数，φcp：毛細管空隙率，φgl：ゲル空隙率，

Scp：毛細管空隙の飽和度，Sgl：ゲル空隙の飽和度である。βは毛細管空隙とゲル空隙の平均飽和度に

相当することから，毛細管空隙およびゲル空隙に存在するすべての凝縮水が毛細管張力に起因する収

縮力に寄与すると仮定している。なお，間隙水圧 Pl は Laplace 式と Kelvin 式によって，次式により与

えられる。これらの諸量はいずれも熱力学連成解析システムから得られ，駆動力の算定に用いられる。 

 

P୪ ൌ െ
௟ܴܶߩ
ௐܯ

∙ ln	ሺhሻ 式 6.16 

 

ここで，ρl：液状水密度[kg/m3]，R：気体定数[J/mol.K]，T：絶対温度，Mw：水の分子量[kg/mol]，h：

空隙中の凝縮水と平衡する水蒸気相対湿度である。 
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一方，乾燥が進行すると凝縮水が徐々に失われるのみならず，空隙内の相対湿度が 30%程度以下ま

で低下すると空隙中の吸着水が離脱するとの指摘がある7),8)。そこで，低湿度領域では，吸着水で覆わ

れていないゲル粒子の表面積が増加することで，ゲル粒子の固体分子の相互作用力（Van der Waals 力）

により固体の表面エネルギーが増加し，セメント硬化体の体積収縮をもたらすとの仮定に基づき，吸

着水の離脱に関する収縮力を，次式のように定式化している。 

 

σ௦ௗ ൌ ܵ௦ௗ ∙  ௚௟ 式 6.17ߛ

 

ここで，γgl：ゲル粒子の表面張力（350mN/m と仮定9）），Ssd：表面張力の分布密度関数[1/m]である。

なお，Ssd は，ゲル空隙壁面の総比表面積と相対湿度に関する吸着層の熱力学関数 f(h)により，次式で計

算される。 

S௦ௗ ൌ fሺhሻ ∙ ܵ௣௢௥௘ 式 6.18 

 

ここで，h：相対湿度，Spore：ゲル空隙の単位体積あたりの比表面積[1/m]である。関数 f(h)は，B.E.T

理論に基づき次式により求められる。空隙壁面に吸着水が存在せず，ゲル生成物の表面張力が作用す

る表面積が最大の場合に f(h)=1.0 と定義され，一方で空隙壁面に捕捉された吸着水分子が飽和状態に

ある場合には，f(h)=0.0 と定義されている。 

 

fሺhሻ ൌ ௠ܸ െ ଵܸ

௠ܸ
ൌ

1 െ ݄ ݄௠⁄
1 െ ݄ ݄௠⁄ ൅ 15݄

 式 6.19 

 

ここで，Vm：完全飽和した吸着水層の体積，V1：空隙壁面最近傍に吸着した第一層の体積である。 

 

 

（2） 再構築モデル 

a. 水和収縮寄与分の導入 

既往の実験結果と比較して，当初モデルでは水和収縮によってもたらされると予想される巨視

的な自己収縮の成分が考慮されていなかったために，材齢初期の自己収縮を過小評価していた可

能性があるとの考察に基づき，再構築後のモデルでは，セメント粒子の平均的な分散状況に立脚

した自己収縮に寄与する水和収縮の成分を新たに導入している 4)。低水セメント比配合では，セメ

ント粒子の平均間隔が小さいため，互いに接触するセメント粒子の存在や，生成される水和生成

物が材齢初期の段階で相互に連結することが考えられ，それらが相互に引き合うことでセメント

硬化体全体の体積収縮をもたらすとの仮説に基づき，次式により表現している。 

 

ε௖௛ ൌ ௖௛ߥ ∙ fሺδ୫ሻ 式 6.20 

 

ここで，εch：水和収縮に起因する自己収縮，νch：水和収縮，δm：空隙構造形成モデルから算

定されるセメント粒子の外部析出層の最大厚さであり，使用する結合材の平均粒径およびブレー

ン値より求められる 3)。f(δm)：粒子の平均間隔をパラメータとした自己収縮に対する水和収縮の

寄与分である。なお，水和収縮は次式により求められる。 
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௖௛ߥ ൌ ௖ܹ௛ ሺ1 ⁄௟ߩ െ 1 ⁄௖௛ߩ ሻ⁄  式 6.21 

 

ここで，Wch：単位コンクリート体積あたりの結合水量，ρl：液状水の密度，ρch：結合水の密

度（1.25×103kg/m3）である。また，f(δm)については，種々の感度解析を通じて，次式のように規

定している。 

 

fሺδ୫ሻ ൌ 0.045 ∙ exp	ሺെa ∙ δ୫௕ ሻ 式 6.22 

 

ここで，a，b は，1.2×104 および 6.0 の一定値である。式 6.22 より，水セメント比が 50%以上

の場合には f(δm)がほぼ零となるのに対し，低水セメント比の場合には f(δm)が大きな値となる。

その結果，式 6.20 より，低水セメント比配合では，水和収縮に起因する自己収縮が大きく現れる。 

 

 

b. 収縮駆動力の再構築 

ゲル空隙は毛細管空隙よりも微小な空間であるため，内部に存在する水分の物理的特性は大き

く異なること，さらに，低水セメント比のコンクリートでは，既往の実験結果と比較して，収縮駆

動力である毛細管張力を過大評価している可能性があるとの考察に基づき，収縮駆動力の再構築

が行われた。当初モデルでは，微細な空間に存在する凝縮水も毛細管張力の発生機構として考慮

したことが収縮量の乖離をもたらす要因になっていると考え，大きい寸法の空隙には毛細管張力

を，小さい寸法の空隙には分離圧説10 ),11 )を適用した収縮駆動力を再構築している 4)。概念図を図 

6-6 に示す。本モデルでは，毛細管張力と分離圧の各々の機構が卓越する境界の空隙半径を rbr と

仮定し，rbrより大きな空隙（空隙 L 群）には毛細管張力が駆動力として作用し，rbr より小さな空

隙（空隙 S 群）には分離圧の減少によって収縮駆動力が発生すると仮定している。なお，rcは吸着

水層厚さで補正した気液界面の存在する空隙半径であり，相対湿度をもとに算定される。相対湿

度が高く空隙 S 群が飽和している（図 6-6 の上段）場合，収縮駆動力は空隙 L 群の毛細管張力の

みに起因するのに対し，相対湿度が低下すると，空隙 L 群の毛細管張力に加え，空隙 S 群の分離

圧の減少による収縮駆動力が発生する。ここで，境界空隙半径 rbr は，感度解析を通じて 10nm と

仮定している。 

 
 

図 6-6 空隙径の異なる空隙に発生する収縮駆動力の概念図 4) 
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毛細管張力に起因する収縮駆動力σscは，次式で表現される。 

 

σ௦௖ ൌ A ∙ V୐ ∙ P୪ ൌ A ∙ ሺ ௖ܸ௣ಽ ൅ ௚ܸ௟ಽሻ ∙ P୪ 式 6.23 

 

ここで，VL：空隙 L 群（空隙率φL）に存在する水分量[m3/m3]，VcpL：毛細管空隙において空隙

L 群中（半径 rbr 以上の空隙中）に存在する水分量[m3/m3]，VglL：ゲル空隙において空隙 L 群中（半

径 rbr 以上の空隙中）に存在する水分量[m3/m3]，A：定数 8.0 である。 

 

一方，空隙 S 群において発生する収縮駆動力σsdは，次式で表現される。 

 

σ௦ௗ ൌ ∅ୱ ∙
׬ Πሺ2ݎሻ݀ݔ െ ׬ f୰ ∙ Πሺ2ݎሻ݀ݔ

௥್ೝ
௥೎

௥್ೝ
௥೘೔೙

଴ݔ
 式 6.24 

Πሺ2rሻ ൌ K ∙ expሺെ2ݎ ⁄ߣ ሻ 式 6.25 

 

ここで，φs：空隙 S 群の空隙率，x0：空隙 S 群の総面積，Π(2r)：式 6.25 により求められる半

径 r の空隙に作用する分離圧，dx：任意の半径 r における空隙表面積の増分である。K：材料固有

の分離圧強度[MPa]，λ：分離圧の減衰長[m]であり，ここでは K=3000[MPa]，λ=10[nm]を仮定し

ている。 

最終的に全収縮駆動力σs は，毛細管張力に起因する駆動力σsc と分離圧の低下に起因して生じ

る駆動力σsd の和として次式で表される。 

 

σ௦ ൌ σ௦௖ ൅ σ௦ௗ 式 6.26 

 

 

 セメント硬化体に生じる全体体積応力 

セメント硬化体に生じる全体体積応力はσcp は，次式により求められる。 

 

σ௖௣ ൌ ௖௣ᇱߪ ൅ σ௦ ൌ ௖௣ᇱߪ ൅ ሺσ௦௖ ൅ σ௦ௗሻ 式 6.27 

 

ここで，σcp’：セメント硬化体の skeleton 部分に生じる体積応力，σs：セメント硬化体の微細空隙

構造中に生じる収縮力であり，凝縮水の圧力降下に関わる収縮力σscおよび吸着水の脱着（もしくは分

離圧の低下）に関わる収縮力σsd の和である。 

このように skeleton 部分に生じる体積応力と空隙内水分の熱力学的状態量に応じて得られる内在応

力の和を，セメント硬化体の時間依存変形に対する駆動力とみなすことにより，自己・乾燥収縮や基

本・乾燥クリープに分類する必要なく，セメント硬化体に関するすべての時間依存変形を統一的に評

価することが可能である。 
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6.3. 収縮・クリープ挙動予測の検証 

本節では，前章までに高度化を行った熱力学連成解析システムと既往の複合構成モデルを連成させ

た時間依存変形解析を行い，既往の実験結果および高度化前の連成解析結果に対し，精度向上をもた

らすかどうか検証を行う。 

前述したように，複合構成モデルのうち内在収縮駆動力については，毛細管張力と表面エネルギー

説に基づく当初モデルと，毛細管張力と分離圧説に基づく再構築モデルが提案されている。当初モデ

ルについては，常温および高温環境において，封緘時，乾燥時，乾燥から封緘等の境界条件の変化に対

し，実際の時間依存変形の傾向を概ね妥当に再現できることが確認されている 2)。一方，再構築モデル

を用いた場合，当初モデルに比べ，広範な水セメント比に対し常温環境での収縮挙動の予測精度が向

上することが確認されている 4)。しかし，長期曝露や高温環境下，また境界条件の変化に対し，必ずし

も十分な検証がなされていないのが現状である。そこで，表 6-1 に示す各種モデルを組み合わせた連

成解析を実施し，結果を比較検証することとした。ここでは，熱力学連成解析システムの高度化および

内在収縮駆動力の再構築に伴う影響がより顕著に現れると考えられる低水セメント比配合を中心に，

常温下での長期実験，高温環境下での実験ならびに短期収縮（自己収縮）に焦点を当てた実験を対象と

して検証を行った。 

以下，Original モデルの解析結果は，浅本の既往解析結果 2)をそのまま引用した。また，高度化モデ

ル１および２の解析条件（配合，使用材料，供試体寸法，養生条件・温湿度環境条件，解析時間ステッ

プ）は，Original モデルと同一の設定としており，実験と同様の条件を与えたものである。 

ただし，熱力学連成解析システムの高度化に伴い，低水セメント比配合において空隙構造が極めて

緻密化した微細構造場では，使用可能な自由水が制限されることによって水和が停滞し，その結果自

由水の消費が抑制されることから，既往モデルに比べ微細なゲル空隙中および層間空隙中の水分逸散

が抑制されると考えられる。したがって，ゲル空隙 S のダッシュポットの粘性係数 Cgs の大きさに寄与

する定数 acgS を従来の 1/2（=13.0）に，層間空隙の飽和度変化による塑性ひずみεl の変化の大きさに

寄与する単位層間空隙当たりの塑性ひずみ El を従来の 3 倍（=3.66×104[μ]）に修正した。これらは，

いずれも以下の解析を通じて決定した値である。なお，acgS および El の両係数の変更は，厳しい乾燥に

曝される場合の解析結果には影響するが，常温で中～高湿度環境など一般的な環境下での解析結果に

対してはほとんど影響を及ぼさない。 

 

表 6-1 熱力学－複合構成モデル連成解析の実施ケース 

 

連成解析の 
実施ケースの呼称 

熱力学連成解析 
システム 

複合構成モデル 

Original モデル 2) 既往モデル 当初モデル 

高度化モデル１ 高度化モデル 
再構築モデル 

（水和収縮寄与分のみ導入） 

高度化モデル２ 高度化モデル 
再構築モデル 

（水和収縮寄与分の導入＋収縮駆動力の再構築） 
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 常温環境での収縮・クリープ 

（1） 基本クリープ 

水分逸散が生じない封緘状態で一定の一軸圧縮応力を作用させた基本クリープの検証結果を図 6-7

に示す。解析モデル間での相違は小さく，いずれの解析モデルにおいても，基本クリープの実験結果

を概ね再現できることが確認できる。ただし，解析ではいずれも載荷後 100 日以降にクリープの増加

が見られ，実験の傾向とやや乖離している。ここでは，水セメント比 38%の実験を対象に検証を実施

しており，解析では長期材齢での自己乾燥の影響を過大評価している可能性が考えられる。 

 

  
【Original モデル】             【高度化モデル１】 

 

 
【高度化モデル２】 

 

図 6-7 基本クリープに関する検証 [Komendant, 1976]12) 

 

 

（2） 乾燥クリープ 

解析では，湿度一定環境下で水分逸散を許容し，一定応力条件下と無応力条件での時間－ひずみ関

係をそれぞれ求め，前者から後者を差し引いたものを乾燥クリープとして算定した。検証結果を図 6-8

に示す。いずれの解析モデルにおいても，長期に及ぶ緩やかな乾燥クリープの進行を精度よく再現で

きることが確認できる。 
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【Original モデル】             【高度化モデル１】 

 

 
【高度化モデル２】 

 

図 6-8 乾燥クリープに関する検証 [L’Hermite 1965]13) 

 

 

（3） 収縮 

外部応力の作用がない乾燥状態下での長期収縮に関する検証結果を図 6-9 に示す。乾燥材齢の経過

に応じて多少の大小の違いはあるが，いずれの解析モデルにおいても，長期乾燥収縮の実験結果を概

ね再現できることが確認できる。 

 

  
【Original モデル】             【高度化モデル１】 
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【高度化モデル２】 

 

図 6-9 長期乾燥収縮に関する検証 [Keeton, 1965]14) 

 

 

一方，図 6-10 は，自己収縮を含む短期乾燥収縮に関する検証結果である。実験と比較して，高度

化モデル１と２では，左図では極若材齢時の自己収縮を過大評価，右図では過小評価している。な

お，両実験の W/C はほぼ同等であるが，(a)の実験は普通ポルトランドセメントを，(b)の実験は中庸

熱ポルトランドセメントを使用している。高度化モデル１と２で実験との乖離傾向は同じであること

から，乖離は収縮駆動力の再構築の影響ではなく，熱力学連成解析システムの高度化と水和収縮分の

導入に起因すると考えられる。特に材齢数日以内の極初期材齢で大きく乖離していることから，水和

収縮分の導入に起因する可能性が高い。普通ポルトランドセメントを用いた(a)では中庸熱ポルトラン

ドセメントを用いた(b)より水和が速いため，水和収縮分の導入によって初期材齢で自己収縮の増加が

顕著に現れると考えられる。一方，(b)では当初モデルよりも材齢初期での収縮ひずみが低下している

が，これは熱力学連成解析システムの高度化において，C2S の基準発熱速度を既往モデルの 1/10 に修

正した影響（4.3.2 参照）が大きいと考えられる。C2S の組成比が大きい中庸熱ポルトランドセメント

では，Original モデルに比べ水和が遅れることから，初期材齢での自己収縮が低下したと推測され

る。したがって，今後，粒子の平均間隔をパラメータとした自己収縮に対する水和収縮の寄与分を表

現する関数 f(δm)（式 6.20）を微修正することなどにより精度を改善する必要がある。 
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【Original モデル】 

 

  

【高度化モデル１】 

 

  

【高度化モデル２】 

 

(a) [Miyazawa et al, 1993]15)                     (b) [Ishida et al, 1997] 

 

図 6-10 自己収縮を含む短期収縮に関する検証 

 

  

-200

-100

0

100

200

300

400

500

600

700

0.01 0.1 1 10 100

Age (days)

Expt. (Dried) Analysis (Dried)
Expt. (Sealed) Analysis (Sealed)

Shrinkage Strain (micro)

Miyazawa et al ., 1993
Prism 10*10*120 cm
W/C = 30% & Vagg = 62%
Dried at RH = 50% After 1 day
sealed curing

0

200

400

600

800

1000

1200

0.1 1 10 100
Drying Time (days)

Analysis 45%RH Expt 45%RH
Analysis 66%RH Expt 66%RH

Shrinkage Strain (micro)

 Ishida et al.  1997
 Prism Mortar 4*4*16cm
 Medium Heat Cement
 W/C = 28%, Vagg = 50%
 Dried at RH = 66,45%
 2 days sealed curing

-200

0

200

400

600

800

1000

0.01 0.1 1 10 100

Age (days)

Expt. (Dried) Analysis (Dried)

Expt. (Sealed) Analysis (Sealed)

Shrinkage Strain (micro)

Miyazawa et al., 1993
Prism 10*10*120 cm
W/C = 30% & Vagg = 62%
Dried at RH = 50% After 1 day 
sealed curing

0

200

400

600

800

1000

1200

0.1 1 10 100
Drying Time (days)

Analysis 45%RH Expt 45%RH
Analysis 66%RH Expt 66%RH

Shrinkage Strain (micro)

Ishida et al. 1997
Prism Mortar 4*4*16cm
Medium Heat Cement
W/C = 28%, Vagg = 50%
Dried at RH = 66,45% 
2 days sealed curing

-200

0

200

400

600

800

1000

0.01 0.1 1 10 100

Age (days)

Expt. (Dried) Analysis (Dried)

Expt. (Sealed) Analysis (Sealed)

Shrinkage Strain (micro)

Miyazawa et al., 1993
Prism 10*10*120 cm
W/C = 30% & Vagg = 62%
Dried at RH = 50% After 1 day 
sealed curing

0

200

400

600

800

1000

1200

0.1 1 10 100
Drying Time (days)

Analysis 45%RH Expt 45%RH
Analysis 66%RH Expt 66%RH

Shrinkage Strain (micro)

Ishida et al. 1997
Prism Mortar 4*4*16cm
Medium Heat Cement
W/C = 28%, Vagg = 50%
Dried at RH = 66,45% 
2 days sealed curing



 
 

 
187 

 高温環境での収縮・クリープ 

（1） 基本クリープ 

高温環境下における基本クリープの検証結果を図 6-11 に示す。当初モデルに比べ，高度化モデル１

と２では，高温環境での予測精度が向上することが確認できる。これは，熱力学連成解析システムの高

度化に伴い，低水セメント比配合で空隙構造が極めて緻密化した微細構造場では使用可能な自由水が

制限されて水和が停滞し，既往の熱力学連成解析システムよりもゲル空隙中の飽和度が高めに維持さ

れることに起因すると考えられる。この効果は，既往の熱力学連成解析システムで過度に水和が進む

傾向にあった高温環境でより顕著に現れることから，環境温度が高いほど基本クリープが緩和され予

測精度が向上したと考えられる。 

 

  
【Original モデル】             【高度化モデル１】 

 

 
【高度化モデル２】 

 

図 6-11 基本クリープに関する検証 [Komendant, 1976]12) 

 

 

（2） 乾燥クリープ 

高温環境下における乾燥クリープの検証結果を図 6-12 に示す。いずれの解析モデルにおいても，実

験結果を概ね再現できていることが確認できる。検証に用いた実験の水セメント比は 60%であること

から，高温履歴を受けても水和に使用可能な自由水が制限されるほど毛細管空隙の緻密化が進行した

状態には至らない。したがって，Original モデルと高度化モデル 1 で，熱力学連成解析システムの入れ

替えによる解析結果への影響はほとんど生じない。 
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【Original モデル】             【高度化モデル１】 

 

 
【高度化モデル２】 

 

図 6-12 乾燥クリープに関する検証 [Gross, 1973]16) 

 

（3） 収縮 

高温環境における収縮の検証結果については，後述する 6.3.3.（2）の中に示す。 

 

 

 環境条件変化に伴う収縮挙動の検証 

検証には，Original モデルの過去の検証と同様に，浅本らによる既往実験の結果を用いた17)。実験の

供試体寸法は 4×4×16cm であり，水和の影響をできる限り排除するため，材齢 1 日で脱型後，前養生

として 20℃60 日間水中養生を行っている。対象配合は表 6-2 に示す 2 種類である。 

前養生後，温度 20℃および 60℃，相対湿度 70%一定の環境下に曝露し，乾燥 7 日または 14 日後に

封緘を施し，乾燥の進行を停止させた状態での体積変化挙動を測定している。なお，ひずみの計測は，

標点距離 50mm，直径 4mm の小型モールドゲージ（剛性約 3GPa）を供試体中心に埋め込み計測してお

り，実験値は 3 本の供試体の平均値である。 

 

表 6-2 モルタルの示方配合（kg/m3）17) 

W/C 水 セメント 砂 SP 

0.35 310 899 1052 4.49 (0.5%) 

0.55 380 692 1052  

セメント：普通ポルトランドセメント，SP：ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤          
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以下，上記実験結果に対し，表 6-1 に示す各解析モデルを用いて比較検証を行った。 

 

（1） 常温環境での収縮挙動 

既往実験結果ならびに各解析モデルを用いた常温環境での収縮ひずみの比較結果を図 6-14 に，内部

相対湿度の解析値の比較を図 6-15 に示す。 

いずれの解析モデルにおいても，RH70%での乾燥後，封緘状態に移行した際に収縮ひずみが回復す

る傾向が再現されている。熱力学連成解析システムを構成する水分平衡・移動モデルでは，図 6-13 に

示すようにインクボトル効果に起因する閉じ込められた水分を考慮して，乾燥と湿潤経路の異なる水

分履歴モデルを採用している。乾燥初期では供試体表面と内部で水分分布が異なっており，この状態

で封緘状態に以降すると，表面・内部間で水分が移動し再配分されて平衡に達する。このとき，乾燥・

湿潤経路の違い（図 6-13 の(a)）およびヒステリシスの凹凸形状（図 6-13 の(b)）に起因し，空隙内の

平均相対湿度の上昇がもたらされる。封緘後の内部相対湿度の上昇は，図 6-15 において確認できる。

空隙内の平均相対湿度が上昇すると，主として毛細管張力に起因する収縮駆動力が減少することから

（式 6.15，式 6.23），収縮ひずみが回復する。 

図 6-14 において，Original モデルと，高度化モデル１および２の結果を比較すると，後者では

W/C=35％の配合で封緘後の収縮ひずみの増加が低減しており，より実験の傾向に近づいていることが

確認できる。これは，熱力学連成解析システムの高度化に伴い，過度な水和進行による自己乾燥が抑制

された結果を反映しており，図 6-15 においても Original モデル（＝高度化前）と比較して，封緘後の

硬化体内部の相対湿度の低下が緩和されていることが確認できる。なお，高度化モデル２の W/C=35%

では，実験結果と比較して，収縮ひずみの値が全体的に低い結果となっている。高度化モデル２では，

収縮駆動力は，毛細管張力と分離圧の各々の機構が卓越する境界の空隙半径 rbrの設定により影響を受

ける。特に低水セメント比の場合，空隙径分布が小径側に分布するため，図 6-16 のように rbr の設定

を小径側にシフトさせるとより多くのインクボトル水が毛細管張力に起因する駆動力として寄与する

ため，収縮ひずみは増大する。rbr の値は過去の感度解析に基づき設定されたものであるが，様々な環

境条件や境界条件の変化に対して追加検証する必要があると考えられる。この点は今後の課題である。 

 

 

 

(a) 乾燥・湿潤経路の違いに起因する上昇機構        (b) ヒステリシス形状に起因上昇機構 

 

図 6-13 乾燥後封緘に移行した際の内部相対湿度の上昇機構 17) 
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【既往実験】 

 

  

【Original モデル】 

 

  
【高度化モデル１】 

 

  
【高度化モデル２】 

(a) W/C=35%                               (b) W/C=55% 

 

図 6-14 常温環境での収縮ひずみに関する検証（20℃70%RH） 
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【Original モデル】 

 

  
【高度化モデル１】 

 

  
【高度化モデル２】 

(a) W/C=35%                               (b) W/C=55% 

 

図 6-15 内部相対湿度の解析結果の比較（20℃70%RH） 

 

 

       
図 6-16 rbr を変化させた場合の毛細管張力算定の変化 

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 100 200 300

P
or

e 
H

um
id

ity

Time (Day)

W/C 35% (20℃, RH70)

Not sealed
14 days drying
7 days drying 0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 100 200 300

P
or

e 
H

um
id

ity

Time (Day)

W/C 55% (20℃, RH70)

Not sealed
14 days drying
7 days drying

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 100 200 300

P
o

re
 H

um
id

ity

Time (Day)

W/C 35% (20℃, RH70)

Not sealed
14 days drying
7 days drying 0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 100 200 300
P

o
re

 H
um

id
ity

Time (Day)

W/C 55% (20℃, RH70)

Not sealed
14 days drying
7 days drying

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 100 200 300

P
or

e
 H

um
id

ity

Time (Day)

W/C 35% (20℃, RH70)

Not sealed
14 days drying
7 days drying 0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 100 200 300

P
or

e 
H

um
id

ity

Time (Day)

W/C 55% (20℃, RH70)

Not sealed
14 days drying
7 days drying

rbr の設定を 

小さくすると 



 
 

 
192 

（2） 高温環境での収縮挙動 

既往実験結果ならびに各解析モデルを用いた高温環境での収縮ひずみの比較結果を図 6-18 に，内部

相対湿度の解析値の比較を図 6-19 に示す。 

図 6-18 の W/C=35%の配合について，Original モデルと，高度化モデル１および２の結果を比較する

と，前者では 60℃乾燥後，封緘移行直後に収縮ひずみが大きく回復し，以降封緘継続とともに再び増

加するのに対し，後者では封緘継続とともに緩やか収縮ひずみが低下する傾向が見られる。封緘継続

後，緩やかに収縮ひずみが回復する傾向は，実験の傾向をよく捉えている。 

水分平衡・移動モデルでは，高温乾燥から高温封緘状態に移行すると，第 4 章で詳述したように毛

細管空隙およびゲル空隙のインクボトルに閉じ込められた水分が励起されて環境温度や内部相対湿度

に依存した速度で滲出し，凝縮水の再配分が生じる（図 6-17）。その結果，常温時に比べ空隙内の平均

相対湿度が急激に上昇する（図 6-19）。これにより収縮駆動力が減少し，封緘移行直後に収縮ひずみが

回復するのである。その後，Original モデルでは，残存する未水和セメント粒子が新たに滲出した凝縮

水と反応し，自由水が存在する限り水和が継続し自己乾燥が進むため収縮ひずみが再び増加する。こ

れに対し，高度化モデル１では，高温封緘前の高温乾燥中の時点で空隙構造が極めて緻密化し微細構

造場が形成されて使用可能な自由水が制限されるため，封緘状態へ移行しても未水和セメント粒子に

よる水和は緩慢にしか進むことができない。その結果，水和による水分消費が抑制される一方，インク

ボトル水や層間水からの水分滲出も加わって，内部相対湿度の上昇が徐々に上昇するのである。図 6-19

において，高度化モデル１，２では，Original モデルに比べて封緘移行後の内部相対湿度が高く，時間

経過とともに相対湿度が緩やか増加する傾向が確認できる。図 6-20 は 60℃70%環境下での逸散水量の

実測値と熱力学連成解析システム高度化後の解析値の比較である。高度化モデルは，高温環境下での

水分の逸散挙動を精度よく再現していることが確認できる。なお，高度化モデル１，２において，

W/C=35％，7 日間 60℃70%RH 乾燥のケースでは，封緘直後に緩やかに収縮ひずみが増加している。こ

れは，高温乾燥の時点ですでに水和の進行が抑制された状態にあり，かつ，封緘移行前の乾燥期間が

14 日の場合よりも未水和セメント粒子が比較的多く残存しているため，高温封緘直後の凝縮水滲出に

伴い水和が急激に進んだ可能性が考えられる。この点は実験の傾向と矛盾しており，今後検討すべき

課題である。 

 

 

 
図 6-17 高温・封緘状態での内部相対湿度の上昇機構 17) 
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【既往実験】 

 

  

【Original モデル】 

 

  

【高度化モデル１】 

 

  
【高度化モデル２】 

(b) W/C=35%                               (b) W/C=55% 

 

図 6-18 高温環境での収縮ひずみに関する検証（60℃70%RH） 
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【Original モデル】 

 

  

【高度化モデル１】 

 

  

【高度化モデル２】 

(b) W/C=35%                             (b) W/C=55% 

 

図 6-19 内部相対湿度の解析結果の比較（60℃70%RH） 

 

 

図 6-20 逸散水量の比較（W/C=35%および 55%，60℃70%RH） 
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ここで，図 6-18 において，60℃70%RH 環境で乾燥を継続したケース（Not Sealed）の解析結果に着

目すると，高度化モデル２では乾燥が継続するにも関わらず，収縮ひずみが極端に回復している。これ

は実験の傾向と明らかに矛盾していることから，以下ではその原因について考察する。 

まず，この現象は W/C=35％に限らず W/C=55%の配合でも生じていることから，熱力学連成解析シ

ステムの高度化に伴う微細構造場での使用可能な自由水の制限に起因しないと考えられる。高度化モ

デル 2 の毛細管張力および分離圧低下により発生する収縮駆動力の推移を図 6-21 に示す。毛細管張力

は，高温乾燥直後に急激に増加し，以後約 100 日に掛けて低下している。分離圧低下により発生する

収縮駆動力は約 50 日に掛けて増加しているが，駆動力としての大きさは毛細管張力よりも 1 桁小さい

ため，両者を足し合わせた収縮駆動力は乾燥継続とともに低下することになる。その結果，収縮ひずみ

が大きく回復したと考えられる。一方，図 6-18 において，Original モデルおよび高度化モデル１では

収縮ひずみの回復はわずかに見られるものの，回復は極端ではない。相対湿度 70%での収縮ひずみは，

主に毛細管張力に寄与することから，高度化モデル２で見られる極端な収縮ひずみの回復は，内在収

縮駆動力の再構築に伴う毛細管張力の評価式の違いにあると推察される。 

 

 

   

【毛細管張力】 

  

【分離圧低下により発生する収縮駆動力】 

(a) W/C=35%                               (b) W/C=55% 

 

図 6-21 内在収縮駆動力の推移（60℃70%RH） 
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以下に，当初モデルおよび再構築モデルにおける，毛細管張力に起因する収縮力σscの評価式を再掲

する。 

 

当初モデル ： σ௦௖ ൌ ߚ ∙ ௟ܲ ൌ
∅௖௣ ∙ ܵ௖௣ ൅ ∅௚௟ ∙ ௚ܵ௟

∅௖௣ ൅ ∅௚௟
∙ ௟ܲ 式 6.28 

再構築モデル： 

σ௦௖ ൌ A ∙ V୐ ∙ P୪ ൌ A ∙ ൫ ௖ܸ௣ಽ ൅ ௚ܸ௟ಽ൯ ∙ P୪

ൌ A ∙ ቀ∅௖௣௅ ∙ ܵ௖௣ಽ ൅ ∅௚௟௅ ∙ ܵ௚௟ಽቁ ∙ P୪ 
式 6.29 

 

ここで，β：毛細管張力が作用する部分を表す有効係数，φcp：毛細管空隙率，φgl：ゲル空隙率，

Scp：毛細管空隙の飽和度，Sgl：ゲル空隙の飽和度，Pl：間隙水圧である。また，A：定数 8.0，VL：空隙

L 群（空隙率φL）に存在する水分量[m3/m3]，VcpL：毛細管空隙において空隙 L 群中（半径 rbr 以上の空

隙中）に存在する水分量[m3/m3]，VglL：ゲル空隙において空隙 L 群中（半径 rbr 以上の空隙中）に存在

する水分量[m3/m3]，φcpL，φglL：毛細管空隙 L 群およびゲル空隙 L 群の空隙率，ScpL，SglL：毛細管空

隙 L 群およびゲル空隙 L 群の飽和度である。 

 

両評価式の決定的な違いは，毛細管張力を，当初モデルでは毛細管空隙とゲル空隙の平均的な飽和

度を意味する有効係数βを用いて表現しているのに対し，再構築モデルでは，空隙 L 群に存在する水

分量 VL，すなわち水分の絶対量の関数として表現している点である。 

図 6-22 に，60℃70%RH 乾燥継続時の毛細管空隙，ゲル空隙，層間空隙の飽和度および空隙率の変

化を示す。横軸は常温時と高温時の変化の違いが理解しやすいよう，60℃70%RH 環境に曝露後からの

日数ではなく，供試体作製時からの材齢で表している。いずれの W/C においても，60℃70%RH 曝露直

後に毛細管空隙の飽和度および空隙率がともに急激に減少している。したがって，再構築モデルの式 

6.29 では VL が短時間に大きく低下する。これに対し当初モデルの式 6.28 では，分母も低下するため

βの減少は緩和される。つまり，再構築モデルは水分増減の感度が強すぎるために，高温乾燥環境のよ

うな厳しい乾燥環境では毛細管張力が極端に低下してしまうという課題が示唆される。この点は大き

な課題であるが，内在収縮駆動力の評価式の見直しは全体に波及する影響が大きく，慎重に検討・検証

すべき課題であることから，今後の検討課題としたい。 
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【空隙率】 

(a) W/C=35%                                   (b) W/C=55% 

 

図 6-22 飽和度および空隙率の変化（60℃70%RH） 

 

 

6.4. まとめ 

本章では，前章までに高度化を行った熱力学連成解析システムと既往の複合構成モデルを連成させ

た時間依存変形解析を行い，既往の実験結果および高度化前のモデルの解析結果に対し，精度向上を

もたらすかどうか検証を行った。 

得られた成果と課題を以下に整理する。 

 

(1) 熱力学連成解析システムを高度化したことにより，低水セメント比配合に対して，常温での長

期収縮挙動，高温でのクリープ・収縮挙動の予測精度が向上することを確認した。また，常温で

のクリープ挙動についても高度化前と同等の予測精度を有することを確認した。 

(2) 収縮・クリープ挙動の予測精度の向上は，熱力学連成解析システムの高度化において，空隙構造

が極めて緻密化した微細構造場では使用できる自由水が制限され水和が停滞する関数を導入し

た結果，過度な自己乾燥が抑制されたことによってもたらされたものである。 

(3) 複合構成モデルにおいて，自己収縮発現に対する水和収縮分の寄与を導入した影響，および，熱

力学連成解析システムの高度化において，C2S の基準発熱速度を既往モデルの 1/10 に修正した

影響に主に起因し，当初モデルよりも自己収縮を含む短期収縮挙動の予測精度が低下した。今

後，自己収縮に対する水和収縮の寄与分を表現する関数 f(δm)を微修正し改善する必要がある。 

(4) 複合構成モデルにおいて，毛細管張力に起因する収縮駆動力の再構築に伴い，毛細管張力をあ

る閾径以上の毛細管空隙およびゲル空隙中に存在する水分の絶対量の関数として表現した結果，

高温乾燥のような厳しい乾燥環境で急激な水分逸散が生じる場合に，毛細管張力が低下し収縮

ひずみが回復する問題が生じることが明らかとなった。今後，解消しなければならない重要な

検討課題である。 
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7. 結論 

本研究では，中深度処分施設のセメント系人工バリアへの適用を想定し，常温で緻密な空隙構造を

有し，高温環境下でさらに緻密化を実現する手法の開発を目指し，このような緻密化メカニズムが発

現する配合や環境条件について，種々の実験検討を行った。また，評価対象期間が長期に及ぶことか

ら，セメント硬化体の材料特性変化を時系列で追跡可能な熱力学連成解析システムについて精度検証

を行い，巨視的な実験事実との乖離点を考慮した物理化学モデルへとモデルを高度化し，予測精度の

向上を図った。さらに，高度化した熱力学連成解析システムと構造解析が可能な複合構造モデルとの

連成解析を実施し，前者から導出される種々の熱力学状態量を用いて，収縮，クリープに代表されるマ

クロな構造応答の予測精度が向上するかどうか検証を行った。 

 

第 2 章では，長期材齢経過後に継続的に高温作用を受ける環境下にてバリア性能の維持，向上を実

現するために必要な硬化体の緻密化メカニズムを追究するため，基礎的な実験検討を行った。 

具体的には，上記施設への適用が想定される LPC+FA 配合をベースに，FA を含む低水結合材比配合

が有する材料の反応潜在性に着目し，内部養生と高温負荷を有効に組み合わせることによって，常温

時に残存する未反応粒子の反応潜在性を高温環境下で発現させる水和メカニズムの潜在的可能性につ

いて実験検討を行い，体系的な考察を加えた。 

主な成果と課題は以下の通りである。 

 

(1) 材齢 91 日以降に高温を負荷した場合，低水結合材比配合では人工軽量細骨材（ALS）の有無に

関わらず，空隙構造が顕著に緻密化し，圧縮強度が大幅に増加することを確認した。また，高温

の負荷開始材齢を遅らせた場合にも，同様の変化が生じることを確認した。 

(2) SEM 観察の結果，ALS を含む配合では，ALS の内部空隙内への水和物の析出密度やペースト界

面との密着度が圧縮強度に影響を及ぼす可能性が高いことが示唆された。 

(3) 低水結合材比配合では，ALS の有無に関わらず，長期材齢後に高温高湿負荷することにより，塩

化物イオンの実効拡散係数および見掛けの拡散係数が 20℃封緘養生を継続した場合に比べ低減

することを確認した。 

(4) 一方，低水結合材比配合であっても ALS を含む場合には，20℃封緘養生の継続では ALS を含む

粗な空隙構造の初期影響が長期材齢でも残存し，物質移動抵抗性の低下を補うほどの内部養生効

果が期待できないことを確認した。 

 

第 3 章では，前章および既往の知見より推察した，高温環境下における緻密化メカニズムが有効に

機能するために必要な条件について検証するため，FA の混合の有無に着目した比較実験を行った。普

通ポルトランドセメントの一部を FA で内割置換した FA 混合モルタル（FAC）および同セメント単味

のモルタル（OPC）を作製し，長期間 20℃封緘養生した後，複数の異なる材齢から温度・湿度条件を

変化させ，各環境下における物性変化を長期的に測定した。 

主な成果と課題は以下の通りである。 
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(1) OPC，FAC ともに，60℃環境への曝露開始材齢に関わらず，曝露後に強度が増加する傾向が見

られた。そのメカニズムとして，残存する未水和粒子と高温負荷により新たに内部供給された

水分が反応することで付加的な水和が生じた可能性が推察された。 

(2) 20℃封緘養生終了時の圧縮強度に対する 60℃曝露後の各材齢での強度比（強度増加率）は，OPC

ではいずれの条件でも日数経過とともに概ね強度増加するが，FAC では高温負荷直後に大きく

増加する一方，その後は低下する傾向が見られた。 

(3) TG-DTA 分析の結果，FA のポゾラン反応は高温環境で著しく反応が進行するものの，1 年以上

高温曝露した後も Ca(OH)2 が残存しており，既往の研究と整合する結果を示した。 

(4) FAC は高温高湿曝露直後の自由水の保持能力は高いが，以後，水分逸散が長期に渡って継続す

る特徴があることを確認した。 

(5) 水銀圧入法で測定した全空隙の経時変化より，FAC では，高温負荷の継続に伴う空隙構造の変

化が強度低下を引き起こした可能性が示唆された。 

(6) 水銀圧入法で測定した連続空隙の経時変化より，FAC では高温負荷継続に伴い 100nm 以下の連

続空隙が増加していた。その要因として，外部環境への水分逸散により C-S-H の構造が変化し

た可能性，また，高温により析出する C-S-H の相組成が変化した可能性などが推察された。 

(7) 一面浸漬試験の結果，OPC では 60℃環境で水分が逸散しやすい条件ほど，塩化物イオンがより

深くまで浸透し見掛けの拡散係数が増加する傾向があるのに対し，FAC では 20℃封緘環境と

60℃環境で違いは見られなかった。その要因として，連続空隙構造や空隙中の水分状態に起因

する可能性が示唆された。 

 

第 4 章では，高温環境下における低水結合材比 FA 混合モルタルの諸特性の変化を高精度に予測可能

なモデルの構築を目指し，まずは既往の複合水和発熱モデルを用いて，各種セメントクリンカーの水

和率や FA 反応率を精度よく予測できるかどうか検証を行った。さらに乖離要因を追究し，各種係数や

関数の見直し，および FA 反応モデルの高度化について検討を行った。 

主な成果と課題は以下の通りである。 

 

(1) 既往の複合水和発熱モデルの汎用的な枠組みを踏襲しつつ，基準発熱速度，温度活性ならびに

C3S および C2S の基準発熱速度の修正係数について，定性的な知見および解析的検討に基づき

修正を行った結果，断熱温度上昇量の解析精度を損なうことなく，各クリンカー鉱物の水和率

の解析精度を大幅に向上することができた。 

(2) 断熱温度上昇量の予測解析においては，低熱セメントを用いた場合に，打ち込み温度が低く単

位セメント量が小さい場合に，実測値より低めに乖離する傾向が見られた。今後，このような特

殊な条件について解析精度の向上を図るためには，水和反応過程における Ca2+濃度の変化を直

接考慮したモデルへの拡張が望ましく，この点は今後の課題である。 

(3) FA 置換率の違いに起因する FA 粒子の内部生成層中のイオンの移動抵抗性の違いに着目した新

たなパラメータを導入した FA 反応の高度化モデルを提案した結果，セメントの鉱物組成，水結

合材比，FA 置換率，養生温度が異なる様々な実験条件に対し，FA 反応率の解析精度を大幅に向

上することができた。 
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(4) 一方，FA 置換率が小さい場合には，FA 反応率の実測値と解析値の乖離が大きくなる傾向が見

られた。この要因として，本 FA 反応高度化モデルでは FA の物理的・化学的な性質に関わらず，

FA 置換率のみを考慮して反応の特徴をモデル化した点が考えられた。FA の物理的・化学的性

質を考慮したモデルへの拡張は今後の課題である。 

(5) FA の混合影響を考慮した C2S の基準発熱速度の修正係数の設定や温度活性の変化が，断熱温度

上昇量の解析精度に大きく影響することが示唆された。現状では検証データが少ないことから，

今後データの蓄積を図り再検証する必要がある。 

 

第 5 章では，前章で高度化した複合水和発熱モデルと，既往の空隙構造形成モデルおよび水分平衡・

移動モデルを連成させた解析を実施し，既往の研究や第 3 章で得られた実験結果に対する解析精度を

検証した。その上で，課題を改善する新たな関数を提案した。さらに，FA 混合セメントの強度発現モ

デルを提案し，その妥当性について検証した。 

主な成果と課題は以下の通りである。 

 

(1) 既往モデルを用いた解析では，低水セメント比配合において，常温環境で長期的に水和が継続

しすぎること，また，長期常温養生後に高温を負荷した場合に，過剰に水和が進行するという課

題が明らかとなった。その要因として，毛細管空隙構造が極めて緻密化した状態での水和反応

の進行速度に起因することが推測された。 

(2) そこで，凝縮水の空間的偏在を考慮した自由水低減係数 wredを提案した。wredをゲル空隙率に対

する毛細管空隙率の比率ψ，毛細管空隙中の平均飽和度 Scp，各混和材の反応率αの関数として

表現することにより，ポルトランドセメントの単体配合および混合セメントに対して，過剰な

水和進行に起因して生じていた実験値と解析値の乖離が解消され，解析精度が大幅に向上した。 

(3) FA 混合セメントを対象に，ポゾラン反応進行に伴う C-S-H ゲルのかさ体積の変化を考慮した圧

縮強度発現モデルを提案し，さらに自由水低減係数 wred を考慮することで，種々の配合および

環境条件に対し，解析精度が良好であることを確認した。また，本モデルを拡張することによ

り，高炉スラグ混合セメントでも過剰な水和進行が抑制されるようになり，解析精度が大幅に

向上した。 

(4) ただし，混合セメントを対象に設定した各種パラメータは，本章の解析的検討を通じて暫定的

に設定したものであり，十分な実験根拠に基づき設定したものではない。したがって，今後，各

種パラメータの設定について，直接的に計測するあるいは観察する基礎実験を実施し，その妥

当性を再検証する必要がある。 

 

第 6 章では，前章までに高度化を行った熱力学連成解析システムと既往の複合構成モデルを連成さ

せた時間依存変形解析を行い，既往の実験結果および高度化前のモデルの解析結果に対し，精度向上

をもたらすかどうか検証を行った。 

主な成果と課題は以下の通りである。 
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(1) 熱力学連成解析システムを高度化したことにより，低水セメント比配合に対して，常温での長

期収縮挙動，高温でのクリープ・収縮挙動の予測精度が向上することを確認した。また，常温で

のクリープ挙動についても高度化前と同等の予測精度を有することを確認した。 

(2) 複合構成モデルにおいて，自己収縮発現に対する水和収縮分の寄与を導入した影響，および，熱

力学連成解析システムの高度化において，C2S の基準発熱速度を既往モデルの 1/10 に修正した

影響に主に起因し，当初モデルよりも自己収縮を含む短期収縮挙動の予測精度が低下した。今

後，自己収縮に対する水和収縮の寄与分を表現する関数 f(δm)を微修正し改善する必要がある。 

(3) 複合構成モデルにおいて，毛細管張力に起因する収縮駆動力の再構築に伴い，毛細管張力をあ

る閾径以上の毛細管空隙およびゲル空隙中に存在する水分の絶対量の関数として表現した結果，

高温乾燥のような厳しい乾燥環境で急激な水分逸散が生じる場合に，毛細管張力が低下し収縮

ひずみが回復する問題が生じることが明らかとなった。今後，解消しなければならない重要な

検討課題である。 

 

本研究は，中深度処分施設におけるセメント系人工バリア材料に着目した検討が当初の出発点であ

ったが，最終的には本研究を通じて行ったモデルの適用範囲の拡大や高度化によって，様々な環境，配

合，応力条件を対象に過去行われてきた収縮，クリープ等のマクロな構造応答についても予測精度の

向上に寄与することを確認した。 

以上のように，本研究では，微視的な物理化学現象に立脚した熱力学連成解析システムの基本理念

を踏襲，発展させることによって，一般的な対象物と中深度処分施設などの特殊な対象物を特別に区

別することなく同一のモデルを用いて汎用的にマルチ空間スケールの応答を予測することを可能とし，

さらに，全般的な解析精度の向上に寄与するモデルを提案・検証することに成功した。 
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A. 自由水低減係数の導入が影響する水セメント比に関する感度解析 

A.1. はじめに 

凝縮水の空間的偏在を表現した自由水低減係数 wred を導入した結果，低水セメント比配合において

毛細管空隙が極めて緻密化した状態下（微細構造場）で見られる水和の停滞を適切に表現可能となり，

逸散水量や圧縮強度等の解析精度が大幅に向上したことは，本論の第 5 章に示した通りである。 

ここでは，常温環境において，どの程度の水セメント比であれば，長期材齢経過後に自由水低減係数

wred が機能する領域であるΦcp/Φgl (=Ψ) < 0.50 に達する可能性があるのかについて感度解析を行った。 

 

A.2. 解析条件 

 配合および材料物性 

解析に用いた配合を表 A-1 に示す。N30 は本論の第 3 章で実験結果を示した OPC 配合（表 3-1）と

同じ配合である。また，N35，N40，N50 配合は，それぞれ既往文献1),2),3)を参考に設定した。 

セメントはいずれも普通ポルトランドセメントである。ここでは，水セメント比の違いに起因する

空隙構造の違いによって異なるΦcp/Φgl の経時変化について感度解析を行うことを目的とするため，い

ずれの配合についても，表 A-2 に示す N30 と同じセメントの鉱物組成（表 3-3 に同じ）を用いた。 

 

 

表 A-1 解析に用いたモルタル・コンクリートの配合 

ｾﾒﾝﾄ 
種類 

水ｾﾒﾝﾄ

比 
(%) 

単位量(kg/m3) 

W C S G 

N30 30 210 700 1418 --- 

N35 35 310 899 1052 --- 

N40 40 160 400 847 975 

N50 50 306 612 1350 --- 

 

 

表 A-2 セメントの物理的性質および鉱物組成 

ｾﾒﾝﾄ

種類 

密度 

(g/cm3) 

比表面積 

(cm2/g) 

鉱物組成（%） 

C3S C2S C3A C4AF 

N 3.16 3290 55.3 17.4 9.5 8.9 

 

 

 解析対象および解析条件 

解析対象は 4×4×16cm の小型供試体を想定し，1/8 面対象モデルを用いた。打込み温度は 20℃，境

界条件は 20℃封緘を継続とし，材齢 511 日まで解析を行った。 

解析モデルには，第 5 章で提案した自由水低減係数 wred を考慮した高度化モデルを用い，解析結果

は供試体全要素の平均を用いて整理した。 
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A.3. 解析結果および考察 

表 A-1 に示す各配合について，層間空隙，ゲル空隙，毛細管空隙率の経時変化と，毛細管空隙率と

ゲル空隙率の比であるΦcp/Φgl の経時変化を，図 A-1～図 A-4 の（a），（b）にそれぞれ示す。 

 

  

(a) 層間，ゲル，毛細管空隙率  (b) 毛細管空隙率とゲル空隙率の比（Φcp/Φgl） 

図 A-1 N30 における空隙構造の経時変化 

 

  

(a) 層間，ゲル，毛細管空隙率  (b) 毛細管空隙率とゲル空隙率の比（Φcp/Φgl） 

図 A-2 N35 における空隙構造の経時変化 

 

  

(a) 層間，ゲル，毛細管空隙率  (b) 毛細管空隙率とゲル空隙率の比（Φcp/Φgl） 

図 A-3 N40 における空隙構造の経時変化 
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 (a) 層間，ゲル，毛細管空隙率  (b) 毛細管空隙率とゲル空隙率の比（Φcp/Φgl） 

図 A-4 N50 における空隙構造の経時変化 

 

 

上記の解析結果より，自由水低減係数 wredが機能する領域であるΦcp/Φgl (=Ψ) < 0.50 に達するのは，

N30 で約 100 日，N35 で約 240 日，N40 で約 1.5 年であり，N50 では到達する可能性が極めて小さいこ

とが確認できる。 

N40 のような比較的低水セメント比の配合であっても，自由水低減係数 wred の導入の影響により水

和が停滞し始めるのは，20℃封緘継続条件で約 1.5 年後である。すなわち，既往モデルを用いた解析結

果に対し，これより水セメント比が大きい場合には，wredの導入による影響は，より長期材齢が経過し

毛細管空隙の緻密化がさらに進行した後に限定されるか，もしくは，全く影響がないかのどちらかで

ある。 

このように wred は，低水セメント比配合でしかも極めて空隙構造の緻密化が進行した限られた条件

でのみ機能することから，水セメント比が 50%前後の一般的な配合や過酷な乾燥環境など水和が進み

にくい環境条件に対しては，wred の導入により既往のモデルに対し水和反応が過剰に停滞することはな

いことが，上記解析結果より示されたといえる。 
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B. 自由水低減係数の導入がマスコンクリート解析結果に及ぼす影響 

B.1. はじめに 

凝縮水の空間的偏在を表現した自由水低減係数 wred を導入することによって，コンクリート内部温

度が上昇し水和反応が急激に進むマスコンクリート解析を実施した場合に，導入前のモデルでは高精

度に予測できることが確認されていた温度上昇特性や水和進行状況等の指標に対し，予測精度に影響

を及ぼす可能性が懸念された。 

そこで，仮想的なマスコンクリート解析を実施し，自由水低減係数 wred の導入が解析結果に及ぼす

影響について確認した。 

 

 

B.2. 解析条件 

 配合および材料物性 

解析に用いた配合を表 B-1 に示す。N57 および N40 は，本論の第 4 章において wred 導入前のモデル

で断熱温度上昇量を精度よく予測できることを確認した普通ポルトランドセメント配合（表 4-5）と同

じ配合である4)。L28 は低熱ポルトランドセメントを用いた配合5)であり，水セメント比が 28%と小さ

いことから，材齢初期の内部温度上昇に伴い毛細管空隙の緻密化がより進行した状態になることを想

定した配合である。 

解析に用いたセメントの物理的性質および鉱物組成を表 B-2 に，骨材の物性を表 B-3 に示す。 

 

 

表 B-1 解析に用いたコンクリートの配合 

ｾﾒﾝﾄ 
種類 

水ｾﾒﾝﾄ

比 
(%) 

単位量(kg/m3) 
空気量 

(%) W C S G 

N57 57 160 280 870 1005 5.3 

N40 40 160 400 823 951 5.2 

L28 28 168 600 642 970 4.5 

 

 

表 B-2 セメントの物理的性質および鉱物組成 

ｾﾒﾝﾄ

種類 

密度 

(g/cm3) 

比表面積 

(cm2/g) 

鉱物組成（%） 

C3S C2S C3A C4AF 

N 3.15 3260 59.4 13.9 9.6 9.0 

L 3.24 3740 26.6 54.6 2.6 9.5 
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表 B-3 骨材の物性 

分類 種類 
密度(g/cm3) 吸水率 

(%) 表乾 絶乾 

粗骨材 G 硬質砂岩砕石 2.66 2.64 0.61 

細骨材 S 山砂 2.65 2.62 1.14 

 

 

 解析対象および解析条件 

解析対象および解析結果の出力要素を図 B-1 に示す。3.0m 立方のマスコンクリートを想定し，解析

モデルには 1/8 面対象モデルを用いた。解析結果の出力要素は，表面中央部および中央部とした。打込

み温度は 20℃，境界条件は 20℃封緘条件とし，材齢 500 日まで解析を行った。 

解析は，各配合につき自由水低減係数 wred を考慮した場合・しない場合の計 6 ケースについて実施

した。 

 

            

図 B-1 解析モデルおよび出力要素 

 

B.3. 解析結果および考察 

コンクリート温度，水和率，毛細管空隙率，ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率（Ψ=Φcp/Φgl）

の経時変化を，それぞれ図 B-2～図 B-5 に示す。 

 

 
 (a) N57    (b) N40    (c) L28  

図 B-2 コンクリート温度の経時変化 
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(a) N57    (b) N40    (c) L28  

図 B-3 水和率の経時変化 

 

 

 
(a) N57    (b) N40    (c) L28  

図 B-4 毛細管空隙率の経時変化 

 

 

(a) N57    (b) N40    (c) L28  

図 B-5 Φcp/Φglの経時変化 

 

 

図 B-5 において，いずれも解析ケースまた出力要素においても，wred を考慮した場合に自由水の低

減が機能する閾値であるΦcp/Φgl = 0.50 を上回っている。したがって，図 B-2～図 B-4 に示す解析結果

は，wred を考慮した場合としない場合とで完全に一致する結果となっている。 

このことから，たとえ低水セメント比配合であっても，wredの導入がマスコンクリート解析において

検討対象となるような温度上昇・降下期間中の解析結果に影響を及ぼすことはなく，wred の導入の影響

が現れるとしても，長期材齢が経過し毛細管空隙の緻密化がさらに進行した後に限定されることが示

唆される。 
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C. 自己乾燥した硬化体への水分作用形態が水和継続に及ぼす影響 

C.1. はじめに 

本論の第 5 章において，長期材齢経過後の低水セメント比配合（W/C=30%）では，凝縮水の空間的

偏在により水和が停滞する可能性を指摘し，水和の停滞をゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率ψ，

毛細管空隙中の平均飽和度 Scp，各混和材の反応率αの関数として表現した wred を導入することにより

表現した。その結果，水和継続に伴う自己乾燥が緩和されることから，高湿環境に曝露した場合も外部

からの吸湿による質量増加が抑制され，実験傾向を再現できるようになった。 

一方で，W/C=28%の大型の低水セメント比供試体を屋外環境に長期曝露した場合に，長期材齢経過

後に質量減少から質量増加に転じるとの測定結果も報告されている 5)。 

両者の実験条件の大きな違いの 1 つに，水の作用形態が挙げられる。第 5 章の実験では長期材齢経

過後に高湿環境に曝露したのに対し，後者の大型実験では降雨が作用する環境すなわち液状水が直接

作用する環境に供試体を曝露している。 

そこで，自己乾燥状態にある低水セメント比供試体を対象に，供試体への水分の作用形態がその後

の水和の進行に及ぼす影響について感度解析を行った。 

 

C.2. 解析条件 

 配合および材料物性 

解析に用いた配合を表 C-1 に示す。N30 は，本論の第 3 章の普通ポルトランドセメント配合（表 3-

1）と同じ配合である。L25 は低熱ポルトランドセメントを用いた配合であり 5)，水セメント比が 25%

と小さくセメント量も多いため，自己乾燥が進むと考えられる。 

解析に用いたセメントの物理的性質および鉱物組成を表 C-2 に，骨材の物性を表 C-3 に示す。 

 

 

表 C-1 解析に用いたモルタルの配合 

ｾﾒﾝﾄ 
種類 

水ｾﾒﾝﾄ

比 
(%) 

単位量(kg/m3) 
空気量 

(%) W C S1 S2 

N30 30 210 700 1418 --- 2.5 

L25 25 240 960 --- 1152 3.0 

 

 

表 C-2 セメントの物理的性質および鉱物組成 

ｾﾒﾝﾄ

種類 

密度 

(g/cm3) 

比表面積 

(cm2/g) 

鉱物組成（%） 

C3S C2S C3A C4AF 

N 3.16 3290 55.3 17.4 9.5 8.9 

L 3.24 3740 26.6 54.6 2.6 9.5 
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表 C-3 骨材の物性 

分類 種類 表乾密度(g/cm3) 

細骨材 S1 陸砂 2.61 

細骨材 S2 山砂 2.65 

 

 

 解析対象および解析条件 

解析対象は 4×4×16cm の小型供試体を想定し，1/8 の面対象モデルを用いた。解析結果は供試体全

要素の平均を用いて整理した。打込み温度は 20℃で，材齢 560 日（80 週）まで 20℃封緘養生を継続し

た後，表 C-4 に示す環境条件に曝露し，材齢 910 日（130 週）まで解析を行った。 

解析モデルには，第 5 章で提案した自由水低減係数 wred を考慮した高度化モデルを用いた。解析ケ

ースは，配合 2 ケース×曝露条件 4 ケースの計 8 ケースである。 

 

表 C-4 材齢 560 日まで 20℃封緘後の環境条件 

略記 条件 

封緘継続 S 20℃封緘継続 

水中養生 W 20℃水中 

高湿曝露 D 20℃90%RH 

乾湿繰り返し WD 2 日間 20℃水中，5 日間 20℃60%RH の繰り返し 

 

 

C.3. 解析結果 

 N30 配合 

ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率（Ψ）および水和度の経時変化を図 C-1 に示す。左図より

材齢 560 日では水和に使用可能な自由水が低減するΦcp/Φgl (=Ψ) < 0.50 の領域にあることが確認でき

るが，以後，水中養生 W および乾湿繰り返し WD では水和が進行している。 

 

  

図 C-1 Φcp/Φgl（左図）および 水和度（右図）の経時変化 
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供試体中の平均相対湿度（RH）および毛細管空隙の平均飽和度（Scp）の経時変化を，図 C-2，図 C-3

に示す。 

水中養生 W ではサクションによる速やかな液状水の浸入に伴い，毛細管空隙が飽和するため，Ψ

<0.50 であっても水和は停滞することなく継続する。一方，乾湿繰り返し WD では，水中浸漬時に Scp

が大きく回復することにより，wredによる自由水の低減程度が緩和され，その間に水和が進行する。乾

湿繰り返し期間中は，水和進行に伴う Scp およびΨの低下による水和進行の抑制と，毛細管空隙の減少

に伴う Scp の増加による水和の促進を，複雑に繰り返しながら水和が進行している。高湿曝露 D では，

曝露後 Scp が若干回復するものの，不飽和の影響が卓越しΨ < 0.50 の領域では水和に使用可能な自由

水が大きく制限されるため，長期経過後の水和度は封緘継続 S とほぼ同等となっている。 

 

  

 (a) 環境条件 S,W,D    (b) 環境条件 WD 

 

図 C-2 供試体中の平均相対湿度の経時変化 

 

 

  

 (a) 環境条件 S,W,D    (b) 環境条件 WD 

 

図 C-3 毛細管空隙の平均飽和度の経時変化 
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 L25 配合 

同様に，ゲル空隙率に対する毛細管空隙率の比率（Ψ）および水和度の経時変化を図 C-4 に示す。

左図より，L25 配合でも，材齢 560 日では水和に使用可能な自由水が低減するΦcp/Φgl (=Ψ) < 0.50 の

領域にあることが確認できる。以後，水中養生 W の場合のみ水和が進行している。 

 

  

図 C-4 Φcp/Φgl（左図）および 水和度（右図）の経時変化 

 

 

供試体中の平均相対湿度（RH）および毛細管空隙の平均飽和度（Scp）の経時変化を，図 C-5，図 C-6

に示す。乾湿繰り返し WD では，水中浸漬時に Scp が回復するが，N30 に比べて水和速度が遅いため，

十分に水和が進行せずに次の乾燥を受けることから，長期的な傾向としては Scpはさほど回復しない状

態で推移する。したがって，Ψ < 0.50 の領域では水和に使用可能な自由水が大きく制限されるため，

水和が停滞した状態が継続し，長期経過後の水和度は高湿曝露 D および封緘継続 S とほぼ同等となっ

ている。 

 

  

 (a) 環境条件 S,W,D    (b) 環境条件 WD 

 

図 C-5 供試体中の平均相対湿度の経時変化 
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 (a) 環境条件 S,W,D    (b) 環境条件 WD 

 

図 C-6 毛細管空隙の平均飽和度の経時変化 

 

 

C.4. 考察 

以上のことから，低水セメント比配合で自己乾燥が進んだ状態において，外部から液状水が作用し

た場合には，吸水により水和が速やかに進行し，質量が増加する可能性が示された。 

一方で，高湿度環境に曝露した場合には，特に毛細管空隙の緻密化が進行した微細構造場では，水和

の継続に必要な毛細管空隙の飽和度の十分な回復が期待できないことから，水和が停滞する結果とな

った。水和が継続しないため，外部から吸湿した水分は消費されず供試体内外の水分平衡に寄与する

ことから，液状水が作用する場合に比べ質量増加は収束しやすいと考えられる。 

つまり，自己乾燥後の質量増加の傾向は，水分の作用形態によって大きく異なることが示唆される。

また，水分作用時の空隙の緻密度や配合に起因する水和速度の違いによっても，毛細管空隙の飽和度

の回復程度が異なり水和の進行に影響を及ぼすため，質量変動の傾向に違いが生じると考えられる。 

 

  

0.4

0.6

0.8

1.0

0 200 400 600 800 1000

Sc
p

Age (days)

S W D

0.4

0.6

0.8

1.0

0 200 400 600 800 1000

Sc
p

Age (days)

WD



 
 

 
215 

D. 低水セメント比硬化体における水蒸気移動係数と液状水移動係数の推移 

D.1. はじめに 

長期材齢経過後の低水結合材比配合では，硬化体内は自己乾燥状態にあると考えられる。ここでは，

自己乾燥状態にある硬化体では，水蒸気あるいは液状水移動のどちらが系内の水分移動において卓越

するかを確認するため，本論の第 3 章で実験結果を示した OPC 配合および FAC 配合を対象に，水蒸

気移動係数と液状水移動係数について，20℃封緘養生継続時の経時変化を整理した。 

 

D.2. 解析条件 

 配合および材料物性 

解析に用いた配合およびセメントの鉱物組成を表 D-1，表 D-2 に示す。 

 

 

表 D-1 解析に用いたモルタルの配合 

配合 
水結合材比 

(%) 
単位量(kg/m3) 

W OPC FA S 

OPC 30 210 700 0 1418 

FAC 30 210 490 210 1348 

 

 

表 D-2 セメントの物理的性質および鉱物組成 

ｾﾒﾝﾄ

種類 

密度 

(g/cm3) 

比表面積 

(cm2/g) 

鉱物組成（%） 

C3S C2S C3A C4AF 

OPC 3.16 3290 55.3 17.4 9.5 8.9 

 

 

 解析対象および解析条件 

解析対象は 4×4×16cm の小型供試体を想定し，1/8 面対象モデルを用いた。打込み温度は 20℃，境

界条件は 20℃封緘を継続とし，材齢 511 日まで解析を行った。 

解析モデルには，第 5 章で提案した自由水低減係数 wred を考慮した高度化モデルを用い，解析結果

は供試体全要素の平均を用いて整理した。 

 

 

D.3. 水分移動 

 液状水と水蒸気の粘性係数，密度，動粘性係数 

液状水と水蒸気の粘性係数，密度，動粘性係数の比較を表 D-3 に示す。粘性係数とは，ある物質が

どれくらい拡散しやすいかを表す指標である。一方，動粘性係数とは，ある物質がどれくらい速度を拡

散しやすいかを表す指標である。液状水は水蒸気に比べて粘性係数が大きく拡散しやすいが，反面，密

度が極めて大きいため，水蒸気の方が動粘性係数は大きく速度を伝えやすい性質を持つ。 
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表 D-3 粘性係数，密度，動粘性係数の比較 

 
粘性係数 

[mPa・s] 

密度 

[kg/m3] 

動粘性係数 

[mm2/s] 

水（25℃） 0.891 997.04 0.891 

水蒸気（400K） 0.0133 0.547 24.3 

 

 

 熱力学連成解析システムにおける水分移動の定式化 

熱力学連成解析システムでは，系内の水分に関する支配方程式は式 D.1 に示す質量保存則で表され，

そのうち第 2 項である水分流速項は式 D.2 で表される。ここで温度一定の場合には，式 D.2 の第 2 項

は零となることから，水分流束は水蒸気移動係数 Kvp と液状水移動係数 Kl で表される。 

なお，各係数の詳細については本論の第 1 章を参照されたい。 

 

௪ߠ߲
ݐ߲

൅ ,௪ߠሺܬ൫ݒ݅݀ ܶ, ,௪ߠ׏ ሻ൯ܶ׏ ൅ ܳ ൌ 0 式 D.1 
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൅ K୪൰ ׏ ௟ܲ െ ൬ܦ௩
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 ൌ െ൫ܭ௩௣ ൅ K୪൯׏ ௟ܲ െ ሺܭ௩௧ ൅ K୘ሻ׏T 

 

式 D.2 

 

 

D.4. 解析結果および考察 

OPC および FAC について，20℃封緘養生継続時の全飽和度と Kvp，Kl の関係を図 D-1 に，同じく，

Kvp と Kl の水分移動に占める負担割合の経時変化を図 D-2 にそれぞれ示す。なお，図 D-1 中の ZKX と

は Kvpと Klの和を示すパラメータである。 

図 D-1 において，OPC，FAC ともに Kl は水和の進行とともに経時的に低下し，OPC では最終的に

Kvp よりも小さく，FAC では Kvp と同等となっている。一方，図 D-2 において，OPC，FAC ともに，若

材齢では液状水による移動（Kl）が卓越するのに対し，その後，材齢経過とともに水蒸気による移動割

合（Kvp）が増える傾向が確認できる。材齢 511 日における Kvpと Klの負担割合は，OPC の場合およそ

7：3，FAC の場合 45：55 である。OPC に比べ FAC の方が，水和が遅く自己乾燥が緩和されること，

また，微細なゲル空隙の割合が多いことなどから，液状水による移動割合（Kl）が多い。 

しかし，このように OPC と FAC で Kvp と Kl の負担割合は異なるものの，両者を足し合わせた ZKX で

比較すると，材齢 511 日での両者の値はほぼ同じである（図 D-1）。したがって，水分の外部逸散を許

容しない封緘条件の場合には，配合の違いによって長期材齢経過後の Kvp と Kl の負担割合が多少異な

っても，全体の水分流束には大きな影響を及ぼさない可能性が示唆される。  
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(a) OPC         (b) FAC 

 

図 D-1 全飽和度と各水分移動係数の関係 

 

 

  

(a) OPC         (b) FAC 

 

図 D-2 水分移動に占める各負担割合の経時変化 
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